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　近代的な治水工事の嗜矢ともいえる淀川改良工事は、明治29年に起工し明

治44年に完成した、基準地点枚方における計画高水流量を20万個、すなわ

ち5，560㎡／sにとった、当時の一般の認識からすれば万全の計画であった。

　その淀川が大正6年10月現在の高槻市内大塚地先において破堤したことは、

治水関係者にとっても流域の住民にとってもまさに青天の震震であったに違い

ない。

　災害後着手された淀川増補工事（大正7年～昭和8年）は、財政上の観点か

ら改良工事計画時に見送られたものを主体に、相当に大幅な施設の強化を内容

とするものであった。また、どのように立派な堤防も適切な維持管理を欠くな

らば蟻の一穴からも崩壊するとの反省から、水防に力が入れられ、淀川左岸水

防事務組合をはじめとして多くの水防団体が設立されたことは広く知られてい

る。連続堤方式による治水工事が進むにっれて、洪水氾濫に対する社会の準備

度が低下する傾向があることは否めない事実である。大正6年の淀川右岸堤の

破堤流失後のこの動きは、そのことに対する社会の反省としてとらえることが

できるであろう。

　本論文は国民の過半数が洪水氾濫原に生活の場を求めているわが国の現状を

背景に、万一堤防が破堤にいたった場合の氾濫水の挙動を追求し、住民の避難

システムを構成するひとつの方法論を提出しようと試みたものである。

　本論においては、氾濫水の挙動を2次元不定流として取扱い、いくつかの氾

濫形態に対応するモデルを開発し、それらを淀川水系の現地河川に適用した。

　避難システムについては、種々の手法が考えられるが、ここではいわゆる最

短経路選択の方法を応用した。

　本論文がいささかなりとも洪水に対する地域の防災対策を考えるうえでお役

に立つことを祈って、序に代える次第である。

　最後に、本研究を実施するにあたり、終始ご懇篤なご指導を賜わった京都大

学教授岩佐義朗先生、京都大学助教授井上和也先生および金沢大学助教授木俣



昇先生に対し、心から感謝いたします。

　また、計算や図表の作成等でご蓋力載いた、近畿地方建設局河川部、淀川工
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緒 論

　洪水災害が絶対に起こらない社会の現出一いわゆる完全治水の実現一は全人

類の見果てぬ夢である。われわれはこの大目標に向って努力を続けているが、

予算の制約や他分野との間での資源の配分を考えると、完全治水への道程はま

だ遥か彼方のことであるといわねばならない。

　このような現状下においてわれわれのとるべき方策は、治水事業の強力な推

進に加えて、現在の治水施設のもとでいかにして洪水による人命や財貨の損失

を少くするかを、追求することでなければならない。これは具体的には水防体

制の強化を含む社会の洪水に対する準備度の向上であり、さらに、洪水によっ

て破堤や氾濫が起こったとしても破局的な被害を受けない施設の設計であると

いってよいであろう。以上のようなことは、四分の一世紀前、中部地方を襲っ

た大災害を契機として、すでに十分論議されている。

　国土の三分の一が海面下にあるオランダをみると、この国では、1953年の

大災害以後国家の総力を挙げて治水事業一デルタプランーを推進すると同

時に、そのような安全度の高い施設すらも自然の猛威の前には無力化する場合

があることを想定して、種々の対策を講じている。すなわち、第一線の堤防の

背後にいわゆる二線堤、三線堤を配置し、また、干拓堤防の計画に際しては、

万一破堤したときの干拓地区での氾濫水による水深の増加速度を、住民が避難

可能となる限度以下に押えるなどの配慮をしている。そのうえ、全国的な規模

での停電事故に備えて、排水ポンプの動力用として風車を保存していることな

ど、もって他山の石とすべきであろう。

　わが国においては、最近、従来の治水事業のみによらない治水一いわゆる

総合治水対策一の必要性が強調されるようになった。このことは、洪水災害

に対する社会の認識を高め、災害に対する社会の準備度を向上させるのに大い

に役立っている。

　洪水予警報が河川管理の実務として行われるようになって以来、雨水の流出

現象や洪水の流下現象の解明には力が注がれ、理論および応用の両面で大きな
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進歩があった。計算手段にっいては、真空管式のアナログコンピュータから大

規模な汎用型電子計算機へと進化し、また雨量の観測通報システムは、サイ

ホン式自記雨量計と電話もしくは電報との組合わせから、転倒マス型雨量計と

テレメータとの組合わせに置き換えられ、一部の地域ではレーダを主体とする

レーダ雨量計が用いられるようになってきている。

　しかしながら、洪水の流下過程の追求についてみると、従来の研究は河道内

の現象に関するものに限られていて、破堤等により堤内地に侵入した氾濫水の

挙動の解明については、ほとんど眼が向けられなかったといえる。氾濫水の水

平貯留を仮定する単純な計算法がしばしば用いられたが、この方法は氾濫する

堤内地が袋小路状を呈する地形のみに適用可能であり、しかもこの方法では、

破堤点の近傍の現象や破堤直後の現象を表現することはできない。それゆえ、

洪水氾濫時の住民の避難誘導や、さらに進んで事前の避難計画の策定などに利

用するには不十分なものであった。このような用途に用いるには、変化の多い

堤内地の地形に適用でき、さらに氾濫水の流速や水位の時間的変化を表現する

ことが可能な解析法でなければならないのである。

　水理学の立場からみれば、河道を流下する洪水に対しては一次元の不定流と

しての取扱いが適当としているが、氾濫水の運動については二次元不定流として

取扱う必要がある。さらに具体的に述べると、堤防によって河道と堤内地とが

はっきり分離されている河川においては、河道内の洪水に対して一次元不定流

を、氾濫水に対して二次元不定流を適用し、その二つの流れを破堤点において

何らかの手段で連結することが考えられよう。このような取扱いが困難なはっ

きりした堤防を持たない河川一無堤河川一においては、河道の内外を問わ

ず二次元不定流として取扱うべきである。

　洪水の流出と河道内での流下、さらに洪水の氾濫に関する種々の情報が得ら

れ、それが必要な時刻に必要な方面に伝達されるならば、洪水調節ダム等の治

水施設の管理は完全に行われ、万一破堤した場合においても被害は最小限に抑

えられるであろう。そのための努力が一方では洪水予報や水防の実施であり、

他方では災害時の住民の避難である。

一2一



洪水予警報と水防とについては本論においてはその概略を紹介するにとどめよう。

　本論の次の主題は住民の避難の問題である。

　災害時の住民の避難については、治水事業の進捗により水害の頻度が低下する

につれて年々関心が低下してきた。もっとも、水害常襲地帯と呼ばれる一部の地

域や、津波の危険が大きいとされる三陸地方等においては、常時避難のことが

住民の意識下にあり、また、地方公共団体等においてもそのための体制を整え

ているが、全体からみるとその割合は必ずしも高くない。

　選定された住民の避難場所ひとつを見ても、地震時の避難場所と共用したた

めに洪水時には安全とはいえない場合すら散見する。また、避難路についての

検討は不十分な例が多いし・検討や計画の方法論にも確立したものは存在しな

いようである。

　さて、避難路の検討においては、オペレーションズリサーチの最短経路選定

の手法の応用が考えられる。その過程において、洪水氾濫に関する諸情報を活

用すべきであることは当然である。

　著者は以上綾縷述べた観点から、洪水氾濫の解析方法と洪水氾濫時の住民の

避難とについて研究を進めてきた。本論はそれらの取りまとめをなすものであ

ってその構成は以下のとおりである。

　第1章ではわが国の河川の特徴と治水の現況とを概観する。

　第2章ではわが国の洪水氾濫の解析結果から二次元不定流を基礎とする数値

モデルを構成し、種々の地形条件に合致するモデルを作成する。

　第3章では第2章で作成したモデルを現地河川に適用し、モデルの妥当性と

適用性とについて検証する。

　第4章では洪水時の避難システムの現況を概観し、第2章および第3章で述

べた方法を用いて得られる洪水氾濫の区域、湛水深等の予測値に対応して、避

難場所や避難路を設定する方法を提示する。

　第5章では前章までで得られた結果を現地流域に適用して、その方法の有用

性を検証すると同時に、かくして得られた避難システムの評価方法を提示する。
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最後に、それまでに得られた結果をまとめて結論とする。

参　考　文　献
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第1章　洪水災害と地域避難

第1節　概　　説

　　わが国の河川は、国土が狭小であることを反映して、流路は短く勾配は急

　であり、降雨から出水までの時間が短いといわれる。これらの特性は洪水追

　跡や氾濫解析の面では、欧米の大陸河川におけるような単純化した手法の採

　用を困難にする。また、洪水氾濫原に大多数の国民が居住していることは、

　治水事業の重要性をいやがうえにも高くすると同時に、避難システムの確立

　を重要なものとする。

　　洪水時、破堤や氾濫の恐れがある緊急の場合の対応システムは、これらの

　要素を考慮して構成しなければならない。

　　建設省は、氾濫原人口の急増に治水事業が追随し得ない現状にかんがみ、

　河川行政の従来の枠を離れて、より広い河川の流域全体という視点からこの

　事態に対処すべく、昭和54年以降いわゆる総合治水対策を講じつつある。

　そのなかで新しく取り上げられたもののひとつは氾濫原管理であり、他のひ

　とつは洪水予警報と洪水情報の伝達とからなる警戒避難システムである。

　　本章においては、本論の目的である洪水氾濫解析とそれに基づく洪水時の地

　域避難システムについて、その具備すべき条件を明らかにするため、わが国

　河川の特性について述べ、さらに、主として都市河川を対象に推進されつつ

　ある総合治水対策を紹介し、それらとの関連において、地域避難システムの

　意義を明らかにする。

第2節　わが国河川の自然的・社会的特性

　2－1　わが国の地形特性

　　　わが国はアジア大陸の東端に、ほぼ南北に沿って細長く伸びる延長2，000

　　Kmの日本列島から構成されるが、その幅は広いところでも300　Kmに過ぎず、

　　しかも申央部を高さ2，000mから3，000mの背梁山脈が縦断し、一般に地形は急

　　峻である。また、日本列島の形成は地質年代的には新しく、度重なる造山
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運動を受けて摺曲作用を繰り返し、地殻は脆弱である。このようなことか

らわが国の河川は一般に流路は短く、勾配は急で、かつ、流域面積は狭小

である。わが国最大の流域面積を有する利根川ですら、アメリカ合衆国の

ミシシ。ピ川のそれと比べると約2・・分の11・過ぎない（表1＋1P。

　　　　　　　表1－2－1　わが国と欧米の主要な河川

　国名

ﾊ

日　　　　　　　　本 アメ　リカ合衆国 ヨーロノパ（東欧を除く｝

河　川　名 流域面積（厨） 延長（km 主要郁市 河　川　名 滝域面積〔団 廷長（㎞ 主要都市 河　川　名 流城面積佃） 延畏（km　主要都市

1 利　　根　　川 16，840 322 高崎・前橋 ミ！ンノピ川 3．221、㎜ 6，021
ニユーオルリノズ

ｵントルイス
ラ　イ　ン　川 224，000 1，320 アムステルダム

fュノ七ルトル7

2 石　　狩　　川 14，330 268 旭川・札幌 コロ　ラ　ド川 667，500 2，334 ラスペガス ロアー　ル川 12L㎜ 1，020 ナ　ン　ト

3 信　　濃　　川 11，900 367 長野・新潟 コロンビア川 610．蜘 1，954 ポーラノド ロ　ー　ヌ　川 99，000 810 リ　ヨ　／
}ルセイユ

4 北　　L　　川 10，150 249 盛　　　岡 リオグランデ川 120，700 3，030 エ　ルパ　ソ セ　ー　ヌ　川 77．㎜ 776 パ　　　　リ

5 木　　曽　　川 9，100 227 岐　　　阜 プラ　／ス川 114．α）0 1，947 ウ　ェ　コ ポ　　ー　　川 74，970 655 こ　ラ　　ノ

g　リ　ノ

6 ト　　勝　　川 8，400 156 十　　　婦 コロラド湖（テキサス〕 107、《K）0 1，392 オースチン ガロ　ン　ヌ川 56，000 580 ボル　ドー

7 淀　　　　　川 8，240 144 京部・大阪 サクラメント川 85．㎜ 613 サクラ　　　ト
T！フラ　！スコ ティベール川 17，168 405 ロ　　ー　　マ

8 阿　賀　野　川 7，710 210 会津・若松 ア　ラバマ川 57、㎜ 1，028 ノ　　　がム アディジェ川 12，200 410 トレン　ト

xローナ
9 最　　上　　川 7，040 229 山形・酒田 トリニティ川 44，500 1，151 ダ　ラ　ス テー　ムズ川 9，950 239 ロ　ン　ドン

10 天　　塩　　川 5，590 256 天　　　塩 ニュエーセス川 43，100 544 コーパス7リスチー 七パー　ノ川 ggoo 225 バーミンガム

2－2　わが国の気象特性

　　わが国はアジア大陸と太平洋の境に位置す

　る温帯多雨、亜寒帯多雨気候区に属し、年平

　均降水量は世界平均の約2．5倍の1，820㎜に達

　する。

　　また、同時に、日本列島は大陸性の気候と

海洋性の気候の交錯する位置にあり、それぞ

　れに影響され変化に富んだ複雑な気候を呈す

蜘

200

100

〈

A
’

！ 、

∨
、、

／

／潮岬
’　、

、大阪 、．

新潟

　、

、
．ノ 、、

、

’
〆 三

、、、、　、 東京

D

ノ’

f

　　、?

，’”
、

　123456789101112
　　　　　月

図1－2－1月別降水量図

るほか、台風の進路に当ることから、地域的、季節的に偏よった降雨分布

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）　　　　　　　　　　　　3）
を示している（図1－2－1、図1－2－2）。

　6月初旬から7月中旬にかけて、オホーツク海高気圧と小笠原高気圧の

間にできる不連続線が停滞し、梅雨前線となって日本列島に長雨をもたら

し、時には大出水を起こすこと、また、8月から9月にかけては太平洋上

に発生した熱帯性低気圧が台風となって北上し、そのいくつかが日本列島

に上陸して豪雨をもたらすことは周知のとおりである。
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‘250

図1－2－2年降水量図

　　わが国各地における豪雨の頻度分布を図1－2－9）1こ、また、年降水量の

構成内容を表1－2一引こ示しておく。

　治水上からわが国の降水をみると、年降水量自身が諸外国に比べて多い

　うえに、6月～10月にかけて年降水量の大部分が降るという季節的に偏在

　した降雨分布が洪水を多発させる素地となっているといえる。特に重要な

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7）
　のは、比較的短時間の降雨強度が大きいことで、このことは図1－2－4に

　みられるように、3時間、6時間、12時間、24時間のわが国既往最大地点

雨量が、それぞれの世界最大値にきわめて近くなっていることからも明ら

　かである。

2－3　わが国河川の水文・水理特性

　　わが国の河川は前述した地形、気象特性のゆえに、いくつかの際だった

水文特性を有し、それらがいずれも治水上不利に働いている。以下にわが

国河川の水文特性と諸外国の河川のそれとを比較しておく。

①　河床勾配が急である。

　急峻な地形を反映して、わが国河川の河床勾配は急で、流路は一股に短

一7一



（a旧降水量200㎜以上

［：］＝0日／年

囲＝0．1

囲＞0・2

巨ヨ＞o・5

皿皿＞1

唖＞2
■■＞8

　鰺09

（b）日降水量300m以上

　　　　．の

図1－2－3　豪雨の頻度分布（1956年～1965年）

　表1－2－2　わが国の降水量の構成内容

降水量 台　　風 梅　　雨 雷　　雨 雪 地　　雨
（㎜） （％） （％） （％） （％） （％）

鹿　児　島 3，429．7 25 26 4
一

64

福　　　　岡 1，820．3 24 14 2 2 57

高　　　　知 2，995．0 27 10 9
一

54

広　　　　島 1，535．6 15 18 6 2 58

大　　　　阪 1，402．8 24 15 4
一

57

東　　　　京 1，784．3 18 19 7 2 53

米　　　　子 1，705．4 9 39 8 13 30

新　　　　潟 1，595．7 7 11 10 14 58

仙　　　　台 1，355．4 32 11 1 5 51

青　　　　森 1，472．2 5 6 3 37 49

札　　　　幌 1，023．1 8 3 5 39 45

稚　　　　内 937．0 14 1 5 37 43
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（mm）

2，000

1，000

　500

降
　200
雨

量100

　50

20

　　　　　　　　10
　　　　　　　　　　　3　　　6　　　12　　　24（時間）
　　　　　　　　　　　　　　降雨継続時間

　　　　　　　　図1－2－4　既往最大地点降雨量

い。したがって、流出は早く、洪水時の流水の侵食エネルギー、土砂運搬

笹日

ﾛ

エネルギーは大きい。流出が早いという特性は、洪水時に避難を行ううえ

で時間的余裕が短い結果となる。また、洪水時の大きな侵食エネルギーは

河道の安定の確保を難しくし、強固な護岸、床固、水制、流路工等の高価

な治水施設を必要とする。

　②　洪水の比流量が大きい。

　地形急峻で流域面積の小さいわが国河川に、前線性、或いは台風性の豪

雨が降ると諸外国河川に比べて桁違いに大きな洪水比流量を生じる。図1
　　8）
－2　－5にわが国と諸外国の河川の洪水比流量を示すが、わが国の主要河川

のほとんどが洪水比流量1．0（rf／8／Kfi）から10．0（nf／s／K㎡）に分布

しているのに対して、諸外国の河川はミシガン湖南西域を除いて総て1．0

（nd／s／KiK）から0．01（rf／s／K・li）に分布している。わが国河川の洪

水比流量が大きいことは、相対的に大きな規模の洪水を対象とする治水対

策を必要とする。

　③ハイドログラフがシャープである。

　わが国河川のハイドログラフは、諸外国河川のそれと比較して流量の時

間的変化が大きく、シャープなパターンを示す。わが国河川のハイドログ
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．1

◆ジラ川
▲ロアール川

◆アーカンソー川
，カナディアン川

与 1
サクラメント川 ◆レ’ンド川　　◆ア＿カンソ＿川

ミシシッピ川 ◆ミシシッピ川’
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こ三；1，ρ・・ラ・・

◆
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コ゜ �v〉，シシ。ビ川

←o‘

’ψ ゆ巳 ぽ 1炉 10

漉量観潟基準点上淀嬉面領（㎞り

図1－2－5 各国河川の洪水比流量（実績洪水）

ラフは、いわば、時間単位で変動するのに対し、諸外国河川のそれは、日

単位で変化しており、図1－2－＆）からみるとわが国河川の洪水がせいぜい

｛nt／●●c）

‘6．000

浅

＊S，OOO

量

零ll租川〔川側

　　〔947卑洪水

ロアール川1†ント）

　　1966年，共水

観後川（長谷）

　　1gs3卑洪水

●洪水継続時間
　のが国の浜水は纏統時間

　力矩いわりに最大識■が大

　きいシV一フな形E室しま

　す。　ミシシッピ川の束水ほ

　200日にも及ひます。

ウィリアムメ！ツ（オレコ／1

　　　　旧6‘年共木

ライン川〔Oヒス戊

　　1970年洪水

テネ／一．胡〔チrタヌタ）

　　　‘851年、讐承

図1－2－6 各国河川のハイドログラフ

2～3日で終わるのに対して、諸外国のそれは約2週間続いている。

④　河状係数が極めて大きい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10）

わが国河川の河状係数（最大流量／最小流量）は図1－2－7にみられる

ように、上流に天然の大貯水池である琵琶湖を持つ淀川を別にすると、諸

外国の河川のそれに比較して桁違いに大きい。

また、年流況図で比較すると、たとえば利根川は、ローヌ川と比べて流
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↑00

量変動が激しく、流

況が不安定である
　　　　　11）
（図1－2－8、図1－
　12）
2－g）。っまり、わ

が国の河川は洪水流

量と渇水流量の比が

一般に大きい。

　⑤　流出土砂の生

産量が比較的多い。

　地形が急峻で洪水

比流量が大きいこと

から、洪水時の河川

の侵食エネルギー、

土砂運搬エネルギー

はともに大きい。加

えて、

　　　　　　　0　　100　200　300　400　500　600　70e　800　900

　　アメリカ
ミシシッピ川（ミネソタ）

ミズリー川‘カンサス）

オハイオ川（ピッツバーク）

　　ヨーロツハ
テムーズ川（テデイントン）

セーヌ川（パ　　リ）
　　

　　

ラ　

一ルセ竺㍍三力
刻川力刀引剣川

・⇔・←・ルラ

⇒㈲鋤ωか料

カイ本　　　留　ル　イ

7
一
2
一
1図 河状係数（最大流量／最小流量）

　　　日本の地殼は度重なる造山運動で、摺曲作用を受けていること、お

よび火山が多く地質も複雑で風化しやすい火成岩地帯が広く分布している

図1－2－8　利根川栗橋（8　，588　K・K）

　1　2　3　4　5　　6　7　　s　S　tO　l1　12　n

図1－2－9ローヌ河ジェニシア

　　　　　（10，900K㎡）
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　ことから、洪水時には崩壊、侵食を繰り返して土砂を生産し、下流に土砂

　を堆積させる。とくに扇状地頭部では、縦断勾配が急変し、掃流力が低下

　して土砂を堆積し、河道を不安定にする。また、大量の流出土砂は河床を

　上昇させて天井河川とし、一旦破堤した場合の災害を一層激甚なものにし

　ている。

2－4　河川氾濫原と人間活動

　　　　　　　　　　　　　　a　　人間活動のないと
　　　　　　　　　　　　　　　O　　　tO　　　20　　　30　　　40　　　50　　　60　　　70　　　80　　　90　　100（％）

　ころでは洪水が発生　　　　地形
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氾濫域9．7

　しても洪水災害は生
　　　　　　　　　　　　　人　ロ

　じない。
　　　　　　　　　　　　　　アメリカ合衆国

　　わが国の洪水災害　　　　地形
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氾欝
　には洪水をひきおこ　　　　人。

　しやすい自然的特性
　　　　　　　　　　　　　図1－2－10　わが国とアメリカ合衆国の地

　に加えて、本来的に　　　　　　　　形とその中に占める人口の割合

　洪水氾濫の危険が内在する河川氾濫原の利用、開発を図らざるを得ないと

　いう社会的特性が深く関わっている。しかも、度重なる洪水災害にもかか

　わらず河川氾濫原の利用と開発が営々として進められ、河川氾濫原を社会

　活動、経済活動の主要な場とする高密度社会が形成されているのがわが国

　の現状であろう。

　　　　　　　　表1－2－3　主要都市の氾濫面積比率

山　地口！．の
山篇・台地・

i28．6》

479 52」

山　地（39．6） 嶋．台地．函（60．4）

91．3 8．7

氾濫面積 氾濫面積
都市名 河　　川　　名

平地面積
都市名 河　　川　　名

平地面積

東　京 荒川、江戸川、多摩川 35％ 熊　本 白川、坪井川 86％

大　阪 淀川、大和川、寝屋川 94 長　崎 城山川 67

横　浜 鶴見川、境川、帷子川 28 新　潟 信濃川 61

名古屋 庄内川、新川 87 岐　阜 長良川 100

京　都 淀川、鴨川 73 金　沢 犀川　＼ 56

神　戸 宇治川、新湊川 27 松　山 重信川 58

札　幌 石狩川、豊平川、新川 46 長　野 千曲川 60

北九州 紫川 87 富　山 神通川 77

福　岡 那珂川、三笠川 89 福　島 阿武隈川 27

広　島 太田川 24 福　井 九頭竜川、足羽川 64

仙　台 名取川、広瀬川 76 盛　岡 北上川、中津川 42

岡　山 旭川 65
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　　　　　　13）
　　表1－2－3はわが国主要23都市の平地面積に対する氾濫面積の割合を

示したものである。最低の広島市（24％）から、最高の岐阜市（100％）

　まで、いずれの都市も洪水氾濫の危険性を大きく内蔵している。

　　一方、洪水災害を防止する治水事業は時代時代の財政や、技術の水準に

応じた規模で実施され、今日の治水施設の蓄積をみるに至っている。この

治水施設によってある程度までの規模の洪水が無害化された反面、その規

模を越えると急激に被害が大きくなるのはやむを得ないとすべきであろう。

　　アメリカ合衆国における河川氾濫原内の人口分布をみると、わずかに8．

　7％の人口が分布しているに過ぎないが、わが国では52．1％の人口が河川

　　　　　　　　　　　　　　　　　14）
氾濫原内に居住している（図1－2－10）。

2－5　河川氾濫原への人ロ、資産の集中

　　河川氾濫原への人口、資産の集中は、昭和30年代後半から始まった高度

繍成長に伴って著しくなったが、その急激さは世界に類のないもの碧

人口集中地区面積（DID面積）の推移でみると、昭和35年の3，865隔

が昭和50年には8，280嬬となり、わずか15年間に有史以来昭和35年

　までかかって形成された面積を上回る人口集中地区が新たに出現した（表
　　　　16）
　1－2－4）。　そうして、昭和55年には国土の1割にも満たない河川氾

濫原に全人口の5割と全資産の7割が集中するまでに至ったのである。

　　　表1－2－4　河川氾濫区域人口・DID地区面積・資産の推移

昭和35年 昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年
区 分

実　数
膓工
実　数

膓工
実　数

膓工
実　数 ζエ 実　数

膓工

面　積 全　　　国 377700 100 377700 100 377700 10 377700 100 377700 loo

（㎞2） 河　川　氾
煤@区　域

38000 10 3800 10 38000 1
38∞O 10 38000 10

人　ロ 全　　　国 9342 100 9828 10 10370 10 11194 100 11706 100

（万人） 河　川　氾
煤@区　域

4174 44．7 450 45．8 4797 46．3 5231 46．7 5640 48．2

資　産 全　　　国 121 10 197 10 311 100 494 100 593 100

（兆円） 河　川　氾
煤@区　域

62 51 116 5 196 63 334 68 427 72

注）昭和55年価格である．
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第3節　流域開発と洪水災害

　3－1　河川流出形態の変貌

　　　近年の急激な都市化は、治水施設を徐々に整備しつつ、洪水氾濫原に立

　　地する既成市街地を核として進展してきたものである。

　　　降雨から洪水災害の発生までの過程を人間活動との関連においてみると、

　　降雨そのものは自然現象で何ら人間活動の影響を受けないが、その後の過

　　程は人間活動と密接な関係を有している。もとより人間活動の範囲や規模

　　が小さかった時代には、流出に与える人間活動の影響は無視し得る程小さ

　　く、また、防災の施設は、貧弱であっても、洪水災害を受けないように高

　　台に居住するという減災的選択をとり得た。しかしながら、人間活動の拡

　　大、人口、資産の増大はそのような選択を著しく困難にした。

　　　洪水災害に対する流域開発の影響が最も顕著に現れるのが、いわゆる都

　　市河川である。

　　　　　　　　　　　　　　　17）
　　　たとえば、東京都の神田川は、昭和5年から昭和14年にかけて全体事

　　業費920万円をもって、時間雨量50㎜に対応する河川改修を完了したが

　　その後の急激な人口の集中と流域開発との結果、再び浸水被害を繰り返す

　　ようになり、再改修を余儀なくされている。当時の改修計画においては、

　　計画時間雨量50㎜に対応する基本高水流量を240㎡／8としていたが、

　　昭和43年に策定された新しい改修計画では同一の計画時間雨量に対して、

　　基本高水流量を590㎡／8と2．4倍に増大させている。この背景には、こ

　　の間に流域に占める農地面積の比率が75％から17％に減る一方、市街

　　地面積が16％から77％に拡大した事実がある。

　　　つぎに、東京湾に注ぐ流域面積230嬬の都市河川である鶴見川流域にお

　　ける昭和33年、41年、50年および将来の土地利用の変遷をみると、

　　昭和33年には、流域の下流部を中心に市街地がありその比率は流域面積

　　の10％に過ぎなかったが、昭和50年には市街地は、中流域および上流

　　域にまで拡大して、市街地率は60％に及び、さらに将来は、市街化区
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18）
　　域は流域の80％に達するものと予測されている（図1－3－1）。
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昭和33年 昭和4L年

昭和50年

魍自然地

将来

　　　　　　図1－3－1

　このような著しい流域開発は河川

の流出形態に大きな影響を与えない

ではおかない。

　上流域の開発は、山林原野の地表

を屋根、舗装、排水路等の不浸透物

や排水施設で代替することとなって、

流域の浸透能を減少させ、保水効果

や貯留効果を低下させ、流出率の増

大、ピーク流量の尖鋭化、洪水到達

時間の短縮をもたらす（図1－3－
19）　　　　　m）
2、図1－3－3）。

鶴見川流域の土地利用の変遷

lmi

1500

1
普1⑰

㍑

／L

ば

500

2鴨
3° P’li

4⊂】●

‘㎜　hJ

　　　　　　時　間

図1－3－2　水源地区の開発と落合

　　　　　地点の洪水流量の変化

　同一の降雨に対してピーク流量が増大するということは、洪水災害がそ

れだけ引き起こされやすくなることであり、治水施設が同一の場合、治水
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21）
安全度は低下することを意味しよう（図1－3－4）。つぎに、大阪府と兵
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22）
庫県との府県境に位置する都市河川猪名川の場合をみよう。図1－3－5は

猪名川流域における土地利用の変遷を示すが、明治20年頃は、僅か2％
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（hr）

10

5

　　鶴見川末吉橋地点

　　降雨の最盛時から最大洪水

　　流量が発生するまでの時間

o　　　　　　o　o

　　　　o

＄o

OO

O

　（確率年）

100

50

（流域開発状況）

　100％

50

0

昭和30年　　　35年　　　40年　　　45年　　　50年

　　図1－3－3洪水到達時間の
　　　　　　　　移り変わり

　を占めるに過ぎなかった市街地が昭和65年には35％に達するものと見

込まれている。このような流域の都市化に伴って、基準地点小戸における

　暫定計画高水流量1，770㎡／sに対する河道の安全度は低下の一途をたど

　るものと考えられる。

　　　　　　23）
　　図1－3－6はその模様を確率年の低下として示したものである。

　10　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10

昭和36年　41年　　　50年　　　　将来
　10teM　　20（％｝　　　　　6〔X％）　　　　　　8（XOA

　　　注：上図の治水安全度はピーク流量が950㎡／s

　　　　を越す洪水の発生確率年を示している。

図1－3－4鶴見川流域の流域開発状況
　　　　　と治水安全度の移り変わり

図1－3－5　猪名川流域における土地利用の変化（その1）
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図1－3－5　猪名川流域における土地利用の変化（その2）

3－2　住民意識の変貌

　都市住民の洪水氾濫に対する危険

意識は非常に低い。これには治水施

　設の整備水準が、都市化の進展や流

域の諸活動に比較して相対的に立ち

遅れているとはいうものの、営々と

　して続けられてきた治水事業が治水

安全度を向上させ、洪水氾濫の頻度

　を減少させたことが一因として挙げ

　られる。

　　水害を受ける住民の数とその頻度

　が相対的に減少した結果、被災経験

　を持たない都市住民が増加し、また

　経験者であっても、その経験は年月

　とともに風化し、倭小化し、水害に

　対する危険意識は年々薄らぐのであ

　る。

廿7

鯉6

　　　昭和　　　　　　昭和　　昭和
　　　28年　　　　　　53年　　65年

図1－3－6　河道安全度の低下

図1－3－7 洪水氾濫に対する危険

意識

　都市化流域における住民意識を淀川流域におけるアンケート調査の結果

からみると、図1－3－7に示すように42％の人が洪水の危険を感じてい
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　　24）
ない。

　洪水氾濫に対して危険意識のない理由を調べたのが表1－3－1であるが、

興味深いのは、洪水氾濫に対し危険意識のない理由として「高い所に住ん

でいる」と答えた人の1／4が河川7嘘原に住んでいることであるζ5）

　また、埼玉県浦和市と　　　表1－3－1洪水氾濫に対し危険意識のない

　　　　　　　　　　　　　　　　　　理由
愛知県一官市とにおいて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔　）内はfi分率
実施されたアンケート調

査の結果によれば、水害

を受けやすい土地に居住

しているにもかかわらず、

そのことを居住前に知ら

なかったのは前者で82

％、後者で65％に達し
　　26）
ている（図1－3－8）。

　　　　　　　埼玉県浦和市　　　　　　　　　　　　　　　　　愛知県一宮市
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図1－3－8　都市住民の水害に対する意識
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図1－3－9　水害に対する受忍の限度
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　一方、住民の「水害に対する受忍の限度」についての意識を調査すると、
　　　　27）
図1－3－9に示すように受忍の限度が著しく低いのに驚かされる。「50

年に1回は受忍」から「受忍できない」までを高度に治水安全度を期待し

ている層とみなすと、その層は大河川の場合で94％、中小河川でも83

　％に達するのである。

3－3　水防活動の変貌

　水害との戦いの歴史の中で、村落等を中心とする自治組織による水防活

動は、自然の猛威にさらされた貧弱な治水施設の効用をぎりぎりまで高め、

水害を防止、或いは軽減するうえで大きな役割を果している。

　　とくに組織だった水防活動が行われだしたのは、水田と集落とが河川氾

濫原に大きく進出し、水害を頻繁に蒙り出した江戸時代からであって、各

地でそれぞれ独自の発達を遂げてきた。このように古い伝統を持つ水防は、

　明治21年市町村制の施行に伴いその事務を市町村で扱うこととはなった

　ものの、地縁的、郷土愛的精神から発達した水防活動の歴史的実態が尊重

　され、以後も自治組織によって担当されてきた。その後、自治水防組織

　を法的に認知した明治23年の水利組合条例から、もっぱら水防に関する

　規定として成立した昭和24年の水防法、および、その後の改正まで、幾

　多の変遷を経て水防に関する法令の整備が行われているが、法律の精神と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28）
　して流れているのは自主的、自衛的な水防活動への依存であるといえる。

　　現在では、治水施設の整備は明治以前に比べて格段に進んだが、一方、

　人口や資産は河川氾濫原に極度に集中しており、少ない費用で大きな効果

　を挙げ得る水防活動の重要性は、今日においてもいささかも変わってはい

　ない。

　　昭和50年8月23日から24日にかけての台風6号による増水で、

　石狩川右岸新篠津村字川下および下篠津地先の堤防に決壊の恐れが生じた

　際には、新篠津消防団員75名、地域住民約230名の6時間余にわたる水

　防活動によって、2，500袋余の土のうが積載され、決壊が未然にくい止められ

　た。その結果、新篠津村の田畑1，099ha、家屋102戸が水害を免れ、隣接の江
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別市美原、篠津地区も浸水から守られた。この水防活動による被害防止額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　29）
は、新篠津村分だけで9億8千万円と推定されている。

　また、昭和47年7月9日より降り始めた梅雨前線による豪雨で、島根県

神戸川左岸木村橋下流堤防、妙見橋付近堤防等数ヵ所に亀裂が発生した際に

は、ただちに団員が召集され、適切な応急水防工法が施された。その後、

斐伊川、神戸川の2河川の本流が急激に増水し、堤防の洗掘、崩壊が続出

し、神戸川左岸木村橋下流、馬木町一本松付近、古志橋下流、妙見橋付近

および右岸古志橋上流付近は危険に頻した。そのため、地域住民に避難命

令が出されると同時に、水防団員による積土俵、杭打積土俵、張りむしろ

工等の水防工法が実施され、11日、12日の再度にわたって危険を回避

することに成功した。破堤寸前の状態にあった神戸川の左岸堤4ヵ所、右

岸堤2ヵ所、斐伊川左岸堤1ヵ所の破堤が防止されたことによって、住家

2，300戸、田畑1，300ha、その他の公共施設が流失を免れ、その被害防除額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　30）
は合計200億円に及ぶと推定されている。

　このように、水防活動による洪水氾濫の未然防止の例は多いが、総じて

みると近年の急速な流域と社会との変貌の中で、水防そのものに対す

る認識が低下していることは否めず、また水防活動自身にも種々の問題が

内在することが指摘される。

　　　　　　　　表1－3－2　水防団員等の推移

水 防　団　員 数 全　　　国

A／B区　分 総　人　口
専　　　任 兼　　　任 計　　　囚 （B）

昭和

42．1．1 26，500人 1．331．855人 1．358，355人 100．196千人 1．4％

43．1．1 23，675 1，212，482 1，236，157 101，331 1．2

44．1．1 27，300 1，219，624 1，246，924 102，536 12
45．1．1 29，167 1，208，580 1，237，747 103，725 1．2

46．1．1 28，539 1，195，864 1，224，403 105，Ol4 1．2

47．1．1 19，909 1，168，916 1，188，825 107，332 1．1

48．1．1 20，709 1，146，445 1，167，154 107，630 1．1

49．1」 21．09 1，126，987 1，148，488 109，000 1．1

50．1．1 22，279 1，177，369 1，199，648 110，049 1．1

51．1．1 20，750 1，123，624 1，144，374 111，934 1．0

52．4．1 20，875 1，089，018 1，109，893 113，225 1．0

53．4．1 20，128 1，071，434 1，091，562 114，275 1．0

54．4．1 19，930 1，087，402 1，107，332 115，286 1．0

55．4．1 20，342 1，068，764 LO89，106 116，195 0．9

56．4．1 20，787 1，062，810 1，083，597 117，009 0．9
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　第1の問題は、水防団員の確保が難しくなり、高齢化が進行しているこ

とである。

表1－3』；）｛。よれば、昭和42年・・135万人轍えた水防団員が昭和56

年には108万人になり、全国総人口に占める割合は昭和42年の1．4％か

ら昭和56年の0．9％に低下した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　32）
　一方、水防団員等の年齢構成比の年次別変遷をみると表1－3－3のとお

りであって、昭和44年には30才未満が40．2％を占めていたのが、昭和56

年には32．8％に低下している反面、60才以上の割合は0．6％から1．0％に

増加し、高齢化の傾向を如実に示している。

　また、108万人の水防団員の98％にあたる106万人が兼任水防団員で

あって、季節的地域外勤務による長期不在や、大都市周辺における昼間不

在により、現実には水防活動が不可能な団員の増加が目立ってきている。

　第2の問題は、市町村の財政難により水防施設の整備が不十分であるこ

とである。水防倉庫を例にとると、昭和52年現在5，298棟を数えるが、

改修の必要な河川延長、すなわち、大河川12，700K皿、中小河Ji1　73，500Km、

合計86，200・Kmに比較すると、その設置水準は理想には程遠いといわねばな

　　33）
らない。

　　　　　　　表1－3－3　水防団員等の年齢構成比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔単位’人・％）
計
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第4節　総合治水対策

　4－1　治水事業の制約と限界

　　　周知のように、明治29年の河川法制定によって近代的河川行政の基礎

　　を固めた政府は、大河川を中心に積極的に治水事業に取り組むこととなっ

　　た。その後昭和7年には中小河川改修費の補助制度が創設され、補助事業

　　による治水事業が新たに加わったのである。

　　　昭和30年代後半のわが国経済の高度成長は治水投資の大幅な増大を可

　　能とした。戦後の災害復旧重点時代はここに終りを告げ、昭和35年の治

　　山治水緊急措置法の制定を期に、数次にわたって治水事業5箇年計画が策

　　定され、積極的、かつ計画的な治水投資の時代に移った。このような治水

　　への努力が、洪水氾濫原での産業の発展と社会経済の拡大とをもたらし、

　　今日のわが国の発展の基礎となったことは今さら多言を要しないであろう。

　　　しかしながら、最近の国家財政の窮迫は治水事業に大きな制約となりつ

　　つある。

　　　整備すべき治水施設の量を河川の延長で示すと、地球2廻り以上に相当

　　する86，200㎞に及んでいる。しかも、その整備状況は比較的整備の進んで

　　いる利根川、淀川等の大河川においても、戦後最大洪水による再度災害を

　　防止するという当面の整備目標に対してやっと58％であり、中小河川に

　　おいては時間雨量50㎜に対して約18％と非常に低い水準にとどまって

　　いる。図1－4－1は、河川氾濫区域内の各種資産に対する治水粗資産の割

　　合を示したものであるが、その比率は近年低下しており、治水投資が相対

　　　　　　　　　　　　　　34）
的に立ら遅れていることがわかる。

治水安全度を戦後最大洪水を防禦す

るまでに高めるために必要な投資額

は約50兆円という試算があるが、

これは昭和57年度の治水事業費1

兆2，600億円の約40倍に相当する。

　水害をひきおこす自然現象として

（％）

12

10

　　　　40

図1－4－1

　45　　　50　　　55（年）

氾濫区域内資産と治

水粗資産額との比較
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　の洪水は、その規模、作用力において上限がなく、かつ未知の要素が多い

　のに対して、治水事業はある有限の規模や機能を持つ堤防、ダム等の治水

　施設を、時の財政水準や技術水準を前提に、流域社会の発展に応じ、また

水害との関連における社会的要請に応じて、水害を絶対的に防止できない

　にしても、極力防止し、または軽減する目的を持って、段階的に整備され

　　　　　36）
　るものである。

　　わが国の治水工法は、河川氾濫原の土地利用が高度化されるに従って、

洪水氾濫頻度を少なくしたいという社会的要請から、それまで用いられて

　きた霞堤や輪中堤のような洪水を遊水させながら流下させるフレキシブル

　な工法から、氾濫を許さない連続堤を中心とするリジッドな工法へと変わ

　ってきた。しかし、堤防が土で築造されていることを考えると、ある一定

　規模以内の洪水は安全に流下させても、その規模を越え、溢水するような

洪水に対しては堤防は無力に近いことを十分認識しておく必要があろう。

　　すでに述べたように、都市部における水害は、最近の急激な人口や資産

の集中によって顕在化したが、このような新しい事態に対応する諸施策は

到底追いつけないのが実情である。従来であれば、居住するに当たって風

水害や土砂害などを蒙らないように注意し、自らの力でそれらを避ける努

力がなされたのであるが、最近の住宅進出にはそのような配慮はなく、低

地であっても治水安全度にかかわりなく個人個人の自由意志で開発が急激

　に進行している。とくに、河川上流域の開発は流出量を増大させ、洪水災

害を起こしやすくすることで、下流の治水安全度に大きな影響を与えてい

　る。

4－2　総合治水対策の展開

　　こうした背景を踏まえて、昭和51年10月、河川審議会は建設大臣か

　らの諮問に応じて、都市化の進展と流域開発に伴う治水安全度の低下に対

　する施策を含む総合的な治水対策について、中間答申を提出した。

　　同答申によれば、総合治水対策の概創ま図1－4－2蘇すとおりであっ

　て、大別して防禦システムと警戒避難システムとからなるものとされている。
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　　　防禦システムは2本の柱からなり、1本の柱には従来から進められてき

　　た河道改修等の治水施設や流出量を抑制するダム、遊水地、防災調節池等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ダム　　　　　　　　l
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　lハード　　　　防御システム　　　　　　　　　　　　　　　　　遊水地　　　　　　　　　　　　　　　1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（治水醐多目的遊水地）　　｛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　雨水貯留一一一一一一一一一一一一一一一＿＿＿」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（地下浸透、各戸貯留、公園貯留等）
洪水対応　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　水源保全一一一一一一一一一一一一一一1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　霊㌫森林育成）　i

　　　　　　　　　　－一羅ごi－・

　　　　一・…一一｛1㌫二．＿」

　　　　　　　　図1－4－2　総合的な治水対策システム

　　の施設のほかに、新たな地下浸透、各戸貯留、公園貯留等の雨水貯留と、

　　開発規制や森林育成等の水源保全とが加わって、流域のもつ保水、貯留機

　　能を有効に利用しようとする。

　　　また、防禦システムのもう1本の柱は氾濫原管理で、土地利用規制、施

　　設の耐水化および水害保険からなっていて　新しい治水対策の側面をみせ

　　ている。

　　　建設省では、この答申の趣旨を踏まえて、昭和54年度から都市化の

　　進展の著しい河川流域を総合治水対策特定河川に指定し、当面治水施設の

　　整備を促進するのみならず、流域の開発計画、土地利用計画等と有機的な

　　連携・調整を図る総合的な治水対策を重点的に講じている。

　　　総合治水対策は、当面おおむね10箇年程度で、時間雨量50㎜相当（

　　年超過確率1／5～1／10）の降雨に対する治水上の安全を確保すること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　38）
　　を目標とし、次のような諸施策を実施するものである。

　　　1．総合治水対策特定河川に係る河川改修事業は、新たに総合治水対策
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　　特定河川事業として、他の河川事業とは区分して積極的に推進する。

　2．当該流域に関係する地方建設局、都道府県および市町村の河川担当

　　部局、都市、住宅、土地担当部局等の関係部局からなる流域総合治水対

　　策協議会を設置する。

　3．流域総合治水対策協議会は、当該河川の改修事業並びに流域の適正

　　な保水、遊水機能の維持、確保等総合治水対策の具体的施策を検討、

　　選択し、「流域整備計画」として策定する。各担当部局はこの流域整

　　備計画にのっとり、具体的施策を推進する。

　4．適正な土地利用の誘導と緊急時の水防、避難等の便に資する為、洪

　　水による浸水実績を公表する。

　5．流域住民に治水上の問題について理解と協力を求める働きかけを行

　　なう。

　わが国の浸水実績図の公示に類似したものとして、アメリカやカナダで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　39）
制度化されている洪水危険区域公示制度がある。たとえば、カナダのセン

ト・ジョン河の場合をみると、洪水危険区域は1973年に起きた確率1／

70の洪水による浸水実績に加えて、1／20確率洪水の氾濫予想区域およ

び1／100確i率洪水による氾濫予想区域が図示され、公衆、企業、市およ

び地方公共団体への周知徹底、政府投資の抑制などによって開発が抑制さ

れる。仮に開発する場合には危険度に応じた洪水防禦手段、もしくは被害

軽減手段を講ずることが義務づけられており、万一被害を受けても災害救

助による各種恩典は与えられない制度となっている。

　しかし、これらの国々のように広大な国土を持ち、わざわざ氾濫原を開

発する必要に乏しいところでは、このような洪水被害の軽減計画が成り立

つかも知れないが、わが国のように狭い国土に多くの人口をかかえ、土地

の利用開発が非常に高度なところでは、危険なところには住まないという

施策はとても無理であろう。

　この意味で、危険な地域を安全な地域に変化させて土地利用の高度化を

図るという従来の手段は、今後とも強く進めなければならない。
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　　しかしながら、洪水危険区域を図示し一般公衆に周知させることは①洪

水危険区域の開発が抑制され、もしくは開発が行われたとしてもその危険

　度に対応した防災対策がとられること　②自分達の居住場所が治水上どの

　ような安全度に位置するかを知ることができるので、災害に対して自ら備

　えるという態勢がとられること　③洪水危険区域の治水上の機能を明らか

　にすることにより、国土利用計画法、都市計画法、建築基準法などの諸法

律が、治水という防災的側面から適正に施行されるようになることなどの

諸点から考えて、有効な施策たり得るであろう。ただ、浸水実績のみに頼

　る洪水危険区域の公示は、各河川で浸水実績の生起確率がまちまちである

　ことや、浸水実績が現状に即していない地域が存在することから、決して

　満足すべきものとはいえない。

　　総合的な治水対策のもうひとつの大きな柱である警戒避難システムは、

　洪水予警報システムと洪水情報システムとからなっている。

　　洪水予警報システムは、コンピュータの発達を背景に、とくに大河川を

　申心に技術開発が進められ、大きな成果をみせてはいるが、関連技術の進

　歩に対応してさらに秀れたシステムへの改良が望まれる。

　　一般住民に洪水の情報を短時間のうらに的確に伝達するための情報伝達

　システムは、変貌する流域社会の中で、しかも洪水に対する関心が低い一

般住民を対象とするなど多くの困難を抱えている。その重要性にかんがみ

　早急な対策が望まれるところである。

4－3　総合治水対策と氾濫解析

　　総合治水対策のひとつの特徴は、洪水氾濫が起こり得るものと想定した

　うえで、その被害を極力軽減すべく、警戒避難システムや、氾濫原管理等

　種々の施策を多面的に講じようとしている点にある。

　　それゆえ、その前提として洪水氾濫に関する詳細な情報が整っていなけ

　ればならない。

　　氾濫原管理や警戒避難システムを具体化するための情報は、土地利用形

　態や地形に変化が加えられたり、河川改修が進捗した場合にその事実を十
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分反映し得るもので、かつ、洪水の規模に対応した洪水氾濫区域を正確に

推定でき、そのうえ、氾濫水の挙動を、流速、流向、湛水深の時間的変化

として把握できるものであることが望ましい。

　従来広く用いられてきた一次元の不等流や不定流に基礎をおく洪水の氾

濫計算では、このような詳細な情報を入手するζとはできない。ここに、

本研究の主題である氾濫水を二次元流れとしてとらえ、不定流の基礎方程

式を直接積分する新しい氾濫解析法の意義が存在すると考えられる。

第5節　地域避難システムの意義

　5－1　緊急時対応システムの必要性

　　　洪水の氾濫が予想されるような緊急時に対応するためには、事前に十分

　　検討を加えた特別のシステムを用意しておかなければならない。このよう

　　なシステムを緊急時対応システムと呼ぶことにすると、このシステムは洪

　　水予警報システム、洪水情報伝達システム、水防システムおよび避難シス

　　テムによって構成される。

　　　本節の主題は最後の避難システムであるが、ここでその他のシステムに

　　ついて簡単にふれておこう。

　　　わが国の洪水予報は、昭和22年9月のカスリン台風による利根川の氾

　　濫を契機として開始された。しかし、洪水予報が法律上制度化されたのは

　　昭和30年の水防法改正以後のことで、洪水によって国民経済上重大な損

　　害を生ずるおそれのある河川について、気象庁と建設省とが共同して洪水

　　予報を行うこととなった。最近のめざましい洪水予報技術と通信・観測機

　　器の発達と観測網の広がりの中で洪水予報は着実に発展し、現在17水系
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　40）
　　28河川で洪水の予報が実施されている。

　　　「ひまわり」等の気象衛星の出現は、広域的ではあるが防災に対して有

　　力な情報を提供するようになってきた。また、最近、利根川、淀川等に導

　　入されたレーダー雨量計システムは、従来の雨量観測所とは別の次元にお

　　いて、洪水予警報を実施する上で必要な降雨情報を与えるものである。
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　洪水情報伝達システムは、有線、無線通信機器の発達と普及とにより大

　きな発達を遂げ、関係行政機関相互の連絡は円滑に行われるようになった

が、関係行政機関から一般住民への伝達の面では問題が残されているよう

　である。

　水害経験を持たない住民が増加するなかで短時間で正確な洪水情報を伝

達するのは容易ではない。情報伝達手段としてはラジオ、テレビ等のマス

　メディアを利用する方法や広報車によるマイク放送や有線放送等があるが

地域の特性に合わせて有効に機能するようにすべきである。

　最後に水防システムについてであるが、水防とは、洪水時の堤防、樋門

等の巡視、警戒を通じて、危険箇所の早期発見に努め、破堤、氾濫の未然

防止を図る活動を指す。

　興味深いものとして、昭和52年9月、淀川工事事務所の指導と淀川流

域内に事業所を置く建設業者の協力とにより組織された「淀川中流協力

　会」および「淀川上流協力会」がある。これらの組織は洪水時に水防管理

　者から要請があれば、会員の保有する建設機械と労務者を動員して、水防

　団、消防団の水防活動を支援することとなっている。さらに、淀川では、

　万一の破堤を想定した上で、避難計画の基礎的検討を行うほか、復旧計画

　についても図上検討を行い、復1日工法、復1日に必要な機械、資材、人員と

　その輸送計画、資材備蓄計画、工程計画等について検討を実施しており、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　41）
従来の水防の概念を打破する新しい水防システムの構築を模索している。

5－2　地域避難システムの意義

　　洪水氾濫による被害は、公共土木施設、一般資産等に対する直接被害か

　ら、計量化されない人命の損失、負傷、精神的苦痛や社会的混乱等まで多

　岐にわたるが、洪水被害軽減策としても最も優先すべきものは人命の損失

　を防ぐための地域避難システムの構成である。

　　従来から、洪水避難の重要性、有効性は認識されているものの、洪水氾

　濫解析手法が確立されていないことから避難計画策定の前提となる洪水氾

濫水の挙動の予測が困難であり、その結果として避難計画に不備がみられ
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る場合がある。

　地域避難計画は、当然ながら一般住民を対象とすることになるが、その

協力を得るためには地域避難計画は十分に説得力のあるものでなければな

らない。したがって、地域避難計画は単なる避難命令の発令と避難施設の

指定とでこと足りるものではなく、その策定に当たっては、洪水氾濫の予

測、洪水情報の伝達、避難対象者、避難命令、避i難誘導、支援組織、避難

経路、避難施設、防災啓蒙活動等の要素の分析と評価とを行い、それらの

要素を総合しなければならず、そのためにはシステム工学的アプローチが

必要とされよう。
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第2章洪水氾濫の水理解析

第1節　概　　　脱

　　本章は洪水氾濫の流下過程を追跡する新しい数値解析法について述べたも

　のである。本章ではまず氾濫解析の必要性について述べるとともに、わが国の

　一級河川の建設省直轄管理区間において戦後に生起した氾濫事例調査の結果

　に基づいて、わが国の洪水氾濫の実態について述べる。ついで、河道と堤内地

　が明確に分離されている河川（連続堤河川）と比較的狭い川幅と低い堤防し

　か持たない河川（不連続堤河川）を対象とした氾濫解析法の基礎式とその数

　値モデルを導くとともに、数値解析を行うにあたっての境界条件などの決定

　法について述べる。また、氾濫水の挙動に大きな影響を及ぼすと考えられる

　支川の堤防や堤内地の盛土など線状構造物のための数値モデル、ならびに排

　水用の小河川のための数値モデルを導くことにする。

　　本章で述べる数値解析法によると、流域の微細地形構造や堤防、盛土、排

　水路といった地形条件を考慮した解析が可能であり、しかも氾濫水を二次元

　平面流れとして取り扱っているために、堤内地の各地点での流向、流速、湛

　水深などを時間的に追跡することができる。したがって、氾濫水の複雑な挙

　動を明らかにすることはもとより、氾濫被害を軽減するための種々の施策を

　計画する際の有力な手法になりうるものと考えられる。

　　なお、ここで述べる数値解析法は、京都大学工学部岩佐義朗教授の指導の

　もと、京都大学工学部と建設省とが共同で実施した洪水氾濫水理に関する研

　究の成果の一部であることを付記しておく。

第2節　氾濫解析法の必要性

　2－1　洪水計算法の発展

　　　河川改修計画のうえで、もっとも重要な河道の設計一疎通能力の検討

　　一に際して、19世紀以降、第二次大戦前後にいたるまで、主として用い

　　られてきた水理学的アプローチは、Ch6zy、Mann　ing等の公式による一次
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　　　　　1）
元の等流計算であった。もらうん、流れの場所的な変化を考慮に入れるた

めの不等流計算は、すでに1860年代に可能となっていたが、一様断面

一幅の広い長方形一に対して前もって計算された係数を利用する背水計
2）

算が主体であって、現地河川におけるような不規則に変化する断面に対す

る逐次禰砿く行われるよう1。な。たのは、195。年代以降のことのよう

である。

　場所的な変化に加えて流れの時間的な変化を考慮するためには、不定流

としての取り扱いが必要となる。しかし、数学的には非線型の双曲形微分
　　　　　　　　4）
方程式で表現される不定流を現地河川に応用することは、電子計算機が未

発達であった時代においては不可能であって、目的や対象に応じていくつ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5）
かの項を省略し、簡単化した擬似不定流的な取り扱いが行われたに過ぎな

かった。段波やサージタンク系の流れなど不定流として扱うべきものは存

在していたが、工学目的のうえからは模型実験が用いられ、計算はそれら

の流れに卓越する性質を定性的に示すのに使われるに留まったのである。

　これと別系統の試みとして第二次大戦後よく用いられたものに、連続式

を基礎にして河道内の貯留水量と河道の流量とを関係づける洪水追跡法が

　　　　　　　　　　　　　　　　6）
ある。その代表的なものはMuskingum法であるが、これに非線型性を加
味したものは貯留勧名のもとに降雨による流出量の推定に広く用いられ

ており、その数学的な取り扱いの容易さから、あまり急激な流量変化を伴

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8）
　わない洪水の河道内での追跡計算にも利用されている。

2－2　新計算法開発への要請

　　不定流の基礎方程式の忠実な積分が行われなかったのはそれが不可能で

あったことによるが、一面では河川改修その他の河川行政の場において、

必ずしもそれを必要としなかったからでもあった。しかし、昭和40年代

に入ると事情は変化した。数次にわたる治水5ケ年計画の実施によって、

数多くの多目的ダムや河口堰が建設されるようになり、それらの施設の操

　作に伴う水理現象を詳細に検討する必要が出てきたからである。河川上流

部の支川に数箇所の洪水調節ダムを設置し、それらの総合的な操作によっ
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て本川下流部の洪水ピークのカットを計画する場合には、各支川の洪水の

合流時差等を正確につかむ必要がある。また、上流部ダムの複雑な操作が

下流合流点付近で望ましくない水理現象を惹起するかもしれない。著者ら
　　　　　9）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10）
は特性曲線法を利用して、淀川水系天ケ瀬ダムの鍋底カットによって起こ
　　　　　　　　　　　　　　　11）
される背水の検討を行ったことがある。

　このように、河川行政上の必要から新しい計算法の開発が期待され、加

速されることが多いが、現在その開発がもっとも急がれているのは、河川

の洪水氾濫に対する計算法の確立であると思われる。

＿部の国々においてすでに法制化さ穀わが国においても研留が行われて

いる洪水危険区域の公示制度は、氾濫した洪水の挙動を正確に推定する技

術手段を前提としている。改修工事によって河状が激変している河川にお

いては、過去の氾濫経験から危険区域を決定することは不可能に近い。国

民の52％が広い意味での洪水氾濫区域に居住するというわが国の特鮭

考えると、このような場合に利用できる計算法の確立はきわめて重要であ

るといわねばならない。

　治水事業に対しては不断の努力が払われているが、その進捗率は大河川

の戦後最大洪水に対する対策のみについてみても60％を下回る現状にあ
15）

る。とすれば、河川によって堤防が決壊し、破堤の憂き目に逢うことも予

想しておかねばならない。このことは計画どおりの改修が完了している河

川においても、頻度こそ改修途中の河川より小さいが、十分起こり得るこ
　　　16）
とである。このような場合の避難の仕方、避難経路および避難先の選定等

に際して、あるいは、不幸にして被災した後の復旧工事の計画立案に際し

ても、洪水氾濫に関する十分な情報が必要とされる。また、無堤部の多い

河川一これは開発途上国はもちろんのこと先進国においてもしばしばみ

られるが一における氾濫解析も今後機会が多くなるとみてよいであろう。

　以上述べた河川行政の直面する課題から考えて、洪水氾濫に対する計算

法の確立こそ目下の急務であると結論せざるを得ないのである。
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第3節　わが国の洪水氾濫の実態

　　わが国の一級河川の建設省直轄管理区間において、1945年から1981年まで

　の37年間に生起した破堤による氾濫事例のうち、水理諸量に関する記録が

　整っている表2－3－1に示す186件の事例について整理し、概括的にわが

　国の洪水氾濫の実態をみることにする。

　　概括的にいうと、この期間内において氾濫が生起した河川は45河川であ

　り、一級河川直轄管理区間のどこかにおいて、1年間に1・2河川以上で氾濫

　が生起している。氾濫の起因となった洪水数は33であり、1・1年に1回と、

　ほぼ毎年どこかで破堤を伴う洪水が生起している。

　　　　　　　　　　　表2－3－1　氾濫事例調査の概要

対象河川

氾濫事例

のある河

川

氾濫が生

起した年

月

氾濫事例

の総件数
（186）

1945年以

降の著名

な大規模

氾濫の例

1960年以

降の比較

的大規模

氾濫域50

ha以上の

氾濫例

全国一級河川 対象区間 国直轄管理区間

石狩川、尻別川、北上川、岩木川、米代川、子吉川、最上川、

利根川、常陸利根川、鬼怒川、小貝川、荒川、多摩川、富士川

渡良瀬川、狩野川、天竜川、豊川、木曽川、長良川、揖斐川、

鈴鹿川、黒部川、淀川、由良川、九頭竜川、揖保川、日野川、

天神川、高梁川、小瀬川、斐伊川、江の川、渡川、仁淀川、

遠賀川、大分川、五ヶ瀬川、大淀川、川内川、白川、菊地川、

矢部川、筑後川、本明川　　　　　　　　　　　（以上45河川）

1945’9、　1947’7、　1947’9、　1948’7、　1948’9、　1949’9、　1950’8、

1951’10、1953’6、　1953’9、　1954’9、　1958’9、　1959’8、　1959’9、

1961’6、　1962’7、　1963’8、　1965’7、　1967’8、　1969’6、　1969’8、

1972’7、　1974’7、　1974’9、　1975’8、　1976’6、　1976’9、　1979’6、

1980’4、1980’7、1980’8、1981’8、1981’10　　（以上33洪水）

既往最大の洪水101

有効サンプル　182

計画高水規模を上回る洪水104

有効サンプル 179

・カスリーン台風（1947年）

・北九州災害　　　（1953年）

・台風テス　　　（1953年）

・狩野川台風　　（1958年）

・伊勢湾台風　　　（1959年）

：利根川、荒川、渡良瀬川

：筑後川、矢部川

：淀川、由良川、九頭竜川
：6守里予川1

：木曽川

1961年　天竜川、

1969年　黒部川、

1972年　子吉川、

1972年　岩木川、

1975年　石狩川、

1980年　筑後川、

1963年

1969年

1972年

1974年

1976年

1981年

渡　川、

豊　川、

米代川、

鈴鹿川、

川内川、

石狩川、

1967年　最上川、

1972年　江の川、

1972年　高梁川、

1975年　最上川、

1976年　長良川、

1981年　小貝川、

＊資料期間　1945年以降
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　氾濫の原因となった洪水の半数以上が非常に大規模なものであった。す

なわち、氾濫時点において記録上既往最大のもの101（有効サンプル数182）、

計画高水規模を超えたもの104（同179）である。

　氾濫面積についてみると、10，000haを超える破堤による大規模氾濫は、

1947年の利根川の49，000ha、1953年の筑後川のSS，OOO　haと矢部川の17，200

ha、および1959年の木曽川の31，000　haの4例である。1960年以後は10，000

ha以上の破堤による氾濫の事例がみられない。1960年以降においては、氾濫

面積が比較的大きい（50ha以上）事例は17河川で生じており、その中での

最大規模の事例は1975年の石狩川の氾濫（3，800ha）である。

　図2－3－1は、氾濫面積からみた氾濫事例の累加百分率を37年間の全数と1960

年以降の事例とについて図示したものである。これをみると1960年以降で

は大規模な氾濫は減っており、平均値Aも全数の場合の約1／6となっている。

しかし、これは1959年以前に前述した非常に大規模な数例の氾濫があったた

めであり、構成比率50％における氾濫面積A50については両者がほぼ等し

いから、洪水氾濫全体が小規模になっているのではない。最近では大規模な

一級河川が氾濫して大平野全体が水没するような大氾濫は生起していないが、

中規模程度の氾濫は依然として発生しているのである。

　氾濫の平均水深についてみると、累加百分率は図2－3－2のとおりであ

る。構成比率50％の水深H50と平均水深Hはいずれも約2mである。ま

た、平均水深の大きさは、氾濫面積の比較的小さい1975年の仁淀川の例

（6・72m）を除けば、大きいもので4m程度である。

　氾濫水の最大流下距離を図2－3－3に示すが、全数についてみると10

Km以下が84％、1960年以降では5㎞未満が89％を占めている。このうち

の最大のものは1947年の利根川の57　Kmであるが、これを除くと大きいもの

でも20㎞以下である。

　最大湛水深についてみると、図2－3－4にみられるように6m以下が大

部分を占める。

　氾濫水の挙動に着目して氾濫形態を分類すると、流下型氾濫、貯留型氾濫、
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および拡散型氾濫の3形態に集約される。流下型氾濫は、勾配のある氾濫原

を一定の方向へ流下していくタイプであって、流末は海或いは下流河道へ流

入する。貯留型氾濫は、氾濫原の下流側が閉塞していることなどによって、

氾濫水が低地部から高標高地帯へ向かって遡上拡大していき、河川水位が低

下すれば氾濫水は戻ってきて、決壊口から河道へ復帰していくタイプである。

拡散型氾濫は、傾斜の少ない平原を起伏に沿って多方向へ拡っていくタイプ

であるが、氾濫水は決壊口へは戻って来ない。実際の洪水氾濫は地形によっ

て上記3タイプが混合した複雑な挙動を示す場合が多い。

　これらの3タイプの代表的事例をそれぞれ1～2例抽出して、氾濫水の時

間的挙動、或いは氾濫水の拡がりの方向等を示すことにする。取上げた事例

は次のとおりである。

　　流下型氾濫　・1947年　カスリン台風に起因する利根川の氾濫

　　貯留型氾濫　・1959年　伊勢湾台風に起因する揖斐川の氾濫

　　　　　　　　・1976年台風17号に起因する長良川の氾濫

　　拡散型氾濫　・1981年　台風15号に起因する小貝川の氾濫

　1947年9月16日のカスリン台風による利根川の氾濫は、勾配の緩やかな

氾濫原を拡大・縮流・停滞・減速・加速をおりまぜながら延々57Krnを流下

した史上稀にみる大規模な流下型氾濫であるL7）

　16日0時20分頃生起した東村堤防の破堤による氾濫水は図2－3－5

に示すように拡がり始めた。いったん扇形に広がった氾濫水は地形に従って

南下し、11時頃には幸手町松石あたりで古利根川の流路に沿って合流する。

一方、庄内古川に流入した氾濫水は上宇和田で左右岸堤を破り、右岸の氾濫

水は古利根川沿いの氾濫水と合流する。庄内古川左岸の氾濫水は庄内古川と

江戸川との間の低地を南下する。春日部～金杉村間は丘陵が接する狭窄部で

あり、横断地物の少ない地形でもあるため流速を増し、5　Kmを6時間で流下

している。庄内古川右岸は、古利根川と元荒川とが合流しているなど変化に

富んだ地形であるため氾濫水の停滞がみられ、吉川対岸あたりでは左岸沿い

氾濫水より約1日遅れて到達している。流速の大きい庄内古川左岸地域の氾
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濫水の先端は、18日5時には早稲田村、正午には桜堤に達して湛水し始め、

20時には桜堤の一部を決壊させ、19日2時には堤を突破して同日9時に

新宿町に到達している。氾濫水はさらに中川の堤防2箇所を破り、20日

3時に西小松川町に到達する。このように、東村で氾濫した洪水は利根川旧

　　　松石
　　　㊦手。、．’ P培

〉

譲

図2－3－5

浸水線位置i6日19時

進行停滞線

決壊口

三＼へ

ハ

K．ふ

匠中川放水路

罫

瀦田川

　　　　　　　　流　　向

1947・9・16カスリーン台風による利根川・

東村堤防決壊時の氾濫流の到達時刻と流向

一39一



叉亙

　　　　図2－3－6　1947・9・16カスリーン台風による利根川
　　　　　　　　　　　東村堤防決壊時の浸水水深

流路の地形や旧堤等の地物に沿って57Krriを98時間余で流下した。総氾濫

面積は49，000haに達している。

　1959年9月27日の伊勢湾台風による揖斐川とその支流牧田川および津屋

川に挾まれた多芸輪中での氾濫は、氾濫水が上流へ向かって遡上拡大して行
　　　　　　　　　　　　18）
った貯留型氾濫の好例である。

　図2－3－7に示すように、輪中の東側中央付近の破堤口から浸入した氾

濫水は、地盤の低い地域へ向って流下したが、約1時間で最南端に達したあ

と、支川の堤防に阻止されて、徐々に湛水深を増加させながら、地盤の高い
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　　　図2－3－7　1959・9・27台風15号による揖斐川・多芸輪中
　　　　　　　　　　決壊時の氾濫流の流向と到達時間

西部地域に浸入した。図からわかるように、西部地域に到達するのに約5時

間を要している。氾濫面積は約2，320haであった。

　1976年9月12日の台風17号による長良川・安八町での氾濫は、図2－

3－8に示すとおり、4本の堤防で締められた比較的傾斜の小さい平野地帯
　　　　　　　　　　　　　　　　19）
で生起した典型的な貯留型氾濫である。旧輪中堤に沿って拡がっていく様子

や、低地帯への拡がりが極めて短時間で達成される様子が明瞭に読みとれる。
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旧森部　中堤

　　　図2－3－8　1976・9・12台風17号による長良川・安八町
　　　　　　　　　　堤防決壊時の氾濫流の流向と到達時刻

氾濫水の平均速度は毎時0・5Krn、最大到達距離は5・4Krn、氾濫面積は1，400

haであった。

　1981年8月24日の台風15号による小貝川・高須町での氾濫は、ほとん
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20）
ど傾斜していない平地で生起した拡散型氾濫の事例である。起伏の少ない地

形であるため、氾濫水の先端が比較的なめらかな形状で拡がっている（図2

－3－9）。速度も緩慢であり、3　Kmを流下するのに約20時間を要して、
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嚇源清田

／／

図2－3－9　1981・8・24台風15号による小貝川・高須
　　　　　　　堤防決壊時の氾濫流の到達時刻

氾濫水は下流河道へ流入した。なお、氾濫面積は3，300haであった。

　以上、4箇の氾濫事例について説明を試みた。前述したように、これらの

形態は基本的には流下型、貯留型および拡散型の3タイプに分類できるとし

ても、実際の氾濫においては、氾濫水の所在する場所の地形や氾濫の時間経

過に応じて、ひとつのタイプから他のタイプに変化することが示されている

といえよう。したがって、洪水氾濫の解析には、貯留型に対応する水平湛水

モデルや、本来河道での一方向の流れの追跡に用いられる一次元等流モデル

や一次元不定流モデルでは不十分であって、氾濫水の空間的な移動や時間的

な変化を表現することが可能な多次元モデルが必要である。しかし、過去の

氾濫記録による限り、氾濫水の鉛直方向の運動は水平方向のそれに比較して

無視できると考えられるので、三次元モデルは必要とはしないであろう。

一43一



第4節　氾濫水の数値解析法

　　洪水の氾濫は河道内を流下する水量が河道の容量を超過することにより、

　河岸もしくは堤防からの越流が起こるか、堤防自身が破壊されることによっ

　て発生する。堤内地（氾濫区域）を流れる氾濫水の流量、流速、水深等は堤

　内側の土地の高低や傾斜などの地形条件に加えて、河道内を流下する洪水の

　大きさやハイドログラフの形状などによって決まってくるから、洪水氾濫の

　解析は河道内と氾濫区域との両方について行われねばならない。

　　通常の洪水に対して十分の河幅と高い堤防とを備え、河道と氾濫区域とが

　明瞭に分離されている河川（連続堤河川）においては、解析法は、

　　イ）河道内の洪水のモデル

　　ロ）堤内地の氾濫水のモデル

　　ハ）前二者を連結するモデル

　の三っから構成される。

　　これに反して、比較的狭い河幅と低い堤防（これを欠く場合もある）しか

　持たない河川（不連続堤河川）においては、河道内の洪水に対して特別のモ

　デルを用意しなくても氾濫区域に対するモデルのみで十分な場合があるであ

　ろう。

　　連続堤河川に対する従来の解析法では、河道内の洪水モデルとしては破堤

　点直上流のハイドログラフや不等流を基本としたモデルを用い、堤内地の氾

　濫水のモデルとしては氾濫区域を一つの貯水池と考え、水平貯留を仮定して
　　　　　　　　　　　　　　　　21）
　連続式のみから湛水位を求めるもの、あるいは氾濫区域を数個のブロックに

　分割し、各ブロック内では水平貯留の仮定が成立するものとして、連続式と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22）
　簡略化された運動方程式とから水位と流量を求めるものが多かった。

　　このような解析法では、勾配が緩やかで付近に合流点があるような河川に

　対しては、河道内での洪水の挙動一とくに背水の影響など一を明らかにする

　ことは不可能であり、堤内地の洪水氾濫については堤防その他で囲続された

　地域以外に対しては適用できず、適用可能な地域であっても、そこでの地形

　等の変化一地面の流水抵抗、小堤防、道路、排水路などの存在一が氾濫水に
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与える影響を把握することは不可能であった。

　前述した洪水氾濫解析の目的を考えると、このような解析法では十分であ

るとはいえないであろう。

　ここに述べる新しい解析法では、河道内の洪水および堤内地の氾濫水に対

するモデルとして、ともに不定流の基礎方程式を使用し、図2－4－1に示
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　23）
す解析フローにしたがって計算を行うことにする。既改修河川（連続堤河川）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　24）
に対しては河道内では一次元流れに対する基礎方程式を用い、氾濫域におい
　　　　　　　　　　　　25）－28）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　29）．30）

ては二次元流れの基礎方程式を用いる。両者を連続するモデルは越流公式で

ある。また、河川上流部の未改修区間（不連続堤河川）に対しては直接二次
　　　　　　　　　　　　　　　31），32）
元流れの基礎方程式の適用を試みる。

4－1　河道における洪水の数値モデル

　　河道の洪水計算では、流れを一次元的とみなし、一次元解析法による基

　礎式を特性曲線による表示に改めた後、特性曲線の方向に応じた差分式

　を導き、これを直接数値積分することによって解析を行う。特性曲線法を

　用いる理由は、特性曲線がdynamic　waveの伝播という流れの水理学的特

　徴をもっともよく表現できるためであり、しかも、数値計算にあたって境

　界条件の組み込み方法などに、水理学的にみて適切な指針を与えることが

　できるからである。

　　河道における洪水の基礎式として、次の2式を用いる。

　　　連続式・芸＋讐一q　　　　－……（2・1）

　　エネルギー式・鍔＋・…θ繧繋一ふ声…………（…）

　ここに、A：流水断面積、　Q：流量、　q：単位長さあたりの横流入量、

v＝Q／A：平均流速、s。＝sinθ：水路底勾配、　Sf：摩擦勾配で、抵抗則

として瞼皿ing公式を用いるときSf＝n2V2／R4’3　（n：粗度係数、　R：径

深）、h：水深、α：エネルギー係数、β：運動量係数、λ：圧力分布係

数、x：距離、tl時間である。
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堤内地地形条件の読み込み

堤内地境界条件の読み込み

No

匡水路

有りか7

河道条件及び河道境界条
件の読み込み

河道初期条件の設定

河道洪水追跡計算

　　　堤

　　　　Yes

越流量の計算

堤内地の氾濫計算

排水路有
　りか？

排水路の
計算

結果の印刷

　n＝nmax

　　　Yes

　END

盛土データの
読み込み

f水路データの
読み込み

初期条件の設定

河道と堤内地を区別
　　　るか7

流入量ハイドログラフの
読み込み

河道と堤内地を一体
とした氾濫解析

排水路有
　りか？

排水路の
計算

n＝nmax

　　Yes

図2－4－1　氾濫解析のフロー図
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　（2．2）式は次の全エネルギー水頭Ht：

　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　αρ　　　　　　　　　　　　　　　　α〃　　Ht＝　Z十λhCOSθ一F－＝＝H十一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…………（2．3）
　　　　　　　　　　　29　　　　　　　　　　　　　　　　29

を導入すれば次のように表わされる。

鑑＋票一一・Sf　　　　…………（2・・）

ここに、z：基準面から河床までの高さ、H＝z＋Rhcos　e：基準面から

水面までの高さ、つまり水位である。

　（2・1）および（2・4）式によって構成される系は双曲型であるから、次の

ように特性曲線による表示に改められる。

　特性曲線：

㈱±一芸　・　　　…………（2・5）

に沿って

讐θ（∂A　∂Q∂t十∂x－q）＋陽±9儲＋誓＋Sf）一…（2・6）

が成立する。ここに複号は同順にとられ、またcは、

　　・一（号〃）2＋曙⊥（＝厩）　…………（…）

で定義され（B＝（∂A／∂h）。、c。nst：水面幅）、平均流速に相対的にとられた

dynamic　waveの伝播速度を示す。（2・6）式の関係は、（2．5）式で表わされ

る伝播速度を有するdynamic　waveによって伝えられる影響を意味するも

のであり、流れがもつdynamic　waveとしての水理学的特性を表わしてい

る。

　つぎに、上に導かれた特性曲線表示を用いて、固定格子点法による差分

式を構成する。この場合には、従来流速vおよび波速c（（2．7）式）が従

属変数となるように変換されることが多かったが、水路が一様でなくまた

長方形断面とみなしえないときには、このような変換を行っても便利な方
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t

法とはならない。ここでは

（2・6）式をそのまま固定格

子点について図2－4－2

に示すように差分化した次

式を用いることにする。す

なわち、計算断面の番号∫

が下流から上流へ順につけ

られているとし、また流れ　　　j＋　1

を常流とするとき（∫＋1）　図2－4－2

～O’）間ではつぎの差分式を適用する。

n十1

　　　メ
魯　、　　　　　　　n

4t

X

△X三 δXj－1

　　j　　　　　　　　　　j－1

特性曲線法による差分法

（il’；9’ss1．（芸那＋Q膓譜一¢）＋（穿〃＋」（6芸づ

＋聞 ﾛ刊＋輌；躍）一・　　　　………（2・8・1）

また（元）～（ゴー1）間では

（λ穿θ》（A㌃A琴＋Q；≡¢一・昇）・階一x（鱈宍

＋瑚|鵬＋字）一・　　　　・一・・（・・8・2）

ここにAXjは断面（∫）と（」＋1）の距離、　A　tは時刻（n）と（n＋1）の時

間間隔、qjはこの間に流入する河道単位長さあたりの横流入量である。した

がって、この区間にQeなる横流入量があるときにはQe＝4戸ちとなる。

（2・8・1）および（2・8・2）式による洪水の具体的な計算方法については文献

24）に報告されているので、その詳細については省略するが、後述するよ

うに現地流域への適用にあたって重要な意味をもつ河川合流点については、

次の方法によって計算を行うことにする。いま、図2－4－3に示すよ

うな2支川の合流点において断面番号を図のようにつけ、

　（a）合流点では水位が等しい。　∴H2＝H3＝：H，

一48一



　（b）支川の流量の和は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t
　　　合流後の流量に等

　　　しい。

　　　∴Q2＝Q，＋Q5

が成立するものとする。

　このとき（a）および（b）の　　　　（2’8’2）式

　3式および断面3～4、

　　　　　　　　　　　　　iklL断面5～6間で成立す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合流点．
　る（2・8・1）式、断面1

～2間で成立する（2．

　8・2）式より・繰り返　　　 図2－4－3
　し計算によって解を求める。

4－2　堤内地における氾濫水の追跡法

　　氾濫水の拡がりおよび伝播を表す数

学モデルとして二次元一層モデルを採

用し、その運動を記述する連続式として、

　　連続式：

　　　∂Ui
　　　冨＝0　　……（2・9）

　　運動方程式：

　　　警＋磯一君一㍑＋寄…（2・1・）

　ここにXi：（x，y，z）座標で、水平

面内東向きにx軸、北向きにy軸を

とり、鉛直上向きにz軸をとる。また、

氾濫域はそれほど大きくないとして、

ここではCoriolisの力を無視してい

る。
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　さて、初めに述べたように本研究においては氾濫水の挙動を二次元平面

流れとしてとらえることにしているから、（2．9）および（2・10）式をそのた

めの基礎式に書き改めなければならない。まず、（2．10）式のz軸方向の式

において鉛直方向の加速度が重力の加速度に比して小さいと仮定し、また、

水表面で圧力は一定の大気圧に等しいとすると、静水圧分布p＝　pg（H－

z）が得られる（H：水位）。つぎに、（2・9）式および上の1静水圧分布と（2．

10）式のκおよびy軸に関する式から二次元平面流れの基礎式を導くのに、

図2－4－4に示されるようなControl　Volumeについて（2・9）式および

（2・10）式を積分する。その結果基礎式として次式が得られる。

　連続式：

票＋廊ll：＋1＋tNl》1＋i－・

x方向運動量式：

晋＋畑1：：刊＋か㈹一一・樗一芸

y方向運動量式：

晋＋ピに；プ弍㌘一一・・筈一子

・・・・・・… @　（2．11）

……
@（2．12・1）

……
@（2．12・2）

ここに、uおよびv：それぞれxおよびy方向の深さ方向に平均された流

速、h：水深、　M＝uhおよびN＝vh：それぞれxおよびy方向の流量フ

ラックスである。τthおよびTabは底面において作用するズおよびy方向

のせん断応力であって、抵抗則としてMa皿i㎎公式を用いると、

・．b（励）わ＝gn2U（・・〃）ノエ／hレ3
・・・・・・… @　（2．13）

で表わされる。

　つぎに・堤内地における氾濫水の計算法として（2・11）および（2・12）式

を次のように差分化する。まず、（x，y，の空間を図2－4－5のよう

に格子分割し、従属変数M、Nおよびhを図のように千鳥状に配置する。
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x，yおよびtめ格子間隔をそれぞ

れdx、dyおよびdtとし、差分

化にあたって変数の右下に（x，y）

平面での位置を示す添字iおよび

」、変数の右肩に時間ステップを

示す添字nを附すことにする。

（2・11）式（連続式）：

ん綿、，」＋1、2一顧，2，元＋1，2

．n十3

11十2

け
「」

巡

」＋），

　　ブ乙一

　／一プー
／

i十／1　’　　i十％　’

図2－4－5
n＋2

hh
UV＝＝

MNh●O△

差分スキーム

　　　　　　　　　　　　　n　2　　　　　　　　　　　　ルfi・・1，ゴ・1／2一ルli’；　1’・．1／2

　　　　　　　　　　　十
　　　　2dt　　　　　　　　　　dx

　　n　2　　　　　　　n　2　N‘・・／2，元・一Ni・、・2，元
　十　　　　　　　　　　二〇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…・・・…
　　　　　dy

（2・12・1）式（x方向の運動量式）：

嬬cG云晦＋2［ぱ量、刊。（鳳・輿宍「・一｝

　　忌、＿（M：知づ鵬・・剖

＋え［（Mぞノ．1／2＋磁ゴ．、，、）（鵬鍋＋砲…刊）
ん・甑∫・1，、＋媚1，脇元．1、2＋矯，幻．、，2＋ぱ膓、，」．、、2

（Mi・r元・1／2＋Mi・ニゴ．1，、）（N↓”＋1，、，元＋」V7．1，，，∫）

（2・14）

娼1、，i．1・2＋膿｛，、，」－1，、＋顧，、，」．1，2＋昭1，a元＋1，、

］
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　＝－9　　　　　　　　　　　　　　2d　x

－・ん楡駕i漂鷲尭鵠　………（2・15・1）

（2・12・2）式（y方向の運動量式）：

N鵠，，ゴー1V∴1，幻　1　（M～し、，」．、，、＋M？＋1，ゴ．1，、）（Ni．1，、，　i＋酷，，、，　i）

（綴1’2，．i＋1，、＋丘‘㌫ゴ．1，，）（H‘r高》、，ゴ．1、2－H智，2，ゴ．1，、）

2dt　　　　ぱ者，、，ゴ．1，、＋扉青，、，j－1、2＋ぱ；，2，i．1，、＋ぱこ；，、，ゴ．1，2

（〃‘1∫．、，、＋Mili．1’、）（M三1，、，j＋酷1，、，∫）

＋i［

　乃智，，，ゴ．1，、＋hi　ti，、．∫．、，、＋鳩膓、，元．1，、＋乃7‡｛，、

＋；［認1．＿（硫，＋㍗声ヅー、7‡｛ま，→t2（職号晦ヴ］

　　　（鵬膓、，∫．1，、＋膿1，、，元．1，、）（田丁｝、，∫．1，、一ぴ㌘1、，ゴ．、，、）

，，．1、2］

　＝－9　　　　　　　　　　　　　2dy

－』・㍑撰総舗美　・・一…（2・15・・）

ここに

　元‘，ブ＋1，2＝（ルf｝r｝11／2十、M：」＋1／2）／（侮『ごiう2，　i＋1，2十み～竺㌻硫ゴ＋1’2）　・・・…　　（2．16．1）

tii＋1’2，ブ＝（N‘n■12，　，，ゴ十Ni＋1／2，ゴ）／（乃！詰↓2，　j＋1’2十　乃’昔ノ2，∫－1／2）　・・・…　　（2．16．2）

である。（2・14）式においてはhn＋3が未知量であり、（2・15・1）および（2・

15．2）式においてはそれぞれMn＋2およびNn＋2が未知量である。（2・15・1）

および（2・15・2）式の右辺の摩擦項にも、（2．16・1）および（2・16・2）式に

示されるように未知量Mn＋2およびNn＋2が含まれているのは、摩擦項に基

づく数値計算上の不安定（Vasilievの不安定）を避けるための工夫の結
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　33）
果であり、一次元の流れの場合によく知られている方法である。

　河道と堤内地を区別せずにひとつの氾濫区域とみなして計算する場合に

おいても、（2・14）式および（2・15）式が基本式となる。ただし、後述する
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ように、計算格子の地盤高の高低差が大きい河川上流域などを対象とする

場合には、（2・15・1）および（2・15・2）式の左辺第2項および第3項（非線

型項）が他の項に比較して大きくなり、計算上の不安定が生じやすくなる。

したがって、計算の初期のみにおいて大きな影響を及ぼし、ある程度湛水

が進行し、水深が大きくなればそれほど大きい影響を及ぼすとは思われな

い上記の非線型項を省略する場合がある。

　つぎに、2－4－1で述べた河道の洪水追跡計算と堤内地における氾濫

計算とを組み合わせた解析を行う場合には、両者を連結する破堤点の取り

扱いが重要な問題となる。以下にはその取り扱い方法について述べること

にする。いま河道と堤内地は破堤点および排水機場のみを通じて結びつけ

られるとする。計算をすすめる上で明らかでなければならないのは、破堤

点の位置、破堤の開始に関する条件、破堤部分の堤長（破堤幅）、破堤敷

高およびそれらに対応する越流流量である。これらのうち破堤点の位置は

任意に想定することも可能であるが、それ以外の破堤の過程や越流流量に

ついては、きわめてむずかしい問題が含まれている。ここでは簡単のため

次のように取り扱うことにした。

　いま、想定された破堤点における河道の水位（外水位）をH．、同じ地

点の堤内地の水位（内水位）をHf、さらに破堤開始外水位をH、、破堤敷

高をHoおよび破堤長をLとし、これらのうちH，、　HoおよびLは先験的に

与えられているとする。このとき、Hr≧Hlになれば一定時間で長さLお

よび破堤敷高H。の破堤が生じるとして、破堤が生じた後に対しては、文

献29）に示した長方形の堰に関する伊藤・本間の横越流公式によって越流

流量Q。を計算することにする。

　すなわち、H，＞Hfのとき、河道から堤内地へ越流するとして、h＝Hr

－Hoとおいて、

　　Q・一：・厄ぽ　　　　　…………（・・17）

とする。ここでμは流量係数である。逆にHf＞H，のときは堤内地より
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河道への逆流が生ずるから、この場合には文献30）の本間の越流公式を用

いて、h，＝Hr－Ho，　h2＝Hf－Hoとおいて

（a）　h2／h，≦2／3のときQo＝μノL　hiV　2g　hi ………
@（2．18・1）

（b）　fP／h，＞2／3のときQo＝μ”Lh22g（h，－h2） ・’・…… @（2．18．2）

　とする。ここでμ’およびμ”は完全越流および潜り越流時の越流係数でそ

れぞれ0・35および0．91とされている。このようにして求められた越流流

量は、堤内地においてその方向に応じてκおよびy方向の流量フラックスM

　あるいは／およびNに改められる。また一方、河道の洪水に対しては、越

流流量は横流出量になるものとする。すなわち破堤点の下流側の河道の計

算断面番号をブとすれば、Q・＝－qidXiとなる。

　　排水機場については、複雑な操作方式を考えずに、排水機場が含まれる

堤内地の一般格子に浸水が及んでいるときのみ排水能力に応じた排水が行

　われるし、この排水流量は上と同様にその点から河道への横流入流量とし

　て扱うことにする。

4－3　排水路の数値モデル

　　堤内地において氾濫水の挙動に影響を与えるいくつかの地形構造のうち

　で、その効果が無視できないものに排水用の小河川（排水路と呼ぶ）や盛

　土の存在が考えられる。盛土の効果の計算法については次項に述べること

　にし、ここでは排水路の計算法について述べる。

　　ここで対象とする排水路の幅は、たかだか10～20m程度であるとし

　ておく。いま、このような排水路の存在を考慮する方法として、排水路が

　通る格子を地盤高の低い格子た置き換えることにより、その格子自体を排

　水路とみなす方法や格子自体の大きさを排水路と同程度にとるという方法

　が考えられる。もし、これが可能であれば、2－4－2の計算方法が何ら

　の修正なしに適用されるから、もっとも容易な方法であることはいうまで

　もない。しかしながら、前者については格子の地盤高の設定法に問題が残
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り、後者については格子の大きさが小さくなることにより、格子数が著し

く増大し、全体の計算時間が膨大になるという問題がある。したがって、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ここでは排水路をそのまま水路として取り扱うことにし、これを一般格子

の周囲に沿うように配置して以下に述べる方法によって計算を行う。

　排水路は格子のx軸方向に沿う東西方向の排水路とy軸方向に沿う南北

方向の排水路とに分けられるが、後者は前者を90°回転しただけであるか

ら、ここでは前者にっいてのみ示すことにする。

　まず、排水路の流れ方向（この場合x軸方向）a］）運動方程式として

一票一繋ば1　　　　…………（2・19）

を適用する。（Hdl排水路の水位、添字dは排水路に関する量であること

を示す）。いま図2－4－5に示される格子点（i，Dと（i＋1，∫）の間

に排水路があるとすれば、（2・19）式より排水路方向の流速Vdは

聯，一・・gn（H，IY・一繊）i（躍1＞鵬ヂ砿讐｛・∫∵1・…）

で求められる。ここにsign（x）はxの符号を表わす。また排水路と一般格子

の間では（2．15．2）式の非線型項（左辺第2および第3項）を省略し、かつ

dyを（dy＋b）／2（b：排水路幅で一定とする）で置き換えた式より

凡力罵2，ゴを求める。これは考えている排水路からその北側の一般格子に

向かう流量フラックスであるので、この北側の辺で接している一般格子よ

り排水路に流入する排水路単位長さあたりの流量を　σ綿2，ノ　とすれば、

σ語ちゴ＝－1V間2βである。全く同様にして南側の辺で接している一

般格子より、排水路に流入する単位長さあたりの流量41鵠，iが計算され

る。つぎに、格子点（1・フ）における水深hS，：9・は連続式を用いて次の

ように求められる。

＊　本解析法においては、対象とする堤内地を矩形の格子に分割するが、プログラムを簡

略化するために、対象領域の境界に接する格子のさらに外側に同じ大きさの格子を考え、

　これを境界格子と呼び、境界格子以外の計算の対象となる格子を一般格子と呼ぶ。
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鵬芸錯一〉国・翫＋・嬬、｝＋Ei｛鋼、＋佑フ㍊］

・去［（繊｝－1＋曜｝）〃ぴ、一（躍｝＋尾り。）・識、コ

＋h［（刷・喘）疏一（・ZT｝＋麟・）嚇、］……（2．21）

　ここに、易は格子点（i，」）に集まる東西方向の排水路についての和を表

わし、2iは南北方向の排水路についての和を表わす。なお、いうまでも

　なく一般格子の辺に排水路が存在しないときにはVdi．v2．∫およびq，＋1、2，　i

等は0となる。

4－4　盛土（線状構造物）の数値モデル

　　堤内地に存在する各種の盛土あるいは有

堤区間における河川堤防によって氾濫水の　j＋1

浸入が遮られる効果を考慮することは、こ

の種の計算の精度を上げるうえで、欠くこ　　」

　とのできない点である。その計算方法とし

　ては、盛土が含まれる一般格子の地盤の高　j－1

　さを、たとえば、盛土天端高に等しくし、

　その格子自体を盛土とみなす方法が考えら　　　　　i　　　i＋1

れる。しかし、2－4－3で述べたと同様　図2－4－6　盛土の配置

の理由に加えて、氾濫水が盛土を越流する場合の流れは（2・14）および（2．

　15）式では正しく計算できないことなどから、この方法は適切なものとは

いえない。それゆえ、ここでは盛土を線状構造物であると考え、一般格子

の周囲に沿って配置して計算を行うこととする。

　　さて、この場合の計算方法としては次の方法を採用する。

（a）盛土を挾む一般格子間の流れ、すなわち盛土を越流する流れについて

　　は、どちらかの格子の水位が盛土の天端高よりも大きくなったときに生

　　じるものとし、越流流量については簡単のため、（2・18）式を用いて計算

　n十1P11＋1’2，．Nl‘こ，｝，．

＋1”　　卜

（iJ）

　n十1P1、＋功，

（1＋1，D

|1／2
ムy

▲x
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　することにする。たとえば、図2－4－6に示すように格子点（1・ノ）

　とG＋1，Dの間に天端高Hbの盛土があるとき昂”㍑幻一1，2＞泓ζ02，戊．1／2

　でかつ昂こ哉元．1・2＞Hbであれば、　h，＝泓留2，ノ．1、2－Hb，　h2＝昂㌫2，ノ．1／2－Hb

　およびL＝Axとして（2・18）式を用いて越流流量Q。を求め、盛土を越流

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊　する流量フラックス1ぱ‡12，∫＝Q。／Ax　を求める。また、格子点（1，7）

　と（i，元＋1）との間に盛土がある場合にも、全く同様の方式により、盛

　土を越流する流量フラックスM完1、、が計算される。

（b）盛土の長さ方向の流れは簡単のため無視することにする。排水路の場

　合と異なり、盛土ではこの仮定は極端な場合を除いて妥当なものである。

第5節　結　　　語

　　本章は氾濫水の流下過程を追跡するための数値解析法について述べたもの

　である。本章では始めにわが国の洪水氾濫の実態ならびに氾濫解析法の必要性

　にっいて述べ、っぎに、解析法についてその詳細を述べた。本文で得られた成

　果をとりまとめると、以下のようである。

　①わが国における洪水氾濫の実態調査によれば、洪水氾濫水は時間的にも空

　　間的にも複雑な挙動を示していることが確かめられたが、平均湛水深は氾

　　濫水の平面的な拡がりに比べて小さく、鉛直方向の水理量の変化はほとん

　　ど無視できることから、氾濫水の挙動を追跡する解析法としては平面二次

　　元流れの流体運動として取り扱えばよいことが明らかとなった。

　②河道における洪水に対しては一次元解析法を適用し、数値解析法として

　　は特性曲線法の固定格子点に関する差分式を導いた。堤内地の氾濫水に対

　　しては二次元平面流れとして解析することにし、基礎式と計算のtこめの差

　　分式を導くとともに、数値計算にあたっての境界条件などの設定法につい

　　て考察した。また、堤内地における氾濫水の挙動に影響を与える地形構造

　　のうち、排水路および盛土を取り上げ、その計算法を導いた。

　　以上、洪水氾濫水の複雑な挙動を解析するための数値モデルについてとり

＊　もちろん、このときは1V7苗2，ゴの計算式である（2．12．2）式は適用されない。
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まとめて述べた。これらの数値モデルを適用することによって、連続堤河川

ならびに河川上流域にみられるような不連続堤河川における氾濫解析が可能

になるものと考えられる。また、数値モデルの妥当性は第3章で検証するこ

とにする。
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第3章　氾濫解析法の現地流域への適用

第1節　概　　　説

　　本章では氾濫水の数値解析法を現地流域へ適用し、その妥当性を検証する
　　　　　1）－3）
　ことにする。解析の対象としては図3－1－1に示す淀川水系の3流域（淀川

　本川右岸流域、旧巨椋池干拓地流域、猪名川多田流域）を取り上げる。

　　わが国においてもっとも古くから開けた流域の一つである淀川では、洪水の

　歴史も古く、記録によれば推古帝（西暦601年）以来、大出水は200余回に

　及び、4～5年に1回あるいは連年出水を経験してきた。明治以降にわいて
　　　　　　　　　＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）
　もいわゆる主要洪水は表3－1－1に示すように23回も発生している。

　　　　　　　　　　表3－1－1　淀川主要洪水一覧表

起 年　月　日
最高水位
@　（m）

最大流量
i㎡／s）

平均雨量
@　（㎜） 摘　　　　　　要

1885 明一18．7．2 （5．51） 傘4．280 257 北東進型台風と前線（明治大洪水）

1889 明一22．8．30 （5．09） 3，820 140 北西進型台風
1896 明一29．8．31 （5．03） ＊3．730 162 北ヒ型台風
1896 明一29．9．8 （5．48） 4，240 278 北東進型台風（琵琶湖大水害）

1903 明一36．7．9 5．08 3，950 225 東北東進型台風

1917 大一6．10．1 5．68 ＊4．620 223 北東進型台風（大正大洪水）

1918 大一7．9．24 5．36 4，320 134 北｝二型台風

1921 大一10．9．26 5．44 4，400 159 北上型台風

1930 昭一5．8．1 4．98 4，000 217 北西進型台風

1938 昭一13，7．5 4．98 4，000 197 阪神大水害（梅雨前線）

1944 昭一19．10．8 5．67 4，970 174 北上型台風

1949 昭一24．7．29 5．63 4，880 188 ヘスター台風（北西進型）

1953 昭一28．9．25 6．97 ．7，800 250 5313号台風（テス・北東進型）

1956 昭一31，9．27 5．49 4，600 175 5615号台風（ハリエノト・東北東進型）

1958 昭一33．8．27 5．07 4，200 166 5817号台風（フロシー・北東進型）

1959 昭一34．8．14 6．50 6，800 267 5907号台風と前線

1959 昭一34．9．27 6．69 7，200 212 伊勢湾（5915号）台風

1960 昭一35．8．29 4．70 4，000 187 6016号台風

1961 昭一36．6．27 5．27 4，680 376 6006号台風と前線
1961 昭一36．10．28 6．95 7，800 261 6026号台風（北上型）と前線

1965 昭一40．9．17 6．75 6，980 212 6524号台風（北東進型）

1972 昭一47．9．27 4．62 4，840 180 7220号台風

1982 昭一57．8．1 4．65 6，260 200 8210号台風

　　　　（注）最高水位、最大流IKは淀川本川枚方、（）は島本．　’十，均llj　htは琵琶湖流域を除く枚h・L流域平均総1・II尿。

　　　　　°破堤したために流呈が小さくなっていると考えられる洪水、，

　ここで解析の対象とすることにした3流域は、いずれも過去に氾濫被害を

被ったことから比較的データも豊富である。しかも氾濫解析の立場からみて、

＊淀川の流量基準地点である枚方で最高水位5m以上、または最大流量4，000　mS／s以上のもの。
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　　　　　　　図3－1－1　淀川水系と計算対象流域

それぞれが異なったパターンに属し、解析の結果が改修計画や洪水時の避難

計画の立案などに大いに役立っとみられる流域である。以上がこれらの流域

の選定の理由であるが、各流域C“とに解析手法をまとめると以下のとおりで

ある。

　まず、旧巨椋池干拓地流域においては、木津川および桂川からの出水によ

る宇治川への背水の影響を考慮した氾濫解析を行うために、河道洪水追跡計

算と堤内地の氾濫計算とを組み合わせた解析を採用する。

　つぎに、淀川本川右岸流域では、支川堤防による氾濫水の阻止効果や破堤

による氾濫水の挙動を表現するために2章の4節で述べた盛土を堤防として

河川沿いに配置した解析を行う。

　最後に猪名川多田流域では、有堤区間や無堤区間が混在し、河道と堤内地

を区別して解析することができない流域における氾濫水の挙動を追跡するた

めに、河川上流部の地形条件を考慮しながら、河道と堤内地を一体化した解

析を行う。
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第2節　旧巨椋池干拓地流域

　2－1　流域および氾濫の概要

　　　この流域は図3－2－

　　1に示すように、宇治川

　　と木津川にはさまれた面

　　積約60㎞、古来万葉集

　　にも詠われた巨椋池を中

　　　　　　　　　　＊
　　心とした地域である。巨

　　椋池は元来、洪水時には

　　宇治川の遊水池的な役割

　　を果していたところであ

　　り、この流域は古くから

　　洪水による被害をたびた

　　び被っていた。昭和に入

　　ってからも数回にわたっ

N

破堤箇所

宇治川

藩轡

川
　折尾川

良v．
線

城陽市

　　　　　　　　　　　　　　　　図3－2－1　流域の概要

て被害を受けたが、ここで解析の対象とする昭和28年の13号台風（以

下5313号台風と呼ぶ）による被害はその中でも甚大であった。

　5313号台風は図3－2－2に示すように、近畿地方を北東方向に進行す

るコースをとった。このコースは統計的にみて、近畿地方に大雨をもたら

すとされるコースであり、図3－2－3の総雨量図に示すように、淀川流域

全域に豪雨をもたらし、大正6年以来の大洪水となった。それまでの淀川

改修計画は、木津川と桂川では同時に大きな出水をすることはなく、また

共に大きい場合でも強雨発生時刻に差があるために、洪水のピークは重な

らないことなどを基本条件として計画されていた。しかし、5313号台風時

には強雨が全流域にほとんど同時に起こったために、木津川と桂川との出

水のピークが重なったこと、および宇治川残流域からの流出量が大きかっ

たことなどから、淀川本川では未曽有の大洪水となったのである。

＊もっとも巨椋池は昭和8年～16年に実施された干拓事業で完全に消滅した。
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　　　　　　　　　図3－2－2

　宇治川では本川から

の背水の影響をうけ、

流水は流路をふさがれ

て水位が異常に高まり、

図3－2－1に示すよう

に、向島観月橋下流約

2Krnの左岸が破堤し、

大量の水が旧巨椋池干

拓地流域に流入した。

この破堤によって旧巨

椋池干拓地区を中心に

面積約2，880ha、期間

約25日の湛水被害を

被った。

　もし、この氾濫がな

台風の進路

5313号台風
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　ければ、枚方地点のピーク流量は、当時の計画高水量6，950m3／sを大幅

　に上回る8，650m3／sに達したものと推定され、上流に天ケ瀬、高山の2

　っの洪水調節用ダムを建設することを中心とする「淀川水系改修基本計画」

　が策定される契機となった。

2－2　計算に使用した資料および条件

（1｝河道の洪水計算

　　（a）対象河道と粗度係数

　　　　淀川本川の下流端を枚方地点、木津川の上流端を加茂地点、桂川の

　　　上流端を納所地点、宇治川の上流端を淀川50・2　Km（宇治）の断面とし、

　　　図3－2－4のようにこの河道区間に計37の計算断面を設定した。断

　　　面特性は淀川本川と宇治川については昭和27年8月の横断測量結果

　　　を使用したが、桂川および木津川にっいては洪水後の昭和30年およ

　　　び昭和32年の測量結果をそれぞれ使用した。これらの河川について

　　　は、昭和27年の測量結果が見当らなかったためである。したがって、

　　全体的な整合性にはやや欠けることになるが、木津川および桂川の当

　　時の改修状況から判断すると、計算に使用した断面特性でも5313号

7～8：河道区間2

9～17：河道区間3

18～34：河道区間4

35～37：河道区間5

　　　　　　　　　　　　　桂川
　　　　　　　　　　　　　竃國納所

　　　　　　　　　　　　　昌36

　　　　　　　　　　　　　5
　　　　　　　　　　　　ド－－　　　－ヨ
　　　河道区間1　　　i351　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　河道区間3　　　　　宇治川

　口　：計算断面の番号　　　　　幡

　i二3　：合流部断面

1～6：河道区間1
　　　　　　　　　　　　口

．…　26
　河道区間4　　　　　　　　　　木津川

27　　　28　　　29　　　30　　　31　　　32　　　33　　　34

　飯　　　　祝　　　　泉　　　　　加
　岡　　　　園　　　　橋　　　　　茂

図3－2－4　河道のモデル化
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　台風当時の断面特性と大差ないと考えてよいと思われる。なお、粗度

　係数については桂川においてn＝0・04、それ以外の河川ではn＝0・03
　　　　5）
　を用いた。

（b）境界条件

　　上記の上流端にはそれぞれ図3－2－5に示すような流量ハイドログ

　ラフを与えた。同図において、加茂と納所については実測の水位から

換算された流量ハイド

ログラフである。淀川

50・2Krnの断面につい

　　　　　　＊
ては、大峯ダムの放流

量に下流支川および山

科川の流量を加えた流
6）

量とした。下流端にお

いては図3－2－6に示

す昭和28年当時の枚

方地点の水位一流量曲

線を与えた。

　　　8（m）

　　　7

　　　6

　　三5
　　曇
　　遊　4
　　茎

　　　3

　　　2

　　　1

　　　0　　　　　　1000　　　　2000

6㎜

5000

三4…

s
哨

　3000

2000

1000

o

；lll　1518

加

茂

大∀ダム放流景＋卜虎支川＋ll｜科川

図3－2－5

2103691215　　　26日
　時間（hr）

流量ハイドログラフ

一枚方一

　！P

1
／

／

／

／

／

／

！ 　　　昭和28《い％肪

鼈鼈鼬 ･況

　　　　　3000　　　　　　　　400e　　　　　　　　5000　　　　　　　　鋤　　　　　　　　7㎜

　　　　　　　流量（耐／s、

図3－2－6　水位一流量曲線

＊現在では天ケ瀬ダム湖の中に水没している。
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　（c）初期条件

　　　標準逐次計算法による不等流計算の結果を与えた。

（2）堤内地の氾濫水の計算

　（a）堤内地分割と地盤高

　　　対象とする堤内地を図3－2－7のように格子に分割し、さらにそ

　　の周辺に境界格子をつけ加える。格子の大きさはAx＝285・44　m、

　　A．y＝231・00　mである。一般格子の地盤高としてはその格子内の地盤

　　高平均値を与える。この地盤高は昭和28年当時の地形図が入手でき

　　なかったために、調査対象区域内各市町村が作成している1／2，500

　　地形図より読み取った。堤内地の地盤高の現況は図3－2－8に示す

　　とおりである。図から明らかなように、巨椋池があった中央部が凹形

　　状となっている。　　　　N

　地盤の高低は氾濫

水の挙動に影響を与

える大きな要因であ

るから、昭和28年

当時と現況地盤高が

どの程度異なってい

るかを確かめておく

必要がある。図3－

2－9は、図3－2

－8に示すA～A’断

面およびB～B’断面

で、現況と昭和28

年当時とを比較した

o」i＝」＝」2（ω

図3－2－7　堤内地の分割

ものであるが、両者は大略一致している。したがって現況と昭和28

年当時では地盤の高低は大きくは違っていないとしてよいようである。
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図3－2－8　地盤高の現況

標
高
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　　　　　　　　　図3－2－9　地盤高の比較

（b）土地利用状況と粗度係数

　　土地利用状況については地盤高と同様、2500分の1の地図から宅地、

　田畑および山林の3地目に分類した。その結果は、図3－2－10に示
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すとおりである。

　この流域は近年急速に都市化が進んでいるが、氾濫区域は旧巨椋池

干拓地を中心とした地域であるために、現在でも土地利用は田畑が主

である。この点からいえば28年当時と大きな相違はないと考えられ

　る。堤内地の粗度係

　数にっいては、Xa－
　　　　　　7）
　nthopoulosらの結

　果などを参考に、土

　地利用状況にあわせ

　て、田畑n＝0・025、

　山林n＝0・060、宅

　地n＝0・040を与え

　た。

（c）排水路および排水機場

　　排水路としては図

　3－2－11に示した

　ように、北から西目

川、排水幹線、古川、

折尾川および名木川

の5っの排水河川を

考慮し、一般格子の

周に沿わせて幅10

mの排水格子を配置

する。ただし、上流

端の排水路では流速

は0とした。また、

下流端の排水路は、

巨椋池干拓地排水機

図3－2－10　土地利用の状況

巨椋池干拓地

排水機場

排水幹線

折尾川

図3－2－11　排水路および排水機場の位置
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　場を想定したポンプ格子に接続されているものとし、ポンプ排水能力

　は40m8／sとした。なお、粗度係数は一律にn＝0．025とした。

　　排水路の計算では計算の安定上の問題などから計算時間間隔を十分

　小さくとる必要があるので、計算に長時間を必要とする。したがって、

　排水路の効果を検討する際には、排水路がないとした場合の河道一堤

　内地系の氾濫計算から得られた越流流量ハイドログラフを入力として、

　堤内地だけの氾濫解析を行うことにする。

（d）越流量の計算

　　観月橋下流2㎞の地点に相当する格子を破堤格子とし、破堤の条件

　および越流量の算定に必要なパラメータは次のように設定した。す

　なわち、破堤開始外水位H＝T・P．15・44m、破堤敷高H＝T・P・　10・44

　m、破堤長L＝600mである。破堤開始外水位は破堤地点の近くにあ

　る三栖水位観測所で測定された記録（後述する図3－2－13参照）に
　　　8）
　よれば、破堤が起こったとされる時間では約T・P・16・23mであるが、

　河道洪水追跡計算の結果ではT・P・15・44mまでしか水位が上昇しな

　かった。したがって、破堤時間をあわせるという意味でH＝T・P・

　15・44mに設定した。破堤敷高にっいては田面高まで決壊したという

　記録をもとに決定した。破堤幅についても、450mと600　mという2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9）
　つの説があるが、ここでは600mに設定した。また、破堤は一定速度

　で徐々に進行するものとし、破堤開始後2時間で設定された破堤幅や

　敷高になるものと仮定した。2章4節で述べたように、破堤のメカニ

　ズムは複雑であり、最終破堤断面に至るまでの時間の与え方によって

　は、氾濫の形態がかなり異なることも予想される。したがって、この

　時間の与え方によって氾濫の形態がどのような影響を受けるか調べて

　おく必要があろう。

　　図3－2－12は最終破堤断面に至るまでの時間を30分、60分、

　90分、120分、および150分と変化させた場合の越流量ハイドログ

　ラフ、氾濫面積、ならびに破堤点直下のメッシュにおける南向（堤内
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地の方向）の流速の計算結果をそれぞれ示したものである。当然なが

ら、これらの計算結果には河道の水位ハイドログラフの影響も含まれ

ているが、今回のケースでは破堤が河道内の水位が急激に変化する時

間帯に起こったものではないため、大きな影響はないものと考えられ

る。図3－2－12（a）の越流量ハイドログラフから分かるように、最終

破堤断面になった時間でピーク流量が発生しており、図3－2－12（b）
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　　　図3－2－12（b）流速の変化
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　　　図3－2－12（c）氾濫面積の変化
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　　の破堤口直下の流速も越流量と対応した結果となっている。このよう

　　　に破堤口からの流入水は最終断面に至るまでの時間にかなり影響をう

　　　けることが分かる。また、図3－2－12（c）の氾濫面積の比較から分か

　　　るように堤内地の氾濫水は、ある一定時間遅れで広がっており、最終

　　破堤断面に至るまでの時間は氾濫水の初期の挙動にもかなり影響して

　　いることが分かる。しかしながら、その影響は時間の経過とともに徐

　　　々に小さくなっており、破堤4時間半後位になると氾濫面積は大差な

　　　くなっている。これは旧巨椋池干拓地流域の氾濫特性の影響もあるが、

　　氾濫水の挙動自体も流域の粗度等の影響をうけて徐々に大差のないも

　　　のとなったと考えられる。このように、破堤の仕方、すなわち、最終

　　破堤断面に至る時間の影響は氾濫の初期には大きいといえるが、時間

　　　の経過とともに次第に小さくなると言えよう。したがって、ここで想

　　定した2時間で最終破堤断面になるという設定には問題が残るが、そ

　　　の妥当性は計算値と実績値との比較によってある程度検証できるもの

　　　と考えられる。

　　（e）初期条件

　　　破堤以前の状態として、対象領域全体において水深および流量フラ

　　　ックスはすべて0とした。つまり、降雨などによる内水は初期には存

　　　在しないとするのである。

　　（f）計算時間間隔

　　　　計算の結果、河道についてはAt＝10　sec、堤内地についてはAt＝

　　　5secとする。

2－3　実績と計算結果との比較

（1｝河道洪水追跡計算

　　　河道の洪水追跡計算の妥当性については既に文献5）で確かめられて

　　いるが、破堤を伴った解析については、必ずしも明らかではない。した

　　がって、破堤点における水位が計算によって、どの程度再現できるかを

　　調べたのが図3－2－13である。黒丸は破堤点近くにある三栖水位観測
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所において観測された

ものであり、実線が計

　　　　　
算値である。破堤時刻

は9月25日21時30

分頃であり、破堤が生

じたために水位が急激

に下がっているのがわ

かる。実績値と計算値

とではピークで約79

㎝の誤差があるが、両

者の傾向はほぼ一致し

ている。また図3－2

－14には枚方での流

量および水位のハイド

ログラフを示している

が、計算値と実績値は

　　　　　　　　　＊＊
ほとんど一致している。

図3－2－14には破堤

がなかったとした場合

の枚方における流量ハ

イドログラフを併記し

ているが、

（
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　　　　　　　　　　　　　　　1000
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2103691215　　　　　　　　　　　　　　　　15　　1S
　　　　　　　　　　　　　　　　25日　　　　　　　　　26　H
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　　　　　　　　　　　図3－2－14　枚方における水位・流量の比較

　　　　　ピーク流量は8，450m3／sであり、過去の検討結果と同程度

の値を示している。破堤点における計算値と実績の水位とのずれの主な

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊＊＊
原因は、宇治川の流量ハイドログラフの信ぴょう性の問題等も含めて、
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＊　水位の基準点は量水標の零点高をとっており、T．P．に換算するには一1．30mを加え

　ればよい。

＊＊水位をT．1）・に換算するには＋5．87mを加えればよい。

＊＊＊大峯放流量は実測水位から換算されたものであるが、下流支川や山科川流量の算定

　根拠が明確でない。
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計算の入力条件の精度にあると考えられる。しかしながら、河道洪水追

跡計算全体からみれば、その再現性は満足すべきものであるといえよう。

また、破堤後についても実績と計算値とはよく一致していることから、

破堤のメカニズムやパラメーターの値もほぼ妥当なものとしてよいであ

ろう。また、越流流量がピークに達するのが26日0時であるが（後述

する図3－2－18参照）、その時点での河道の流量の分布を図3－2－

15に示しておく。

杜川 ▽▽▽ 37　納所

36

35

　　淀川本川

響1鷺23三珂27’95㍗91習61署31ζ11夢71旨9
　　　　　　宇治川
1響11鯉51弩6　1署2
　　↓2564）

12
k　19°

8　

幡

　　八

旧力■

△△　△△

65

木

．商浜4321枚方 15●向陽141312・松林1ー

|ンプ場

●淀109

凡例
　7361流量（単位：m8／8）

　ぐ　流向

16 G17
　鳥

図3－2－15　河道流量の分布状況（越流量ピーク時）

　図から明らかなように、破堤地点下流の宇治川では大きい流量の逆流

となっていること、および桂川の流量が二分されていることが分かる。

これは木津川の流量がこの時点ではきわめて大きく、その結果、木津川

の合流点において水位が相当上昇し、これによるせき上げのために桂川

の流量の一部が宇治川へ逆流したことを表わしており、三川合流部にお

ける各河川の洪水の複雑な挙動がうかがわれる。
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年に起こったにもかかわ

らず、氾濫区域や湛水

深など氾濫水の挙動を

詳細に記録した文献は

数少なく、したがって、

断片的な資料を寄せあ

つめて、氾濫水の挙動

を推定するより他に方

法がない。

　氾濫被害の約半年後

に発行された文献9）

　　　ム

図3－2－16

遍讐．
ガ∈ 酬1．1．1L．t－’．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氾濫水の実績到達時間分布

によれば、氾濫水は図3－2－16に示すような到達時間分布で堤内地の

各所に到達している。図3－2－16を、図3－2－8に示した等高線図

と比較すれば明らかなように、凹型の低地にかなり速い速度で浸入して

きた氾濫水は、地盤の高いところに阻止されて、その後はそれほどの拡

がりをみせることなく、徐々に湛水深を増加させながら、地盤の高いと

ころに浸入していったものと考えられる。これは当時の新聞でも「袋水」

と称されたように、出口を見出せない氾濫水が流域内に徐々に湛水して

いった結果である。巨椋池干拓地排水機場で観測された最大湛水深は、26日

の正午でT・P．14・3mであったことから、この時間にはこの水位でほとんど水

平に湛水していたものと考えられる。図3－2－17にはT・P・14．3mの等高線に

相当する格子を結んで湛水区域とした推定の実績最大湛水区域を示しておく。

　つぎに、以上のような氾濫水の挙動が、どの程度計算によって再現で

きるかを調べてみる。まず堤内地の排水路の存在を無視した場合に

ついて述べる。図3－2－18は堤内地への越流量と湛水量のハイド

ログラフである。25日の23時頃ピークとなった越流量は、26日
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の4時頃から急激に減

少している。これは堤

内地の水位と宇治川の

水位とがあまり差がな

くなってきたことを意

味しており、図3－2

－13に示したように

宇治川の水位が低下す

るとともに氾濫水の挙

動が拡散型から湛水型

へ移行して堤内地の水

位が上昇したためであ

る。一方、湛水量は26

三16°°

主1400

観月橋

図3－2－17　実績最大湛水区域（推定）

7000

目流被

6000

湛水吊

5

800

U00

S00

Q00

苦3

｡

1000

　0

Q00

S00

22　　23　　　0　　　1　　　2　　　3　　　4　　　5　　　6　　　　7　　　8　　　9　　　10　　　　1　　12　　　13　　　14　1

Q5H　　　　26日
@　　　　　　　　　　　　　　　　　　時間（hr）

　　　図3－2－18　越流量および湛水量ハイドログラフ

日の11時頃に最大（約6，900万㎡）となっており、その後は堤内地か

ら河川への逆流が生じている。減水状況に関しては計算値と比較できる

資料は見当たらないが、文献12）によれば減水が始まったのは26日の

14時頃とされている。図3－2－18からも明らかなように計算値にお
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いて湛水量が大きく減少していくのは26日13～14時頃であり、26

日11時頃から14時頃までの水位減少量は図3－2－19に示す対象区

域内の水位一湛水量曲線から判断すると、約15㎝である。したがって、

14時頃までには湛水深の減少が被災住

民の眼にもみえる状況にあったものと推

定されるが、湛水深の減少は実際には

11時頃から徐々に進行していたものと

考えられる。

　図3－2－20（a）～（e）は湛水深や流量フ

ラックスの時間変化を示したものである。

図3－2－20（a）、（b）は破堤開始後約2時

間と5時間を経過した越流量がピークに

近い時点のものである。氾濫水が地盤の

高いところを避けながら、1頂次低地に浸

（宅）囑終頬

×107
12

10

　　8　　　　　10　　　　　12　　　　　14　　　　　16

　　　　水位（T．P．m）

図3－2－19　水位一湛水量
　　　　　　　曲線

入しつつあることがみられ、地形にしたがった氾濫水の拡散の過程が示

されている。また、図3－2－20（c）および（d）、（e）はそれぞれ破堤後8時

間と最大湛水深を示した後、逆流が始まった13．5時間と17時間後の

状況を示したものである。この3つの図を比較すると明らかなように、

破堤8時間後にはT・P・13～14mの地盤高まで到達した氾濫水は、そ

の後、高い地盤に阻止されたために氾濫区域をそれほど拡大できず、湛

水深のみを増大させ、その後徐々に減水している。このことは前述の図

3－2－18の結果と対応するものであり、氾濫水の形態が拡散型から湛

水型へ移行した後、減水していく様子が示されているといえよう。

　つぎに、堤内各地点での氾濫水の挙動を調べてみる。図3－2－21は

その一例として、破堤点の直下の格子における氾濫水の流速、湛水深の

時間変化を示したものである。ここで、Vxは東西方向の流速で東向き

を正、またVyは南北方向の流速で北向きを正としている。破堤点におけ

るこの種の情報は、堤防の締切工法や作業の開始時間などを決定する際
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　湛水深分布図
@　凡例（m）

ﾚ0．Ol以上一〇．1未満

}0．1以上一〇5未満

B05以上一10未満
?0以上一20未満
｡20以上一30未満

図スクツ
一フ

フ量流

　畑

鵠　一

∨‥：葺三

三ヨ㍉じ

Xい砦‥ニ

リ㌍‥三

一

■3．o以上一

縮尺■■■1000m

図3－2－20（a） 氾濫水の状況一破堤2時間後

（昭和28年9月25日23時30分）

　湛水深分布図
　　凡例（m）

va　O．O　1以上一〇ユ未満

　　0，1以上一〇．5未満

　　O．5以上一〇．1未満

　　1．0以上一2．0未満

■20以上一30未満
■s．o以上一

流量フラックス図

　　凡　例

縮尺一1000m

図3－2－20（b） 氾濫水の状況一破堤5時間後

（昭和28年9月26日　2時30分）
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　湛水深分布図
　　凡例（m）

ZO．012止一〇．1未

　　0．1以上一・O．5未満

　　0．5以上一1・0未満

　　1．0以上一2・0未満

　　20以上一30未満

■30以上一

流量フラックス図

　　　凡　例
　　　10　m2／8

1：iこ：i：；tllここ：：：：…

縮尺■＝mtm　1000　m

図3－2－20（c） 氾濫水の状況一破堤8時間後

（昭和28年9月26日　5時30分）

　湛水深分布図
　　凡例（m）

va　O．O　1以上一〇．1未満

　　0．1以上一〇．5未満

　　0．5以上一1．0未満

　　1．0以上一2．0未満

　　20以上一30未満

■30以上一

流量フラックス図

　　　凡　例

縮尺■国■1000m

図3－2－20（d） 氾濫水の状況一破堤13・5時間後

（昭和28年9月26日11時00分）
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　湛水深分布図
　凡例（rrD

圏0．Ol以上一〇．1未満

目O．1以上一〇．5未満

陰§05以上一1．0未満

囮　1．0以上一2．0未満

■　20以上一30未満

■3．o以上一

流量フラックス図

　　　凡　例
一10㎡／8

　　　　　　　　　　　　　　　　　　縮尺一　1000m

図3－2－20（e）氾濫水の状況一破堤17時間後

　　　　　　　（昭和28年9月26日14時30分）

6

s

湛水深（m

2
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0

　　　22230123456789101112131415　　　　　25日　　　　　　　　　　26日　　　　　　　　時間（hr）

　図3－2－21　破堤点直下における氾濫水の流速と湛水深

にはきわめて重要なものである。図3－2－21から流速に関して次の

ようなことがわかる。すなわち、氾濫水の流れは南向き（堤内地の方向）

3

流2

速 湛水深
（

VY

m
／
8

）

1

VX

0
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の流れが卓越していること、越流量のピーク時にあたる26日0時頃に

は、流速もピークとなっており、その値は約2・3m／sとかなり速いもの

であること、また、越流量が減少するにっれ、流速も徐々に小さくなり、

付近の格子で堤内地から河道への逆流が始まる26日の11時頃にはほ

とんど0となっていること、などである。湛水深については26日11

時頃をピークに徐々に減少しており、図3－2－18と一致した結果と

なっている。このような破堤点付近における氾濫水の状況は、当然なが

ら破堤の仕方によってかなり異なることになる。したがって、流速値の

妥当性などにっいては破堤のメカニズムの仮定の問題を含めて、今後さ

らに検討する必要があるが、計算結果から判断すれば、破堤点付近の流

れの状況はうまく再現できているといえよう。

　図3－2－22と図3－2－23はそれぞれ氾濫水の到達時間分布と湛水

区域および湛水深を示したものである。まず、到達時間分布については

図3－2－16に示した実績と比較すると明らかなように、2、3の地点

で異なるところはあるが、両者の値は大略一致しているといえる。

　つぎに、湛水区域と湛水深とを比較してみよう。各メッシュの地盤高

に図3－2－23に示し

た湛水深を加えると、

T・P・13・8mの高さで

水平に湛水した結果と

なっている。したがっ

て、氾濫区域は図3－

2－17に示した実績

とほぼ一致するが、湛

水深については実績の

T・P・14・3mと約50

cmの差がある。この水　　口翻雷批副時゜分　　　　　　　Z－」

位差は図3－2－1gの水　　図3－2－22　氾濫水の計算到達時間分布
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位一湛水量曲線を使っ

て流量に換算すると約

1，400万m3となる。し

かしながら、計算に使

用した入力条件の精度

や破堤のメカニズムを

単純化して取り扱って

いることなどを考える

と、実績値と計算値の

この程度の差は大きな

問題とはならないであ

ろう。むしろ上述のよ

うな計算値と実績値の

比較の結果から判断す

ると、河道と堤内地と

が一体となった複雑な

水の動きが、本解析法

によってきわめて精度

よくシミュレートでき

ているといってよいと

思われる。

　つぎに、図3－2－11

に示したような中小河川

を排水路として取り扱っ

た計算結果を述べること

にする。この計算では破

堤点において図3－2－－18

に示した越流量ハイドログ

　湛水深分布図
　凡例｛m｝

辺0．01以上一〇．1未満

匡ヨ　0．1」≧し上こ一〇5未満

匿ヨO．5以上一1．0未ma

iZZI　1．0以上一2．0未満

■■　20以上一30未満

■30以止一

図3－2－23

流量フラックス

　凡　例
一一一一10mi／s

縮尺一1000m

湛水区域および最大

湛水深分布

　　　　　　　　紬尺x里田口口looOln

図3－2－24（a）排水路がある場合の

　　　　　　　　氾濫水の状況
破堤1時間後（昭和28年9月25日13時0分）
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ラフを与えている。図

3－2－24（a）、　（b）｝こ1よ

破堤1時間後と5時間

後の流量フラックスを

示しているが、初期の

段階では排水路方向の

流れが、他の一般格子

の流れより卓越してい

る。これは氾濫水が排

水路に流れ込み、排水

路に比較的大きい流量

フラックスが発生する

とともに、排水路沿い

に浸水が伝播し、排水

路に接する一般格子に

も浸水が早期に及んで

いることを示している。

しかし、破堤後5時間

経過した図3－2－24

（b）では、一般格子の流

量フラックスがきわめ

て小さくなっているの

に対し、排水路に沿っ

た流量フラックスは依

然として大きいままで

ある。この時間では計

算された水面はほぼ水

平となっており、排水

流量フラックス図

　凡　例

　　　　　　　　∫i｜尺皿1000m

図3－2－24（b）排水路がある場合の

　　　　　　　　氾濫水の状況
破堤5時間後（昭和28年9月25日17時0分）

図3　－2－25
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路だけにこのような大きい流量フラックスが残ることは実際には考えに

くい。

　図3－2－25は破堤3時間後までの氾濫水の到達時間分布を示したも

のであるが、前述したように排水路に流れ込んだ氾濫水は一般格子の流

れよりも速い速度で流下するために、1時間後には既に巨椋池排水機場

に到達している。図3　－2－16の実績到達時間分布において、巨椋池排

水機場付近に1時間で氾濫水が到達した地点があるが、これは排水路を

速い速度で流下してきた氾濫水が、排水路から流れ出たために、排水路

を考慮しない場合の計算値では説明がつかない程早く到達したものと考

えられる。

　以上のように、排水路の計算方法は破堤初期においてはほぼ妥当な計

算結果を与えるが、破堤後相当時間を経過したときの排水路の流れの計

算になお検討の余地を残しているといわねばならない。また、計算時間

間隔をきわめて小さくとらなければ安定な解が得られないということも

現地に応用する場合には問題となるであろう。これらはいずれも基本的

には、粗度係数の与え方や排水路と一般格子の大きさが極端に異なるこ

とに起因するものであると考えられる。したがって排水路の計算に複雑

な方法を採る前に、これらの点についての検討が必要であると考えられ

る。
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第3節　淀川本川右岸流域

　3－1　流域および氾濫の概要

　　　この流域は図3－3－1に示すように淀川本川27㎞下流の右岸地域で、

　　芥川、安威川、神崎川などの支川で囲まれた面積約90㎞の流域である。

　　この流域は大正6年10月、図3－3－2に示すように潮岬沖をかすめて

　　関東地方へ上陸した台風による出水によって、大きな氾濫被害をうけた。

　　この台風による雨は図3－3－3の総雨量図に示すように木津川流域に中

　　心があったが、支川芥川が破堤したのに続いて、枚方市の対岸の高槻の大

　　塚地先で本川が破堤したのである。

　　　この破堤による氾濫水は右岸沿いの各市町村を直過して現在の東淀川区、

　　西淀川区の工場地帯にまで到達した。この洪水は右岸および左岸のほぼ全

　　域が湛水被害を被った明治18年の大洪水と並ぶ歴史的な大洪水であり、

　　浸水面積は約5．200haに及んだ。この出水によって淀川治水計画が再検討

　　され、「淀川改修増補工事」が実施される運びとなったことは周知のとお

　　りである。

　　　　　　　　　　N　　　　　　　　　　▲

　　　　　川
　　　海　安　　　芝生
道　　　威

　　　川
㍑

事津市

日←刊大川4守

図3－3－1　流域および災害の概要
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｛2e・

D：，

ク令

伝

図3－3－2　台風の進路

3－2　計算に使用した資料および条件

①破堤越流量ハイドログラフの推定

　この洪水は、5313号台

風時と違って正確な水位

観測資料が十分でないた
　　　　　　　10），11）
めに、現有の資料をもと

に破堤地点からの越流量

ハイドログラフを以下の

ように推定した。

　大塚地点での越流量ハ

イドログラフは、その上

下流の流量ハイドログラ

フが推定できれば、その

差として大略の推定が可

能である。大塚の上下流 図3－3－3総雨量

一86一



に位置する広瀬と枚方では洪水時に水位が観測されているために、あと

はこれを当時のH－Q曲線を使って流量に換算すればよい。当時の代表

的な観測地点のH－Q曲線については、米田正文博士の「淀川計画高水
　12）

論」に取りまとめられているが、広瀬については河床変動が大きかった

こともあり、昭和年間の関係式しか記載されていない。したがって、こ

のH－Q曲線を使って推定された広瀬の流量ハイドログラフの妥当性を

木津川、桂川および宇治川の流量ハイドログラフから調べてみる必要が

ある。2章4節でも述べたように三川合流点の水理現象は複雑であり、

厳密な値を推定しようとすれば、前述のような河道洪水追跡計算を行う

必要がある。当時の河道特性を推定するための資料はほとんどなく、宇

治川での水位観測も部分的にしか行われていないためec　．詳細な再現計

算を行うことはできない。したがって、ここでは河道を単純な線型水路

と考えて、ハイドログラフの変形は考えずに単に流下時間のみを考える

ことによって越流量の推定を試みる。まず、木津川では八幡の観測値を、

桂川では羽束師の観測値を使用する。宇治川にっいては部分的な観測し

か行われていないので、それらを参考にして一律に500㎡／sの流出量

と仮定する。文献ll）によれば、当時においては羽束師から三川合流後

の広瀬までは約2時間、八幡からも約2時間の流下時間を要し、さらに

　　　7000

6000

asら　　

x

白4000

蜘

2000

1000

　14　　17　　20　　23　　 2　　　5　　　8　　　11　　14　　17　　20　　23　　　2　　　5　　　8

　　　9／30　　　　　　10A　　　時N　（h・）10／2

図3－3－4　基準地点における流量ハイドログラフ
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広瀬と枚方とではピークのずれが約2時間と推定されることから、これ

らのピーク時間のずれを考慮しながら三支川の流量ハイドログラフを重

ねあわせると、枚方での流量ハイドログラフが推定できる。図3．－3－4

はこのようにして求められた流量ハイドログラフである。なお、図中の

大日の流量ハイドログラフは、水位観測値から当時のH－Q曲線を使用

して流量に換算し、1・2時間早めたものである。大日は枚方の約8

㎞下流に位置しているが、1・2時間のピークのずれを考慮すれば、両者

の観測値はほとんど一致することがわかる。このことは枚方における観

測値がほぼ正確であることを裏付けるものである。また、広瀬の流量ハ

イドログラフと三支川の単純合計流量ハイドログラフとを比較するとピ

ーク時で約1，000m3／sの差があるが、全体的には同様な形状となってい

る。羽束師の下流の納所で氾濫が生じていた事実や、河道によるピーク

流量の低減効果を考えると、昭和年間のH－Q曲線を使用した広瀬の流

量ハイドログラフはほぼ妥当なものと考えてよいようである。したがっ

て、広瀬のハイドログラフとして10月1日の15時までは広瀬の観測

値をそのまま使用し、その後は三支川の合計流量ハイドログラフを使用

することにして、広瀬と枚方との流量の差を大塚における越流量ハイド

ログラフとすることにする。こうして求められた越流量ハイドログラフ

は図3－3－5に示すと

おりである。なお、大塚

で破堤したのは、10月

1日8時40分頃である　＿
　　　　　　　　　　　　ξ
が、すでに5時頃には本　；

川の背水の影響を受けて、nc

支川芥川が芝生地点で破

堤しており、このことは　　　　　　　10／1　　　　　　10／2

枚方の流量ハイドログラ　　　　　　　　　　時間伽）

フがそれぞれの時間で急　　図3－3－5越流量ハイドログラフ

芝z 大塚

4 1■　　　　　　13　　　　　　16　　　　　　19　　　　　　聞　　　　　　1　　　　　　　4　　　　　　　7　　　　　　10
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　激に落ち込んでいることに対応している。

②堤内地の分割と地盤高

　　対象とする流域を図3－3－6のように分割し、さらにその周辺に境界

▲

［z〕境紺1

ロー射略‘

図3－3－6　堤内地の分割

図3－3－7　地盤高の現況
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　格子をっけ加える。格子の大きさはAx＝285．44　m、4y＝231・00　mで

　ある。一般格子の平均地盤高は、1／2，500の地形図から読み取ったデー

　タを使用した。地盤高の分布状況は図3－3－7に示すとおりである。

③土地利用状況と粗度係数

　　土地利用状況は地盤高と同様、1／2，500の地形図から読み取ったデー

　タから、宅地、田畑、山林の3地目に分類した。その結果は図3－3－8

　に示すとおりであるが、当然ながら、大正6年当時とはかなり違ってい

　るものと考えられる。明治末期の地図があればそれを利用して同様の解

　　　　　　　　　　＊
　析を行うべきであろう。なお、各地目の粗度係数にっいては旧巨椋池干

　拓地流域と同様の値を採用した。

畑地地

例
田宅山

　　　　　　　　　　　　　　　　縮尺■ロm2000皿

　　　　　　　　図3－3－8　土地利用の現況

④　盛土の配置

　　図3－3－1の流域概要図に示したように、この流域にはいくつかの

　支川があり、その堤防によって氾濫水の挙動が左右される。この現象を

　シミュレートするために、2章4節で述べた盛土を堤防と考えて各支川

　沿いは図3－3－9のように配置する。また、大正6年洪水では氾濫水

＊明治18年測量の陸地測量部の2万分の1の地図は存在する。
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の浸入によって支川の堤防がつぎつぎに破堤したが、その現象を再現す

るために、一定時間後には天端高が0となる仮想堤防を破堤個所にあわ

せて設定した。（後述する図3－3－10参照）。大塚と芝生の間に設け

た堤防も仮想堤防であり、芥川に続く本川の破堤に伴う氾濫水の挙動を

図3－3－9　盛土（堤防）の配置

　再現するためのものである。破堤の仕方としては破堤開始後30分で盛

　土の高さが0となるように設定する。一般の堤防の高さとしてはT・P・20

　mを一律に与えたが、これは仮想堤防以外での越流を防ぐためである。

　ただし、玉川の堤防だけは盛土高をT．P・7・5　mと地盤高より、約3m高

　いものとした。また、安威川および神崎川の河床高については、現況の

　河床高を入力した。したがって、当時に比べて疎通能力をかなり過大に

　評価していることになる。

⑤　境界条件

　　破堤点である大塚地点に相当する格子に、図3－3－5に示した越流

　量ハイドログラフを左側に向かう流量フラックスとして与えた。神崎川

　の下流端にあたる境界格子には仮想の排水機場を設け、その格子に到達
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　　した流量は全て排水できるものとした。

⑥初期条件と計算時間間隔

　　初期条件については、旧巨椋池干拓地流域と同様、破堤以前の状態と

　　して、対象領域全体において水深および流量フラックスはすべて0とし

　　た。この場合、河道の初期条件としては不自然であるが、計算の簡略化

　　のために上記のように与えることにした。計算時間間隔については試算

　　の結果At＝10secとした。

3－3　実績と計算結果との比較

　　この氾濫は約60年前に起こっているので、5313台風時と比べて氾濫水
　　　　　　　　　　　　　　　　　　13）－15）
の挙動を記録した文献はさらに少ないが、これらの資料に記録されている

氾濫被害の状況から、氾濫水の挙動は大略次のように推定できる。

　　大正6年10月1日5時頃、淀川本川からの背水の影響もあって支川芥

川が芝生地点で破堤し、氾濫水が安威川および玉川方面へ浸入したために

付近一帯はたちまちのうちに浸水した。っいで、同8時40分頃に本川大

塚堤防が破堤し、大量の氾濫水が堤内地に流れ込んだが、流勢は2方向に

分れ、一方は高槻方面へ拡がり、同11時30分頃には高槻に到達した。

　また、他方は芥川からの氾濫水と合流して安威川の左岸堤防沿いに流下し

霊／

図3－3－10 氾濫水の挙動
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ながら、同17時には鳥飼付近に到達し、遂には神崎川の堤防にまで到達

した。そして、同19時30分頃神崎川の堤防に決壊口を作って神崎川に

流れ込んだ氾濫水は、神崎川の水位を急激に増加させながら流下した。

そのために、同23時10分頃には左岸の下新庄で破堤が生じ、氾濫水が

神崎川の左岸へ流れ込んだ。また、下新庄の下流に位置する三国でも、流

失した橋桁が、下流の鉄橋にさえぎられて河川をせき止めた形となったた

めに溢水が生じ、越流水は三国および十三方面に浸入した。一方、安威川

筋においても各所で破堤を生じ、安威川右岸一帯はほとんど浸水被害を被

った。このような状況を図示したのが図3－3－－10である。　こうして支川の堤防

をっぎつぎと破堤させながら流下した氾濫水は、本川右岸全域を襲って、

明治18年の本川右左岸が浸水した大災害と並ぶ壊滅的な被害を与えた。

図3－3－11は浸水被害をうけた地点を地盤高を考慮しながら推定した．

実績湛水区域図であるが、右岸のほとんど全域が浸水被害をうけていること

がわかる。

　　　　　　図3－3－11　実績最大湛水区域（推定）

つぎに、上述した氾濫水の挙動を計算によって追跡してみよう。

まず、図3－3－12（a）～（e）は流量フラックスと湛水深の時間変化を示し
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たものである。図3－3－12（a）は10月1日8時のもので、芥川の破堤を

再現するために設けられた仮想堤防に沿って氾濫水が安威川および玉川方

向へ流下していく様子がみられる。図3－3－12（b）は仮想堤防を大塚破堤

時間にあわせて破堤させた後約3時間後の状況で、既に氾濫水は高槻に到

達している。図3－3－12（c）は1日21時のものであるが、19時30分

に神崎川の仮想堤防が破堤しているために、氾濫水は既に神崎川へ流れ込

んでいる。図3－3－12（ld）、（e）は2日1時と5時の状況であるが、下新

庄および三国で破堤が起こっているため、神崎川左岸一帯は大半浸水して

いる。また、（e）では安威川右岸一帯も吹田や味舌での破堤によって浸水被

害をうけているが、上流一帯の氾濫は下流にあたる吹田や味舌での破堤に

よって生じた氾濫水が浸入してきた結果であることがわかる。また、この

時間になると最上流側の高槻では徐々に減水が始まりかけている様子がう

かがえる。

　　　　　　　図3－3－13　計算到達時間分布

図3－3－13には氾濫水の到達時間分布を示しているが、図3－3－10
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に示した鳥飼、高槻および十三での実績時間と比較するとほぼ一致してい

ることがわかる。

　図3－3－14は湛水区域および最大湛水深の分布図である。湛水区域に

ついては、図3－3－llをみれぱ明らかなように、計算と実績とはほとん

ど一致しているが、安威川の右岸沿いで計算値の方がわずかに狭くなって

いる。湛水深については比較すべき正確な記録が残されていないために詳

細は不明であるが、一丈（3・03m）を越える湛水深も数箇所で記録されて

いることから、計算値が多少小さめの湛水深となっているようである。こ

　　　　　　　　　　　　　　　　縮尺■ロロ■㊤2000m

　　　　図3－3－14　湛水区域および最大湛水深の分布

れは各支川の破堤点からの越流量が少ないためであり、当時の状況から判

断してもかなりの流量が流れていたと考えられる各支川の流量を全く無視

していることや、図3－3－5に示した流入量ハイドログラフの推定精度

などに起因するものであろうと考えられる。

　以上述べたように、入力条件の妥当性の問題もあって、計算値と実績値

とでは多少の違いがみられるが、支川堤防に阻止された氾濫水が、つぎっ
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ぎと破堤を生じさせながら下流に浸入していく様子が現実に近い形で再現

されているように思われる。しかしながら、ここで述べた解析方法を淀川

右岸流域と類似の地形の流域に適用することによって、治水上の種々の施

策を検討するためには、破堤のメカニズムを明らかにして破堤時刻等を正

確に推定する必要がある。

第4節　猪名川多田流域

　4－1　流域および氾濫の概要

　　　この流域は淀川の支川である猪名川の上流部に位置し、図3－4－1に

　　示すように面積51crll程度の小流域であるが、この区間の河道の上流端およ

　　び下流端が狭窄部となっているために、過去しばしば洪水氾濫に見舞われ

　　てきた。近年、猪名川流域では急速な都市化が進行して中・下流部は典型

　　的な都市河川の様相を呈し、最近では水源に近いところにまで開発が及ん

　　できた。したがって、多田流域にも洪水氾濫に関する十分な知識を持たな

　　い人々が居住する傾向にあり、建設省や関係自治体では総合治水対策の一

　　環として、過去の実績浸水区域を公表するなどの対策をとっている。

▲

　　　　　　　L』L三L一《’）

　　　　　　　　　図3－4－1　流域の概要

　本解析で対象とする洪水氾濫は昭和47年9月の台風20号（以下7220

号台風と呼ぶ）によるものである。この台風による出水によって多田流域

は昭和28年、35年、42年に続く浸水被害をうけた。7220号台風は
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図3－4－2に示すように前記2洪水の場合と同様に北東進型台風であり、

図3－4－3に示すように降雨量がかなり多く、淀川水系では桂川流域の

’・ Y
D・、

∠2ぶ

図3－4－2台風の進路
7220号台風

（昭和47年9月13日～16日）
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亀岡盆地でも浸水被害をうけている。多田流域に関していえば、5313

号台風の出水の方が大きく、浸水区域も広かったと推定されているが、

　7220号台風によ・る氾濫は比較的近年に起こったものであるために、氾濫
　　　　　　　　　　16）
に関する聞き取り調査が行われており、計算結果の検証が容易である。

4－2　河川上流域への適用と問題点

　前述の2流域で実施した氾濫解析は、比較的平坦な堤内地を対象とした

　ものであり、旧巨椋池干拓地流域についてはこれに一次元解析法による河

川の洪水追跡計算を組み合わせたものである。しかしながら、ここで対象

　とする流域は連続な河川堤防が存在せず、有堤区間と無堤区間が混在して

おり、したがって、流れにとって堤内地と堤外地との区別が必ずしも明確

　ではない。

　　このような流域を対象として氾濫水の解析を行う場合は、中・下流域の

　ように堤内地と堤外地とを明確に区別して取り扱うことは適切ではなく、

　また実際には不可能である。したがって、ここでは対象流域のうち比較的

地盤の低い部分が通常は河川と呼ばれる部分であると考え、氾濫区域全体

　に対して二次元の氾濫水の解析モデルを適用することにする。この場合、

　有堤区間の扱いには淀川右岸流域の場合と同様に河川堤防を氾濫区域内に

存在する盛土の一つであると考え、盛土を考慮した場合の解析法を適用す

れば、それ以外に何ら特別な扱いをしなくてもよいことになる。

　　しかしながら、このような河川上流域における氾濫水の挙動を解析する

　際には、河川上流域の地形的特徴として勾配が比較的急なことと、上述の

　ように、河川と堤内地とを区別しなかったことにより生じる新たな問題が

　ある。それは計算格子の地盤高の高低差が中・下流域の堤内地のそれに比

　較してそうとうに大きくなること、とくに河川とみなされる部分とそれに

　隣接する部分との間に河岸段丘が発達している場合にそれが著しいことに

起因するもので、このような地形は数値計算を実施する面からみると、次

　のような不都合を生ぜしめる。つまり、周辺より地盤高の高い地点に浸

　水が及んだとき、そこでは当然水深は周囲に比較して浅いため、前述の
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　（2．15・1）および（2・15・2）式の左辺第2項および第3項（非線型項）が

　他の項に比較して大きくなり、極端な場合には発散する恐れがあることで

　ある。さらにこの種の水の運動の計算において避けられない水面の振動が

重なれば、上記のような地点において、解が不安定となることが考え

　られる。このような問題を避けるには（242・1）および（2・12・2）式

の非線型項の差分化に（2・15・1）および（2・15・2）式のような中央差

分をとらずに流れ方向に応じて差分をとる区間を変化させる前方差
　　　　　　　　　　　　　　17）
分をとればよいとされているが、この問題は氾濫水の先端部の処理方法と

密接に関連していることは明らかであり、差分のとり方だけの問題とも考

　えられない。ただ上述の非線型項は上記のように浸水の初期のみにおいて

大きな意味をもっものであり、湛水が進行し水深がかなり大くなれば、そ

れほど大きな影響を及ぼすとは思われないので、以下に述べる計算におい

ては、数値的に安定な解を得るためにこの項を無視することにする。

4－3　計算に使用した資料および条件

①堤内地の分割と地盤高

　　対象とした堤内地を図3－4－4のように格子に分割する。周辺には

　境界格子をっけ加える。格子の大きさはAx＝50・Om、　Ay＝50・Omで

　　ある。地盤高は1／2，500の地形図より読み取った。堤内地の地盤高の現

　況は図3－4－5に示すとおりであり、狭い流域にもかかわらず、地盤

　　　　　　　N‡
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図3－4－4　堤内地の分割
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2④‘　　　　　400　500m

図3－4－5　地盤高の現況

　の高低差が大きいことがわかる。

②河道の計算方法

　　上述のように、ここでは河道も氾濫区域の一部とみなし、対象領域す

　べてにわたって二次元的な解析を行うために、次に述べる境界条件が

　与えられる上流端、下流端および河川の堤防等の盛土を考える格子以外

　は、一般格子と同様に取り扱う。

③　境界条件

　　河道の上流端に相当する境界

　格子に、流量ハイドログラフを、

　下流端に向かう流量フラックス

　として与えなければならない。

　しかし、河道の上流端に相当す

　る地点では水位観測が行われて

　いないために、図3－4－6に示

　す流出計算によって求められた

　　　　　　　　　18）
　流量ハイドログラフを入力とし

　て使用した。また、下流端の条

工200

1000

800

tt

ε600
tt

七　400

200

　　18　　　　　　　21　　　　　　　o　　　　　　　　3
　　　9／16　　　　　　　　　　　　　　　　9／17

　　　　　　11．5　i：ll（hr）

図3－4－6流量ハイドログラフ

件として河道の下流端に相当する格子に図3－4－7に示すようなH－Q
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45

44

43

42

41

40

39

38

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2500　　　　　　　0　　　　　　　　　　　500　　　　　　　　　1000　　　　　　　　　1500　　　　　　　　2000

　　　　　　　　　　　　　　流　㌔1（rrTi／s）

　　　　　　　　図3－4－7　下流端H－Q曲線

　曲線を与えた。このH－Q曲線は、不等流計算によって求められた最も
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19）
　狭窄部となっている猪名川14・2㎞の地点のもので、実際には河道下流

　端より約0．2㎞上流側のものである。

④　盛　土

　　盛土は図3－4－4に示したように、一般格子の周囲に沿って配置する

　ものとし、それぞれの盛土についてその天端高を与えた。

⑤　初期条件

　　簡単のため、計算対象領域全体にわたって、水深および流量フラック

　スがすべて0であるとした。すなわち、河道を含め対象領域には降雨な

　どによる内水は初期には存在しないとしたのである。この条件は河道の

　初期条件としては不自然であるが、このことの影響は氾濫が問題となる

　頃までは及ぱない。

⑥　粗度係数

　　多田流域では全域にわたってn＝0・035を与えることにした。

⑦　計算時間間隔

　　　　　　　　　　　　　　一104一



　　　計算時間間隔は試算の結果At＝1・Osecとした。

4－4　実績と計算結果との比較

　　前述のように7220号台風による洪水氾濫時の湛水被害の状況にっいて

　は、建設省猪名川工事事務所が実施した聞き取り調査の結果がある。この

　調査では湛水深と地盤高が調べられており、この湛水深と地盤高とを加え、

　　　　　　　　　　N

　　　　　　　　図3－4－8実績湛水位

あわせて湛水位の分布を調べたのが図3－4－8である。この図から、上

流部、中流部および下流部での水位にかなりの差があることがわかる。こ

れは対象領域が狭いにもかかわらず、高低差が大きいことを反映した結果

である。

　図3－4－9は図3－4－8の結果をもとに、地盤高を考慮しながら推定し

た実績最大湛水区域である。同図において、上流部はT・P・48・0～49・0
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m、中流部はT・P．44・0～46・Om、下流部はT・P・42・0～43・Omの地盤高の

区域を湛水区域としている。

　っぎ｝C・．上述のような河川上流域の特性が本解析法によってどの程度再

現できるかを検討してみよう。まず、氾濫水の挙動の時間変化を流量フラ

ックスと湛水深とによって示したのが図3－4－10（a）～（e）である。図3－

4－10（a）は16日21時30分の状況であるが、洪水の流入とともに河道

の流量が増加し、徐々に河道周辺の低地へ浸水が始まっている。とくに右

岸下流部では浸水区域が広がっているが、この地区は遊水池の計画がある

ところでもあり、流れの挙動とよく対応しているといえよう。図3－4－10

（b）、（c）は16日22時、23時の状況で、流量ハイドログラフのピーク時

付近のものである。氾濫水は下流左右岸一帯に浸水しており、とくに左岸

側はかなり広い区域に湛水している。この地域は近年急激に宅地化が進行

しているところであるが、ひとたび氾濫が起きると湛水被害を被る危険性

が高いのである。図3－4－10（d）、（e）はそれぞれ17日1時と3時の状況であり、

減水時の状況を表しているが、流量フラックスのベクトルは河道に向かっ

ており、浸水した水が河道に戻っているのがわかる。湛水深分布図をみる

と、周囲から取り残された湛水区域が存在するが、これは周囲の地盤より

相対的に凹地であるためである。

　つぎに、図3－4－11は湛水区域と最大湛水深の分布とを示したもので

あるが、図3－4－9と比較すると明らかなように、中流部の氾濫区域に多

少の相違はあるが、計算値は実績値とほとんど一致している。また、図3

－4－12は図3－4－11の最大湛水深に地盤高を加えて湛水位として表し

たものであり、氾濫区域には実績とほぼ同様の水位差がついている。この

ことから、河川上流域を対象とした場合においても、本解析法はほぼ妥当

な結果を与えることが明らかであり、非線型項を無視しても大きな問題と

ならないことがわかる。

　河川上流域における氾濫水の挙動をもう少し詳しく検討するために、流

域内の各地点における水位ハイドログラフを調べたのが図3－4－13であ
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　凡　例
圏0，01m以上～Olm未満

　Olm以上～05m未満
　05m以上～1．Om未満
　1．Om以上～2．0　m未満
　20m以上一一　3．0　m未満

　■　30m以上～

図3－4－11 湛水区域および最大湛水深分布

　　　　　口44－45　■48－49
　　　　　　　　　　　　　　　　　　縮尺■：ーロ■［■：■コ50Dm
　　　　　園45　46

　　　　　　　　　図3－4－12　湛水位の分布

る。図中において、上流端、中間

部、堤内地および下流端は、それぞ

れ図3－4－4に示したA、B、B’、

C地点に対応する。図からわかるよ

うに、各地点の水位に相当の差があ　　E

り、ピーク時刻のずれは10～20分　　tt

程度であることがわかる。また、図
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト1媚｛地盤lt嘉35．Om｝

3－4－14は上・下流端の流量ハイ

ドログラフを示したものであるが、

ピーク時刻のずれは約20分程度で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21　　　　　　　o　　　　　　　3あり、洪水はきわめて早い速度で流　　　　　9／16　11，1　i：1∫（h，）9／17

域内を流下していることになる。こ　図3－4－13水位ハイドログラフ
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れらの結果は地形が比較的急峻な河

川上流域の氾濫水の特徴をよく説明

しているものといえよう。したがっ

て、このような流域では図3－4－15

の到達時間分布図に示すように氾濫

水は急速に拡がるために、洪水氾濫

に対して事前に周到な準備をしてお

かなければ、大きな氾濫被害を被る

ことが予想される。築堤などの治水

施設の建設は早急には実現しないこ

とから、当面の対策としては洪水予

報を行うとともに、避難システムを

確立することが急務であろうが、こ

1200

100●

蜘

細

400

加

　　　一上流靖
C　　　一一一下流靖

、

一

18　　　　　　　21　　　　　　　0　　　　　　　3

　9／16　　　　　　　　　　　　　　9／17

　　　　時　間（hr｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　図3－4－14　上・下流端の流量

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハイドログラフ

れらの計画の策定にあたっては本解析法が役立っであろう。

　凡　例

薗麗9眺日2塒

1霊19月16日22時

口9月16日23時

〔］9月16日2塒

」三

図3－4－15　計算到達時間分布

第5節　結　語

　　本章はそれぞれに特徴的な地形構造をもつ淀川水系の3流域を対象に、第

　2章で述べた氾濫水の数値解析法を適用し、その妥当性を検証したものであ

　る。
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　旧巨椋池干拓地流域では、河道と堤内地をそれぞれ独立に取り扱った計算

法によって計算を行った。っぎに淀川本川右岸流域では支川堤防を盛土とし

て取り扱った計算法によって計算を行った。最後に、猪名川多田流域におい

ては、河川上流域の特殊な地形条件を考慮しながら、河道と堤内地とを一体

化した計算法によって計算を行った。

　本文で得られた成果をとりまとめると、以下のようである。

①河道と堤内地をそれぞれ独立に取り扱った解析結果は、河道および堤内

　地いずれにっいても妥当なものであり、この計算法によって河道内の洪水

　および氾濫水の挙動が解析できることが明らかとなった。

②支川堤防を盛土として取り扱った解析結果では、堤防によって氾濫水が

　遮られる様子がよく捉えられ、氾濫の状況および氾濫区域も実績ともよく

　一致したことから、この計算法の妥当性が確かめられた。

③河川上流域を対象とした解析結果では、急峻な地形特性に影響された氾

　濫水の挙動がよく捉えられており、実績とも良好な一致をみたことから、

　河道と堤内地とを一体とした計算法の妥当性と、非線型項を無視しても大

　きな問題は生じないことが確かめられた。

④堤内地の微地形の一つである排水路を考慮に入れた場合には計算法がき

　わめて煩雑となり、しかも湛水が相当に進んだときの計算結果に問題があ

　ることが明らかになった。したがって、計算上の安定性の問題をも含めて、

　排水路の数値モデルの改良については、今後の研究が必要であると考えられる。

⑤洪水危険区域の推定等に本解析法を利用する場合において、とくに支川

　堤防の破堤等が重要な要素となるときには、破堤のメカニズムを十分研究

　し、破堤時刻等の推定に正確を期す必要がある。

　　なお、今後本解析法を現地流域に適用することによって、堤防等の施設

　計画の検討を進めることも重要であるが、本研究では第4章以下において、

　万一破堤が起こった場合の人身被害を軽減するための最も有効な施策とな

　る避難システムの研究を行うこととしたい。
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第4章　洪水氾濫に伴う地域避難システム

第1節　概　　説

　　本章では第2、3章で述べた洪水氾濫水の数値解析法を組み入れた洪水災

　害時の避難システムの構成と評価の手法にっいて述べることにする。

　　災害時における避難活動は、人身被害を最小限にとどめるための方策とし

　てはもっとも効果的であり、避難計画は災害対策基本法に基づき防災機関が

　作成する地域防災計画においても重要な位置を占めている。しかしながら、

　これらの避難計画には十分とはいえないものもあり、実際の災害時において

　必ずしも円滑に機能しない場合がみられる。近年、防災対策の進展によって

　災害を相当程度防止もしくは軽減できるようになってはきたが、毎年のよう

　に災害によって人命が失われている事実に変わりはなく、災害時における警

　戒避難体制の一層の充実は今後の防災行政の最も重要な課題であるといわね

　ばならない。

　　ここで述べる避難システムの構成と評価の方法においては、洪水氾濫水に

　よる堤内地の湛水深や湛水区域の時間的・平面的分布の予測値をもとにして、

　避難システムの構成要素である避難施設、避難路の配置や規模および避難誘

　導方法などを個々に評価した後、住民の避難行動を最短経路選定問題として

　モデル化し、その結果を用いて上述の各要素で構成される避難システム全体

　の適正度を評価する。

　　この方法によれば、避難施設や避難路などの適正規模や最適配置の計画が

　可能となり、さらには避難命令の発令時期や情報伝達方式の改善にも役立て
　　　　　　　　　　　　　1），2）
　ることができると考えられる。

　　本章では、最初に災害時の人間行動の特性にっいて述べ、そのなかで制御

　誘導可能な領域を見出し、洪水時における避難システムの構成のための基本

　フレームを提示する。っいで避難システムの構成手法と評価のためのシミュ

　レーション　モデルを提案する。
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第2節災害と避難システム

　2－1　災害と避難行動

　　（1）平常時における避難行動

　　　　災害が発生し、もしくは発生が予想される場合において、それによっ

　　　て被害をうける可能性のある人間の対応行動は多様である。しかしなが

　　　ら、この多様にみえる対応行動も基本的には図4－2－1に示すような個

　　　人内部における意思決定プロセスに基づくものであると考えることがで

　　　きる。すなわち、災害にかかわる外力そのものを直接に、あるいは何ら

　　　かの情報を通じて災害（の接近）を認知した後、状況の確認、自己の定

　　　位、切迫度の想定とい

　　　う判断過程を経て、個

　　　人レベルでの最も合理

　　　的と考えられる行動の

　　　選択が行われ、避難行

　　　動が開始されるとみる

　　　　　　3）
　　　のである。ここで、状

　　　況の確認、自己の定位、

　　　切迫度の想定とはそれ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　図4－2－1　避難時における意思
　　　それ次のような内容を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決定プロセス

　　　持つ。

　　　イ）状況の確認

　　　　　状況の確認とは、危機的事態（またはその可能性）を告げる外界か

　　　　らの情報に対する最初の反応であって、それによって「何が起こった

　　　　か（起こりっつあるか）」を確めようとする行動をさす。

　　　ロ）　自己の定位

　　　　　自己の定位とは、状況の確認の後、災害発生の確度と規模とを予想

　　　　し、その災害における自己の立場、すなわち自己の安全性を定めよう

　　　　うとすることをいう。

判断外力

﨣

認知 行動

状況の確認

ｩ己の定位

ﾘ迫度の想定

行動の選択
i避難意志決定）
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ハ）　切迫度の想定

　　切迫度の想定とは、

　事態がどの程度切迫

　していて、どれくら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　情報の信頼性と妥当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　性の評価
　いの時間内に意思決
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　対応行動の選択肢の
　定すべきかを想定す　　　　　　　　　　災害は本当　　　　探索と評価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に起るか
　るもので、いわば時

　間軸に関する状況の　　　　　　　　　被害と自己との関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を予測
　確認である。

　　以上の判断プロセ　　　　　　　　　自分は本当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に危険か？

　スを経て、被害を軽

　減するために実行可　　　　　　　　危機mmまでの時間的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　切迫度の予想

　能な対応行動の選択

　肢を見出し、それら　図4－2－2　意思決定プロセスの詳細フロー

　の選択肢の中で被害が最小に抑えられる行動が実行に移されることに

　なる。

　　このプロセスをもう少し詳しく表現すると図4－2－2のようになる

　であろう。すなわち、情報を認知した後、個人のもつ知見　　　災害

　に関する科学的知識、避難施設にっいての知識など　　　や、個人

　の置かれている環境　　　防災施設の整備状況、家屋構造など

　に照らして、災害は本当に起るか？自分は本当に危険か？などを判断

　する。そうして、危機遭遇までの時間的余裕を考慮に入れて対応行動

　の選択肢を選定した後、最終的に最も合理的と考えられる行動に移る。

　時間的余裕が少ない場合には当然ながら選択の幅が狭くなり、結果的

　には不合理となる行動をとる可能性が強くなる。もし時間的余裕が全

　くないとすれば、判断のプロセスを経ず反射的に対応行動に移ること

　になる。したがって、このような意思決定プロセスにおいて、対応行

　動の合理性を支配する主な要素は、認知から意思決定までの時間的余
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　　裕、個人のもっ災害などに関する知見、および個人の置かれている環

　　境ということになる。

　　　以上は個人レベルの行動分析であるが、その行動原理は人々が集団

　　となって避難を行う場合においてもほぼ適用可能なものと考えられる。

　　ただし、集団避難時においてはいわゆるパニック現象が発生しやすい

　　といわれており、避難システムを考えるにあたっては、その制御が重

　　要な課題となる。パニックとは、所与の社会的・環境的条件のもとで、

　　危険に直面した（と認知した）個人および（または）人々の集合が起

　　こす心理的・行動的反応のうち、被害や正常な機能の阻害の最小化と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）
　　いう観点からみて好ましからざるものを指すとされている。パニック

　　現象には現在なお不明な点が多く、その制御方法も明らかではない。

　　また、本章で対象とする洪水災害では、パニックが発生するような状

　　況に直面することはほとんどないと考えられるので、ここではこれ以

　　上ふれないこととする。

②　避難行動における制御誘導可能領域と制御方法

　　前項においては災害時における住民の対応行動について、その背景と

　なる意思決定プロセスを中心に述べた。すでに明らかなように、災害時

　には個々の人間の固有の判断で避難が行われるが、災害時において個々

　の住民が独自の意思決定プロセスに基づいて勝手に行動を起した場合、

　たとえそれが個人レベルでは合理的な行動であっても、コミュニティ、

　すなわち集団としての避難行動に対しては混乱を巻き起こす可能性があ

　る。避難システムの重要な課題のひとっは、住民の行動を誘導し、この

　ような混乱を生じさせないようにすることであり、そのためには、住民

　の行動を望ましい方向へ制御誘導する機能をシステム自身において持つ

　必要がある。本節では住民の避難行動の制御誘導可能領域を明らかにす

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ホ＊　るとともに制御誘導の方法にっいて述べることにする。

祈　火災、震災などでは重要な課題となる。

Pt本項では以下、簡単のため、制御誘導を制御と書くことにする。
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　さて、災害時に庄民を安全に避難させるための制御は、住民の災害対

応行動における意思決定プロセスへの物理的・心理的作用として捉える
　　　　　5）
ことができる。

　物理的制御には、たとえば人々が避難するための場所・経路を確保し

災害時にそこへ人々を誘導したり、さらには各種行動を義務づけ、ある

いは禁止するという法・条例的処置などが含まれる。

　一方、心理的制御とは、災害時という制約された条件の下で、情報の

信頼性の評価、内容の理解、自分のとるべき行動の検討という合理的、

かつ合目的的な意思決定プロセスへの強制力のない心理的作用をいうので

あって、人々の意思決定プロセスにおける認知能力の向上をはかり、つ

いで「状況の確認、自己の定位、切迫度の想定」という判断プロセスを

制御主体の意図する方向へ導こうとするものである。

　ところで、物理的制御および心理的制御には、災害時の制御と災害に

備えての平常時の制御という二側面がある。同じ外界からの情報を与え

られても、意思決定プロセスを経て引き起される住民個々の反応は、ま

ちまちである。これは、前述したように住民各々のもっ知見、さらには

日常置かれている広義な環境条件の差によるものである。これらを総称

して住民のもつ「初期的条件」と呼ぶこととするが、これらのうち災害

に関する知見は、その大部分が災害に備えての平常時の啓蒙活動により

培われるものである。また、個々の住民の置かれている環境や住民個々

の属性のうち家屋条件、土地利用条件、および各種の防災施設整備など

は、災害という視点からみれば、制御主体が平常時にある程度介入可能

な領域であるといえる。

　しかしながら、平常時から災害に関する住民の初期的条件のうちのあ

る部分を制御できたとしても、その達成の度合やさらには残された制御

し得ない多くの不確定要素の存在等を考え合わせると、住民の避難行動

を意図する方向に導くためには災害時の制御が不可欠である。

　災害時の制御は、ひとつには住民の意思決定プロセスが作動するため
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に必要な外界からの認知レベルへの作用である。外界からの情報を受け

て、（自分で外力を認知する場合を含めて）住民は個々の初期的条件の下

で各種の判断を行うが、認知レベルで必要な情報は「状況の確認、自

己の定位、切迫度の想定」という判断のために必要な情報といえる。

　つぎに、このような判断に必要な情報を与えても、その結果としての

反応、すなわち、対応行動において制御主体の意図と一致しない住民の

存在が危惧される。その場合は、意思決定プロセスの判断レベルへの直

接的制御としての行動指示がある。認知レベルの制御は、いわは心理的制

御に属するが、行動指示は物理的制御の一種といえる。

　以上述べたように避難行動の制御領域は住民の意思決定プロセスの中

に位置づけることができ、避難行動の制御時期は平常時と災害時の2

つに分離することができる。図4－2－3は避難行動の制御領域と制御の

時期と方法とをモデル化して示したものである。

　さて、以上の制御の大部分は一般に情報を媒介として展開される。で

は住民の持つ意思決定プロセスにどのような情報を提供すれば組織とし

て意図する方向に誘導することができるであろうか。ここで情報を「認知

情報」と「行動指示情報」とに分類し、それらを災害の経緯という時間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6）
軸の関係でまとめると表4－2－1に示すようになる。
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図4－2－3　制御領域と制御方法
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表4－2－1　認知情報と行動指示情報

認　知　情　報 行動指示情報

正常時における ・災害に関する科学的情報 ・予警報発令時や災害時の心構

災害啓蒙情報 ・予想される災害の規模、被害 え

の程度についての情報 ・対応行動に関する事前の示唆

・避難場所や避難道路について etc．

の情報etc．

発災前の災害予 ・災害に関する科学的情報 ・予報・警報発令時に組織や個

報・警報 ・災害の規模に関する情報 人がとるべき応急対策の指示

etc． ・避難の勧告・指示etc．

発災直後の災害 ・災害の規模、被害状況に関す ・発災時に組織や個人がとるべ

情報 る情報 き応急対策の指示

・経路、避難施設に関する情報 ・避難の勧告・指示etc．

・災害対策活動の実施状況にっ

いての情報etc．

避難行動時の災 ・避難経路、施設の安全性に関 ・避難行動の継続・中断の指示

害情報 する情報 ・避難先での対応に関する指示

・災害の規模、被災状況に関す etc．

る情報etc．

2－2　災害と避難システム

①　避難システムと外力の特性

　　　災害時における避難行動は前述のように図4－2－1に示した意思決定

　　プロセスに基づいて実行される。一方、災害の形態は外力の特性によっ

　　て大きく異なるから、情報をうけて行動を起こす反応プロセスは、当然

　　ながら外力の特性によって大きく変わってくる。したがって避難システ

　　ムの内容は外力特性によって大きな影響をうけることになる。

　　　災害の原因となる外力の特徴は各様に記述できるが、避難システムの

　　繊において考慮すべき離としては以下のものが殼られ9）．

イ）　危害因子と衝撃度

　　危害因子とは、直接人間に危害を加える要素であり、たとえば水、

　土砂などである。危害因子の違いは溺死、圧死など被害形態を変化させ

　る。このことは、避難方法に支配的な影響を及ぼす。一方、衝撃度と

　は、水深、流速、風速などで評価されるものであり、住民やコミュニ

　ティの対応行動への指示を含む災害情報では重要な意味をもつもので
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　　ある。また、危害因子と衝撃度により避難路や避難施設の備えるべき

　　条件が異なってくる。

　ロ）　発生頻度

　　　特定の外力による災害が繰り返し発生している地域では、避難活動

　　が円滑に行われている場合が多い。これは度重なる災害が住民の防災
　　意識向上させ、繊社会の災割こ対する準備度（，。e，。red。。：！）縞

　　まるためである。したがってこのような場合には避難システムにとっ

　　ては制御すべき要素が少なくなることになる。

　ハ）　影響範囲

　　　影響範囲は広域的な場合と局地的な場合とに区別できるが、影響範

　　囲の大小は、警報の伝達や住民の避難の困難さに大きく影響する。

　二）　リードタイム（予知から発災までの時間）

　　　一般にリードタイムが長ければ、警報などの情報を十分に住民に伝

　　達することが可能となり、住民も的確な判断のもとに行動を行うこと

　　が可能となる。　　　　　　　　　　　　’

　ホ）　予測可能性

　　　予測可能性としては外力の発生を事前にどの程度の確実性をもって

　　予測できるかということである。このことは避難警報の発令時期を決

　　める重要な要素となる。予測の可能性が低い場合には的確な警報発令

　　が困難になるばかりではなく、警報に対する住民の信頼性が低くなり、

　　結果的には警報による住民行動の制御が難しくなる。

へ）　制御可能性

　　　外力の発生とその規模を事前に制御できるかどうかは、警報システ

　　ムや住民の対応行動に対して様々な影響を及ぼす。ただし、洪水災害

　　の場合には、一般に制御不可能である。

②　避難システムと地域性

　　災害の規模と様相は洪水や地震など災害原因となる外力の破壊力と被

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9）
　害対象の脆弱性とのバランスによって決定される。それゆえ、同程度の
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規模の外力であっても、地域における災害の規模や様相は、地形的・気

象的条件などの自然環境ならびに防災施設や防災計画の整備状況など災

害に対する地域社会の準備度によって大きく左右される。周知のように

自然環境や災害に対する地域社会の準備度はそれぞれの地域によって異

なる琶のであり、いまこれらを地域性と呼ぶことにすれば、避難システ

ムの内容は第2節2－一　2で述べた外力の特性と同様に地域性によっても

　　　　　　　　　　　　　10）
大きな影響を受けることになる。地域性を構成する要因には種々のもの

があるが、避難システムの構成にあたって考慮すべきものとしては以下

のものが考えられる。

イ）地形的・気象的条件

　　地形的・気象的条件は主に外力特性をとおして避難システムに影響

　を与える。すなわち、地域の地形的・気象的条件によって発生しやす

　い外力が定まり、その発生頻度、衝撃度、影響範囲などから、避難シ

　ステムの対象とすべき外力や範囲が明らかとなる。

ロ）防災体制の充実度

　　防災体制の充実度とは、避難施設や避難路を含めた防災施設や防災

　計画がどの程度の整備状況にあるのかということである。防災体制が

　充実していれば、避難行動の物理的・心理的制御が容易になり、避難

　システムの内容はより一層充実したものになる。防災体制の整備が十

　分でなければ、避難システムはあらゆる事態を想定して計画する必要

　があり、自つとその構造が複雑となる。

ハ）　住民の防災意識・災害文化の程度

　　住民やコミュニティの防災意識や災害文化の程度が高いことは、災

　害に関する知見が豊富なことであり、避難の意思決定プロセスが的確

　にしかも円滑に行われる可能性が高くなることを意味する。また、情

　報を媒介とした心理的制御が容易になり、避難システムとしてはより

　高次の機能をシステム内部に組み込むことが可能となる。
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急害因子

衝撃力
発生頻度

自然環境

地理的条件

地形的条件

　災害に対する地域の

　社会的準備度

住民
防災意蹴、災害文化の程度

土地利用条件　家屋立地条件

図4－2－4　避難システムと外力特性・地域性の関係

　二）　土地利用条件

　　　地域の土地利用条件は災害の規模や様相を決定する重要な要因であ

　　　る。低湿地や急傾斜地等洪水災害や土砂害の危険区域に宅地が密集し

　　ていたり、二次災害が発生しやすい土地利用がなされていれば、避難

　　　システムとしては考慮すべき要因が多岐にわたることになり、非常に

　　複雑なものとなる。

　　　　以上の検討結果をもとに、避難システムの内部と外力特性ならびに

　　地域性の関係とをとりまとめて示すと図4－2－4のようにあらわすこ

　　　とができる。

2－3　洪水避難システムの特徴

　　洪水災害における危害因子は決壊口や溢水地点からの氾濫水であり、そ

の衝撃度は水深、流速、などであらわされる。氾濫水の水理的現象をみる

　と、一般に、侵入地点付近では異常な運動エネルギーを有しているが、侵
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入地点から遠ざかるにつれてエネルギーが拡散する。このように洪水災害

にあっては危害因子が水であることから、火災や土砂害に比べその身体に

うける衝撃度が過少評価されるきらいがある。このことは後述するように、

災害時における対応行動の判断を誤らせる一つの原因ともなり得るもので

ある。一方、危害因子と衝撃度から判断すると避難路や避難施設について

は構造自体はそれ程の強度は必要とせず、浸水をしないことが第一の要件

となる。

　洪水災害の発生頻度は他の自然災害に比べると高い方であり、しかも発

生地域は河川周辺に限定される。したがって、それらの地域では洪水災害

を防ぐための独自の災害文化ともいうべきものが継承されていることが多

い。このような地域においては洪水災害に強い土地利用や家屋構造がとら

れており、しかも住民の防災意識が高いために、洪水情報や避難命令など

の災害情報が日常培われた伝達ルートにのってスムーズに伝達される。し

かしながら、近年流域の都市化に伴って地域の洪水氾濫特性に関する知識

を持たない住民が洪水危険地帯に数多く居住するようになってきており、

必ずしも発生頻度の高いことが災害時における住民の対応行動を円滑にす

る要因とはなっていない。

　洪水災害の影響範囲は堤内地の地形条件、洪水の規模ならびに侵入位置

に最も影響される。したがって、影響範囲の大小は様々に変化するが、こ

のような諸条件が別途与えられれば、比較的容易に影響範囲を明らかにす

ることができる。それ故他災害に比べて避難システムの対象範囲は設定し

やすいといえよう。

　リードタイムについては、洪水災害には先行現象としての降雨があり、

さらに降雨から洪水氾濫までには一般にかなりの時間がある。したがって、

地震災害などと比較すると、的確な避難行動がとりやすいといえる。しか

し、小流域、とくに都市化した流域においては、洪水流出時間が短いので、

このような地域に対する避難システムの構成にあたっては、流域の流出特

性の正確な把握が重要である。
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第3節　洪水避難の現状分析

　3－1　洪水避難の現状

　　　前節で述べた視点から実際の災害時の避難活動を分析するのが本節の目

　　的である。なお、洪水災害時の住民レベルの避難行動に関する記録や調査

　　事例は非常に乏しく、とくに、発災前、発災直後、発災後という時間的経過

　　の下での住民個々の対応行動とその背景となった行政的対応等とを共に取

　　り扱ったものは皆無に近い。したがって、様々の要因が錯綜する住民の避

　　難行動を少ない資料から一般化するには問題が多いが、ここでは昭和49

　　年の静岡県巴川災害や昭和50年の高知県仁淀川災害、昭和53年の広島

　　・島根県江の川災害、昭和54年の名古屋南部地区災害に際して行われた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11）－14）
　　住民の避難行動に関するアンケート調査の結果を中心に分析を行い、洪水

　　時における避難行勤について、一般的な傾向をみてみることにしたい。な

　　お、データの出所については以下巴川（S．49）のように略記する。

　　（1）　予警報段階での住民の対応

　　　イ）予警報の認知

　　　　　一般に洪水災害の発生する状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全く注意しない　ちょっとした雨でも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注意する下においては、降雨および洪水に関

する予警報がテレビ・ラジオ等の

マスメディアを通じて発表される。

昭和47年に淀川流域の12，000人

を対象にして行われたアンケート
　15）

調査によれば、図4－3－1に示

すように洪水に関するニュースへ

の関心度はかなり高い。図4－3

　　　　　　　　　　　　　　　　図4－3－1洪水に関するニュー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　スへの関心度（淀川）

－2（a）～（b）に実際時のマスメディアからの予報認知率を示Uているが、

仁淀川（S．50）では約9割の認知率であり、図4－3－1に示した平常

時の予警報への関心度とほぼ一致している。一方、巴川（S・49）で

は認知率は5割強とかなり低い。その背景には、巴川災害が参議院・
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｛a）

仁淀川（S．50）

（b）

　　　　テレビ、ラジオ
知らなかった　　　で知っていた

43％

　　　　　57％

巴川（S　．49）

図4－3－2　予警報の認知率

県知事選挙日と重なって、マスメ

ディァおよび住民の関心事が選挙速

報に向けられていたという悪条件

　がある。それゆえ、特別の場合を

　除いて、予警報はほぼ9割近くの

　人々が認知するものと考えて差し

　つかえないと思われる。

ロ）予警報に対する判断

　　つぎに、予警報を認知した人々の

　自己の定位についてみてみよう。

　図4－3－3（a）～（b）は予警報認知後

　の人々の反応が示されているが、

仁淀川（S．50）では3割の住民

　が危機意識を抱いたのに対し、巴

　川（8．49）では1割に満たない。

　この差が意味するところは十分に

解明できないが、巴川（S．49）

で．は「今まで予警報がでていても

大事に至ったことがなかった」こ

　　　　（a）

何も思わなかった　　　　災害に合うと思った

　　％　．
　　　　％

　　　　もしかすると
　　　　災害に合うと
　　　　思った
　　　　　23．3

災害に合うと思わなかった

　　66．0％

　　　　　仁淀川（S．50）

｛b）

図4－3－3

少しおかしいと

　　思った

％

巴川（S．49）

大雨情報に対する

災害意識
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　とが自己の定位を誤らせた大きな

　原因となっている。仁淀川流域は

　台風の常襲地域ともいえる災害経

験に富んだ地域である。このこと

　を考えれば、両災害時における自

　己の定位の差はひとつには被災経

験の有無によると考えられよう。

参考までに示すと、災害に対する

　危機意識と被災経験について淀川

　流域の調査では図4－3－4のよう

　な結果が報告されている。

　　つぎに、仁淀川（S．50）におい

　て「これは大変なことになりそう

　だ」と思った時刻と災害発生時刻

　との関係を示したものが図4－3－

　5である。約3割の住民が発災の

　1時間以上前に状況の確認、自己

　の定位を行っているが、災害の発

　生の直前もしくは発災後にそれら

　を行った人々が大部分を占めてい

　る。

ハ）予警報に対する行動

　　仁淀川（S．50）における予警

　報発令から災害発生前までの間に

　おける住民の対応行動は図4－3－

　6のようである。もっとも多いの

　は「家財道具の高所への移動」で

　あり約3割を占めている。ついで

（％）

100

19

全
、

17 、、 45

、

、

、　、

、

、、

22
ど

、

昔
60 口

感
26
非

4

7

全く感じない

感じない

　　50　　　　　　　　　　とららとも
　　　　　　　　　言えない

　　　　　　　　　感じる
　　　　　　　　　非常に感じる

　　　　　　　　　　わからない
　　　洪水経験有　　　無

図4－3－4洪水に対する危機意識
　　　　　　（淀川）
　　　　　何も思わず

図4－3－5

　　　　仁淀川（S．50）

恐怖感を抱いた時刻

図4－3－6
　　　　仁淀川（S．50）

予警報への対応行動

図4－3－7 予警報段階で避難

した人の割合
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貴重品の整理、衣類の整理、戸締　　　　蒜鍔所へ〔7P’6％

りといった避難準備である。予警　　3盤訟る家族と

　　　　　　　　　　　　　　　　　ザをを　iに
報段階ですぐ避難を開始する者の　　撤る
　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）0．5％

有無についての資料はほとんどな　　　　　　錨やm斗水の

いが、洪水災害と比較的類似した

予警報内容をもつ土砂災害（昭和
　　　　　　　　　　16）　　　　　　　　澱用＃t準mtる
46年千葉県災害）の例では図4図4－3－8警戒宣言時点で避難しよ

一3－・に示すように約1割の人が　　1縫羅間眠

　　予警報段階で避難を開始している。また、参考までに、地震災害に関す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17）
　　る警戒宣言発令後の住民の行動意識調査によると、図4－3－8に紹介

　　するように、警戒宣言時点で避難しようと考えている住民は1割弱で

　　ある。

　　　以上のことからもうかがえるように、予警報発令段階における住民

　　の対応活動は、そのほとんどが家財の保護や避難準備であり、この時

　　点で避難する住民はリードタイムの短い他種災害の例からみても、ほ

　　とんどないとみるべきであろう。

（2）避難勧告・指示発令後もしくは災害発生認知後の住民の対応

　イ）避難勧告・指示発令の認知

　　　災害時においては、国や府県の洪水情報を受けて市町村の防災対策

　　本部が設置され、種々の対応がなされる。そのなかで、危険区域の住

　　　｛a）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（b）
憶えていない無回答

　　　　　　　　　　　　　　　　避難した人　　　　　　　　　　　　避難しなかった人

巴川（S．49）

仁淀川（S．50）

図4－3－9避難命令の認知率（その1）
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（C）

図4－3－9

（d）

江の川（S・53）　　　　　　　　　　　　名古屋南部（S．54）

避難命令の認知率（その2）

　　水はすでに床上に
　　来ており畳も浮き
　　上り手のっけられ
　　ぬ状態であった。

水はすでに床上に

来ていたが、畳や

家具が浮いたリヒ
ソクリ返る状態で

はなかった。

無回答　1．3％

図4－3－10

　　　　　巴川（S．49）

「洪水」とわかっ

た時の浸水状況

民への避難勧告、指示情報の発令は、その時期や方法が住民避難活動

全般に非常に大きな影響をあたえる。

　さて、図4－3－9（a）～④は巴川（S．49）、仁淀川（S．50）、江の川

（S．53）及び名古屋南部（S．54）の災害における避難命令の認知状

況を示したものである。仁淀川（S．50）、江の川（S．53）および名古屋

南部（S・54）ではほぼ半数の人々が避難命令を認知しているのに対し、

巴川（S．49）では認知率は約2割である。このことは、前述したよう

に、災害発生日が選挙と云う特異な日であったことのほか、災害が夜

半に発生したことによるものである。災害が夜半に発生したことによ

る影響が大きいと考えられる理由として、図4－3－10に示す「洪水だ」

と認知したときの浸水状況がある。これによると、約7割の住民が家

が浸水してから災害発生を認知したことになっている。なかでも約1

割の住民にいたっては床上浸水でしかも畳が浮くといった状況で初め

て認知している。

　江の川（S．53）では、避難命令

に先立ち、避難準備命令が発令さ

れていた地区と、避難命令だけが

発令された地区とにわかれていた　　　　　　　　5°％　　　　　10°％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　江の川（S．53）

が、それぞれの地区によって図4一　　　　　　　　　　　　　　　　図4－3－11避難準備命令の有無

3－　11に示すように避難命令認知　　　　　　　と避難命令認知率

避難準備命令が出　　　　　　　　81％されていた地区

出されてい　　　　　38％ない地区
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率の差が出ている。

　また、仁淀川（S．50）では、予

警報の認知率に比べて避難命令の

認知率が低い。その理由は、災害

の発生と各避難地区を対象とした

避難命令の発令とがほとんど同時

であったために、避難命令を待た

ずに行動した人が多かったことに

よると推定されている。

（％｝

灘令

川に面した　　川から日った
地域　　　　　地雌

　　　巴川〔s49｝

図4－3－12河川からの距離と避難
　　　　　命令認知率

　　図4－3－12は避難命令の認知率と住民の河川からの距離との関係を

　巴川（8．49）についてみたものである。これによると、避難命令時の

　詳細な状況を分析しなければ断定できないにしても河川との近接度が

　認知度を高めているといえそうである。

　　なお、一般に避難勧告・指示の伝達方法としては、広報車、サイレ

　ン、半鐘、電話、口頭によるものが多いが、既往災害時の経験による

　と、これらの伝達手段には災害の段階によっては充分にその機能を果

　たせないものがある。たとえば、江の川（S．53）では浸水により広報

　車での伝達活動が1一分に実施できなかったことが報告されている。

ロ）避難勧告・指示もしくは災害発生認知後の判断

　　前述のように、避難勧告・指示情報の認知率は既往4事例に見るか

　ぎり低い。そのため、自分の目で外力である氾濫水を見てはじめて洪

　水災害が発生したことを知った人々がかなりいると考えられる。この

　ような形で洪水災害の発生を知った瞬間の住民の意識について、図4

　－3－13に示す巴川（S．49）の状況をみると、「おどろいて何も手に

　つかなかった」という住民が2割強存在している。また、「無我夢中で

　よく覚えていない」といった住民をも含め錯乱に近い状況におちいっ

　た人々は4割程度に達する。このことは、災害発生の認知から対応行

　動の選択までの時間的余裕が少なかった人々の多いことを考えれば仕
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（％）

26．3

4’ヨ

b．3

9．o

68．4

45．，

無我夢

　　　　濃水鰻験　　有　　　　　“

　　　　　　　　　巴川（s．49）

図4－3－13洪水と知った瞬間の気持

後になって考え
てみるとあまり　　その他2．7％　　無回答

役に立たない訳

の判らぬことを

していた

　　　　　　　　おどろいて、　　　　　　9．0％　　　　　　　　しばらくは何
　　　　　　　　も手につかな

　　　　　　　　　22．5％
　　　　比較的おちつい
　　　　ていたので、何　　　　無我夢中で
　　　　をしたらよいか　　　　　よくおぼえ
　　　　を考えられた

　　　　　　49．1％

　　　　　　　　　　　巴川（S．49）

図4－3－14　洪水経験と洪水直後
　　　　　　の精神状態

　方がないことであろう。図4－3－14は上記の意識を被災経験の有無との

　関係についてみたものであるが、被災経験が突発的事態へのより適切

　な心理的対応を促していることがわかる。

ハ）避難勧告・指示発令後の住民行動

　　洪水災害の発生を知った直後の住民の意識は巴川（S．49）でみたと

　おりであるが、その後住民のとった対応行動について同事例からみる

　と図4－3－15に示すとおりであり、時間的余裕がほとんどないともい

　える切迫度の想定の下で「とるものも取りあえず避難した」という住

　民が約1割に達している。しかし、7割以上の住民が「家財道具を水

　につからない所へ移した」といっているのは、切迫度を過少に判断し

　たものと考えられる。このことは後に紹介するように、多くの人がか

　なりの浸水深の中を避難していることからもうかがえる。なお、巴川

　水防活動に
　出掛けた

隣近所、知人

に連絡した

その他無回答　　　取るものもとり

　　　　　　あえず、安全な
　　　　　堪所へ逃げた

　　　　　　　　　　巴川（S．49）

図4－3－15洪水と知った直後の行動

　　　　　　50％

図4－3－　16　避難i率

100％
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（S．49）ばかりでなく、家屋が浸水していても避難せずに家財道具等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18）
の保護にあたるという行動が多く報告されている。

　最終的に避難することに意思決定して実際に避難した住民の割合は

どの程度であったかを示すと図4－3－16のとおりである。仁淀川（S．

50）、江の川（S．53）では避難命令の認知率とほぼ同値の避難率とな

っているが、巴川（S．49）ではそれを若干上回ってはいるものの、避

難した割合は約3割と少ない。

　つぎに、避難の意思決定に影響をおよぼした他の要因を調べてみよう。

巴川（S．49）では、避難をしなかった理由として、図4－3－17に示す

ように過半数の人が、自宅に2階があったことをあげている。平屋と

2階屋にわけて調べた結果でも図4－3－18（a）に示すとおり2階屋に住

む約7割の人は避難をしていない。また、名古屋南部（S・54）でも図

4－3－18（b）に示すように避難した人の中で2階屋以上と集合住宅に住

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　どこにぷtしむ人が占める割合は約3割にすぎ　　　　　　　y．…か

ないことが明らかになっている。

　このように、洪水災害において

は家屋構造は避難の意思決定を左

右する大きな要素であるというこ　　　　　　　　’　避・・るに・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　遅すぎて
とができる。また、自分が災害時に

危険な状態におかれていても、自

平屋

｛a）

2階屋

図4－3－17

一部の家族が

避離

3．1％

研剃式％6讐馴

難由避理がた員っ全か族な家し

　％固鉄　蹴

名古屋南部（S．54）

図4－3－18　家屋構造と避難i率

一133一



　　己の災害観や家財への執着心などから避難を拒否する人がいるといわ

　　れるが、事実、図4－3－17に示したように、家を離れたくないという

　　理由で約4％の人が避難をしていない。避難システムの計画に当たっ

　　てはこのような人々にどのような啓蒙活動をすべきかを検討する必要

　　があるであろう。

（3）避難時の住民行動

　　避難時の住民の行動はまちまちであり、その行動を決定するプロセス

　を明らかにすることは、避難システムを計画するうえで非常に重要であ

　る。しかしながら、避難途上における各種行動の選択プロセスに関して

　ははっきりしない点が多いので、本文においては人々がとった行動を羅

　列的に紹介するに留めたい。

イ）避難時の携帯品

　　洪水災害避難時の携帯品につい

　て仁淀川（S．50）の例をみると、

　図4－3－19に示すように、現金と

　か貴重品のほかに、懐中電燈、ト

　ランジスターラジオといった避難

％50

0

懐中電燈

現金
重要書類

衣類

食料品

伺も

焜ﾌ詩
他　　道　具

　　避難時の携帯品　　　　　　　仁淀川くS．SO）

図4－3－19避難時の携帯品

　必需品の占める割合いが高い。さらに長期間の避難が予想されるとい

　う洪水災害の特性を反映して、衣料や食料品を携帯する住民が多い。

ロ）避難の手段

　　避難時にどのような手段を利用するかについての詳細な情報は得ら

　れていないが、一般的には徒歩によるものが多い。しかし、なかには

　自動車、ボートと云った例も報告されている。

　　長良川（S・51）では自動車によって避難した住民があった。避難速

　度の大きさや家族ぐるみの避難が可能なこと、自動車のもつ財産的価

　値の高いことなどがそのような行動を起こさせたものと考えられる。

＊東京都が行った震災時の避難に関する住民アンケート調査19）でも避難の決心がっ

かない理由として約4割の人が家財が心配なためと答えている。

一134一



しかし、自動車の走行可能な浸水深は排気口の高さまでであり、長良

川（S．51）においても最終的には堤防上に車を放置せざるを得なくな

った場合が多いことが報告されている。因に、巴川（S．49）では図4

－3－20（a）～（b）に示すように相当大きな浸水深、速い水流によって、身

の危険に迫られた人が多かった。

　　　　（a）水位　　　　　　　　　 ｛b）水流
　　　　　　足首以下

ボート・その他の

手段で避欝した

歩きにくいほどの

水温もなく、水流

も早くなかった

巴川（S．49）

　　　　図4－3－20　避難時の最高水位と水流

ハ）避難施設の選択

　　洪水災害時に住民がどのような所に避難したかについて、巴川（S．

　49）、仁淀川（S・50）および名古屋南部（S．54）の状況を図4－3－21⑧

　～（c）に示した。

　　　　　　　　　　　　　（b）　　　　　　　　　　　　　（c｝　　｛a）

　　無回答
　　O．6％

　　　　巴川（S．49）　　　　　　　　　　　　　　　　寺・神社
　　　　　　　　　　　　　　　仁淀川（S．50）　　　　　　　　　　　　　　名古屋南部（S・54）

　　　　　　図4－3－21　避難i場所の選定

なお、ここでは自宅内の避難は除外してある。仁淀川（S・50）におい

ては約4割の人が、名古屋南部（S・54）では約6割の人が公共建物へ

避難しているのに対し、巴川（S．49）では、その割合が3割弱と低い。
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反面、近所の家へ

避難した人の割合

は巴川（S．49）の

方が圧倒的に多い。

比較的公共建物へ

の避難率が高かっ

た仁淀川（S・50）

および名古屋南部

（S．54）について

避難先までの距離

と所要時間とにつ

いてまとめると、

図4－3－22（a）～Φ）

に示すとおりであ

る。1㎞以内に避

避田場所

までの

距庖

時間

（a）

｛b）

50～99m

　市　439人

　町村575人

　1時間以上

　市

　綱
1時間以上

　　｛二淀lll（S．50）

30分以上1時間未潰

　6．5％

名古星南＄（S．54）

図4－－3－22　避難i先までの距離と時間

難施設を求めた人が8割強と圧倒的に多い。参考までに、地震災害に
　　　　　　　　　　　　　　m）
対する避難行動のアンケート調査の結果を示すと図4－3－23に示すよ

うに、ある施設へ避難するか否かの意思決定の変曲点となる避難所要時

間はおおむね1時間になるという。興味深い結果が報告されている。ま

た、同報告では避難施設に到着するまでに避難住民はどういう避難形

態をとるかについても調査しており、その結果は図4－3－24に示すよ

1coee

図4－3－23

ぷ＃しない

ん

輪猶欄
胃

間決時時の害要思災所意震難難地避避（
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％80

60

40

20

　～5分　～30分　～1時間　　　　　　～2時間

　～10分

図4－3－24　避難所要時間
　　　　　　と避難形態
　　　　　（地震災害時）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　イニ，定1日（S．50）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　図4－3－25　避難i場所の変更

　　は、おそらく浸水に行く手をさまたげられたか、もしくは災害危険度

　　が低くなったのであろうと考えられるが、図4－3－25に示すように3

　　割強の人が途中で避難場所を変更している。

（4）まとめ

　　以上、既往の事例を中心にして洪水災害時の避難実態を住民行動を中

　心に分析した。調査事例が少ないために避難行動に至る住民の意思決定

　プロセスの一般性が必ずしも十分に把えられていない恐れはあるが、以

　下に、明らかになった問題点をとりまとめて示すことにする。

　イ）洪水情報を聞いても危機感を持たなかった人があり、洪水災害に対

　　する住民の危機意識は意外と低い。日常の啓蒙活動を通じて住民の災

　　害に対する認識を高めていくことが重要であるといえる。

　ロ）災害情報に対して、自己の定位を安全側に評価する傾向がある。こ

　　のことは、初期段階での大雨や洪水注意報などの情報が非常に広域的

　　であり、住民の意思決定プロセスにおける認知レベルで必要とされる

　　情報密度にまで達していないことが、その原因のひとつである。

　ハ）住民が災害発生を認知してから行動を起こすまでの時間、すなわち

　　判断レベルでの時間的余裕が少なければ、的確な判断に基づいた行動

　　ができなくなり、錯乱を招く恐れがある。これを回避するためには、

　　予警報、避難勧告・指示などの発令時期に対してf分な配慮が必要で

　　ある。

　二）住民の避難の有無についてみると、家屋形態によって大きな差異が

うに避難所要時間が長くなればそ

れだけ避難途中一旦立ち止まって

状況を判断するといった「認知→

判断→行動」という意思決定プロ

セスが多重に展開されがちな特徴

をもつ段階型の避難形態が現われ

ている。因に、仁淀川（S・50）で
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　認められる。すなわち、2階屋とか鉄筋コンクリート集合住宅に居住

　している住民は平屋居住の住民に比べて避難iしない人が多い。これは

　2階屋は安全であり避難場所として利用できると考えている住民が多

　いためである。鉄筋コンクリート集合住宅は別として、2階屋の安全

　性の評価はf分に検討する必要があるであろう。また、避難意思の決定

　をしても避難場所が明確でないため実際に避難しなかった住民がいる。

　洪水に対して安全な避難施設を確保するとともにその周知徹底が必要

　である。

　　一方、避難意思決定を情報との関係でみると、大雨予警報・洪水予

　警報のレベルでの情報は避難の意思決定には影響していない。やはり

　実際に避難させるには、避難勧告・指示惜報が必要である。

ホ）一部の住民は、避難を拒否したり、家が浸水していても家財への執

　着心が強いために避難i意思決定の時期や避難開始時期を誤るなど不適

　切な行動をとる場合がある。このような事態を回避するためには、避

　難準備命令を発令するほか、避難後の家財の保全（盗難予防）などに

　ついて適切な処置が望まれる。

へ）住民の災害情報や避難命令の認知率が低い理由として、情報の伝達

　手段の整備が十分でないことがあげられる。洪水災害時においては、

　広報車・電話・警鐘・サイレンなどによる伝達手段には時期によって

　は不適切な場合が見受けられるので、お互いの不備を補う意味で情報

　伝達手段の多重化が必要であろう。

　　また、災害時に有効な情報伝達手段となる防災行政無線の整備は重

　要である。

ト）多くの住民がかなりの浸水の中を避難している。このような事態を

　避けるためにも情報伝達を通じて早期避難を誘導することはもとより、

　危険地域の氾濫特性を十分に考慮した避難場所の設定と、そこへの安

　全な避難経路を確保し一股住民に周知させねばならない。

一138一



3－2　洪水避難計画の現状

　　本節では淀川流域を例にとって、災害対策基本法により直接的に住民を

避難誘導する立場にある市町村が前節で指摘した問題をどの程度認識し、

また、それを避難システムの計画、実施段階にどの程度、反映しているか

について分析する。

　　このような目的から、本研究では図4－3－26に示す淀川流域の40市町村を’

　対象として、『洪水災害時における警戒避難システムに関するアンケート調査』

Φ

図4－3－26　アンケート調査対象地域
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（S57．2）を行った。

　このアンケート調査

のフレームは、図4

－3－27に示すとおり

であり、洪水避難シ

ステムにおける行政

的対応一情報収集・

伝達計画、避難ネッ

トワーク計画、避難

誘導計画一を中心に

構成されている。

（1）

　イ）

（1）　情　　報　伝　　達　　計　　画

（1）－1

^水予警報等

v画

（1）－2

�?ｩ告・指

ｦ計画

（2）　避　難　　ネ　ッ　　ト　ワ　ー　ク　計　画

（2｝－1

@避難対象者
@設定

（2）－2

@避難経路
@設定

（2）－3

@避難施設
@設定

（3｝避難誘導

@計画

　　　　　　　　　　図4－3－27　アンケート調査のフレーム

災害時の情報収集・伝達計画　　　　　　　　日頃，河川管理者から河川の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　状況等に関する情報を受けら
　気象情報・洪水情報等の入手計画　　　　　れていますか？

　気象や洪水に関する情報は、洪水時に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　情報を
もっとも必要な情報であるが、図4－3一　　　受けていない

28に示すように、日頃河川管理者から情　　　　　　　36

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村報をうけているのは、36市町村のうち

28市町村である。その内容は図4－3一　　　　　情報を受けている

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28
29に示すように、　「河川改修の進捗状況

に関する情報」や「洪水時のダム操作等　　　　図4－3－28

噸する繍」である．　　　　巖㌫齋報はどのよ
　また、洪水時における降雨および洪水に　　　　　　その他

関する情報入手のルートは国→府県→市　洪水時の三霊綴

町村というのが一般的であるが、情報伝　　　ダム操作等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に関する　　　42
達時間の短縮や市町村の実情にあった情　　　　情報　市町村

報提供、あるいは、情報伝達系統の簡素　　　　15　河川改修の進捗状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に関する情報
化・統一化などが、改善すべき事項とし　　　　　　　14

て述べられている。　　　　　　　　　　　　図4－3－29
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　一方、このような状況下では各市町村

　が独自に河川水位の動向を監視している

　かどうかが問題になってくる。図4－3－

　30は監視体制の有無についての調査結果

　である。調査対象のうち21市町村では

　独自に河川パトロールや水位自動観測所

　などの監視体制を整えている。市町村に

　よりまちまちであるが、おおむね、監視

　を心要とする河川区間に水防団員等を中

心とした監視員を配置し、緊急時には、

　市町村の災害対策本部に、水防無線、防

　災無線、有線等による連絡体制をとって

　いる。

ロ）避難勧告・指示計画

　　避難勧告および指示の時点について調べ

　てみると、図4－3－31のように、河川の警

　戒水位などを基準に明確にその時期を決

　めている市町村は、調査対象のうち24

　市町村である。

　　一方、避難勧告・指示の時期を決めて

　いない12市町村については、　「状況の

　判断による」、　「災害により危険が急迫

　しているとき」等の回答が多い。避難勧

　告・指示の時期を逸すると被害を助長す

　ることにもつながることから、なんらか

　の基準が必要であると考えられる。また

　防災行政無線については、図4－3－32に

　みるように通信系統が決められているの
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貴市町村では，独自に河川の

洪水状況や氾濫状況を監視す

るなζの監視体制を設けてい

ますか？

図4－3－30

避難勧告・指示の時点を明確

に決めていますか？

図4－3－31

現在，貴市町村では洪水災害

時の防災行政（遠隔地や独立

地区への通信方法）の通信系

統を決めていますか？

34

市町村

決めていない

　28

図4－3－32



　　は、調査対象のうち6市町村である。また

　　「決めていない」と回答した市町村のう

　　ち11市町村は、　「設置計画がある」一

　　「現在検討中」ということで、大半の市

　　町村が行政防災無線の重要性を認識して

　　いる。

②　避難ネットワークの計画

　イ）避難対象者の設定

　　　避難対象者の設定は避難計画の基本で

　　あり、そのためには氾濫区域の把握が前

　　提となる。しかしながら、市町村レベル

　　で氾濫区域を把握しているところは少な

　　く、この調査では38市町村のうち僅か

　　に15市町村であった。また、把握の方法

　　についてみると、　「過去の実績」、　「国

　　や府県の資料」によるものが大半である

　　が、中には独自に水理計算を実施し把握

　　しているところ（1市）がある。

　　　なお、氾濫時に公的施設を利用する住

　　民の数を把握しているところは図4－3－

　　33にみるように7市町村である。

　　　一方、氾濫区域内において、地区別に

　　危険度ランクを設定しているところは図

　　4－3－34にみるように6市町村あるが、

　　危険度の高い地区の住民に対する特別の

　　対策は現在のところ立てられていないよ

　　うである。

　ロ）避難施設の計画
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氾濫区域内の住民のうち，貴

市町村が計画する避難施設を

利用することの必要な住民の

数を把握されていますか？

図4－3－33

氾濫区域内において，地区別

に危険度ランクを設定されて

いますか？

34

市町村

設定していない

　　28

　　　図4－3－34

　避難施設の備えるべき条件と

　して，どのような点を配慮な

　さいましたか？

　　避難距離
建物の強

　　　　　　水につかり
　　施設の　　　　にくい

　　規模

　救援活動　　市町村　　住民の
　がとり易し
　　　　　　32　　　周知度

公的施設である

　　10

図4－3－35



　避難施設の計画にあたって留意すべき

事項は

・避難施設の具備すべき条件

・避難施設の規模と配置

・避難施設の住民への周知

等である。

　まず、避難施設の具備すべき条件につ

いてアンケート調査結果をみると図4－3

－35に示すように、「住民の周知度の高

いこと」、「公的施設であること」が重

要視されているようである。また、1／4

2次避難を必要とする背景と

して該当するもの

図4－3－36

避難施設をどのような方法で

住民にPRしていますか？

の市町村では「震災時と避難場所が共通立看板喉識

すること」についても重要な条件として

いる。

　っぎに、計画されている避難施設の位置

を氾濫区域との関係でみると、氾濫区域

を掌握している15市町村のうち13市

町村においては、おおむね、氾濫区域か

　　　　　パンフレノト
説明n
絹潰会4　　58　　　　16

学頗育　市町村

市町村の市民新聞

　　26

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図4－3－37

ら4㎞圏内に避難施設を確保しているようであり、そのほとんどが公

的施設とXSっている。地理的条件等で近距離に避難施設を確保し得な

い場合には、一時的に比較的安全な場所へ住民を避難させ、危険が迫

ればより安全な所へ避難させる2次避難という考え方がある。この点

については、27市町村で2次避難の必要性を認めており、そのうち

8市町村では2次避難を計画的に取り入れている。2次避難を必要と

する背景としては図4－3－36に示すように、「避難住民の立場を考え

災害規模に応じた多段階避難を考慮する必要性がある」とするものが

もっとも多いが、「地形的条件等により、近くに最終避難場所を確保

できない」とするものも多い。一方、2次避難を必要としない市町村
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　では、氾濫域が狭く、近くに安全な避難施設を確保できるとしている

　ようである。

　　最後に、避難施設の住民への周知についてみると、図4－3－37に示

　すように「市町村の市民新聞」、　「パンフレット」などによりPRし

　ている市町村が多い。なかには市民ハンドブックに防災地図を明記し

　配布している市町村がある。

　　なお、アンケート調査の対象とした市町村のうち17市町村が、避

　難施設計画について以下のような改善すべき点のあることを指摘して

　いる。

　　・避難施設に応急物資の備蓄がない。

　　・避難施設に災害対策本部との通信施設がない。

　　・夜間無人化するので洪水災害時の対応が心配である。

　　・民間施設なので洪水災害時にスムーズに受け入れ体制がとれるか

　　　疑問な点がある。

　　・避難施設が地域的に偏在している。

　　・都市の人口分布や周囲状況の変化に伴う避難計画の見直しが必要

　　　である。

ハ）避難経路の計画

　　避難経路を計画に盛り込んでいるところは1市町村のみであった。

　ほとんどの市町村が避難経路を計画して　　洪水災害時の避難経路を「決
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　めていない」と答えた場合の
　いない背景としては、図4－3－38に示す　　　理由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他
　よう「氾濫水の挙動がf分に把握できな
い」ことによるものが最も多く、また、地認避難を隠氾濫水が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　把握できない
形的条件等で「行政として安全と断言で

きるルートが確保できない」ことを指摘

する市町村も13市町村を数える。一方

「住民の選択に任す方がよいと思うから」

という理由を12市町村が挙げている。

　　　　51
安全な　　　市町村

ルートが

確保できない
　　　　　住民の
　　13　　　　選択にまかす

　　　　12

　図4－3－38
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　　　っぎに、地震・火災時の避難経路と洪

　　水災害時の避難とを共用させることに

　　ついて市町村の意向を質問したところ、

　　図4－3－39に示すように「共用させるべ

　　きである」と16市町村が考えているが

　　一方で「わからない」という市町村の割

　　合も高い。「共用させるべきである」と

　　答えた市町村の理由としては、　「住民に

　　よく知られ、洪水災害時に混乱を招かな

　　い」からと考える市町村が圧倒的である。

　　また、一部の市町村では、市街路の整備状

　　況からみて「区分して考える余地がない」

　　と指摘する市町村もある。一方、　「共用

　　させるべきでない」と考える市町村では

　　その背景として、「外力が異なれば避難

　　経路の具備すべき要件が異なる」と指摘

　　している。

　　　最後に、避難経路計画における改善目

　　標としては、安全な避難経路を道路計画

　　の中で考えたいとする意見が出ている。

（3）避難誘導計画

　　避難誘導は避難勧告・指示等の情報によ

　る誘導と避難経路の要所に誘導員を配置し

　て住民を誘導する方法とに大別される。前

　者については既述してきたとおりであるが、

　図4－3－40に示すアンケート調査の結果に

　よれば、8市町村では避難勧告・指示によ

　る誘導のみで、避難経路における誘導員に

一145一

地震・火災時の避難路と洪水

災害時の避難路を共用させる

ことについてどのようにお考

えですか？

共用させるべきではない

図4－3－39

洪水災害時に住民をどのよう

な方法で誘導なさいますか？

　図4－3－40

洪水災害時に住民の避難誘導

をどのような方が担当されま

すか？

　　その他

　　　　　警察署員
市町村職員　　　　16

　29 85

市町村

図4－3－41



よる誘導は考えられていない。一方、避難経路に誘導員を配置する計画

を立てている市町村では、図4－3－41に示すように、市町村職員がその

役割を担当する他、警察署員、消防・水防団員が担当している。また、誘

導員の招集時期は、おおむね避難勧告発令時と対応している。避難誘導

の指揮は市町村長が担当している所が多いが、なかには、水防団や消防

団の長にその指揮権を移譲している市町村がある。

　さて、誘導計画の内容においては

　・避難住民の自動車利用

　・避難弱者の誘導

　・災害時の防犯活動

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　洪水災害時の避難方法として
の3つの側面が重要である。　　　　　　　　住民が自動車を利用すること

まず、第1点目の麟眠の自動車の利　漂二ξ7ように指導され

用については、図4－3－42に示すように
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他
「何も指導していない」のが22市町村、

「利用しないよう指導している」のカ・’・8市　型？蒜し3、

町村であった。　　　　　　　　　　　　　　している　市町村

　なお、一部の市町村では老人・傷病者な　　　　　何も指導していない

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22
どの避難弱者のみを対象に車両による避難

誘導を実施している。　　　　　　　　　　　　　図4－3－42

　第2点目の病人や老人等の避難弱者の避　　　病人．老人等の避難弱者の避

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　難誘導について，何等かの対難誘導については、図4－3－43に示すよう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　策をたてておられますか？

に10市町村で

　・避難誘導を優先する

　・避難時に介助員を同行させる

　・避難時に車両利用を行う

などの対策を考えており、そのため、寝た

きり老人等の所在地リストを作成し水防団

員に周知させている市町村がある。

対策を

たてている

　32

市町村

対策をたてていない

　　　22

図4－3－43
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　　第3点目の災害時の防犯計画は、図4－

　3－44に示すように「防犯計画を立ててい

　る」と答えた8市町村では警察署員が中心

　に担当することとしている。災害対策基本

　法では、災害時の防犯計画の策定が義務付

　けられているが、実際には計画されていな

　い市町村が多い。

　　最後に、避難誘導計画上、改善すべきも

　のとして

　　・警察、日赤奉仕団、水防団等の関係機

　　　関との連絡が円滑に行えるような情

　　　報網の整備

　　・避i難弱者の誘導方法

　　・避難勧告、指示の権限のあり方

　が指摘される。

（4）支援組織・啓蒙活動等の補完的対策

　　図4－3－45は、洪水災害時に応援、協力

　を依頼している外部組織の有無について調

　査したものである。調査対象中22市町村

　が「ある」と答えており、警察、自衛隊、

　日赤奉仕団、自治会等に避難誘導や救助活

　動等を依頼している。

　　図4－3－46は、氾濫実績公示の是非につ

　いての設問である。公示した方がよいと考

　える市町村は「災害に対する住民の認識を

　高め、平素からの心構えを養う」としてお

　り、どちらともいえない、公示しない方が

　よいと考える市町村では「過去の事例がそ
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貴市町村では洪水災害時の防

犯について何か計画をされて

いますか？

　　　　防犯計画を

　　　　　立てている

　　　34

　　市町村

現在のところ

防犯計画を立てていない

　　　26

図4－3－44

水防団組織以外に洪水災害時

に応援・協力を依頼されてい

る外部団体がありますか？

図4－3－45

氾濫実績を公示することにつ

いてどのようにお考えですか？

　公示しない方かよい

図4－3－46



　のまま改修の進んでいる現状にあてはまら

　ないし、公示方法をあやまると住民に不安

　を起こさせる原因になる」あるいは「当該

　地域のイメージが低下する」と答えている。

　　図4－3－47は、職員に対し防災計画に関

　する教育を行っているかどうかを調査した

　ものである。35市町村のうち16市町村

　で教育を行っており、その内容は図4－3－

　48に示すように防災計画書の説明が中心と

　なっている。

（5）まとめ

　　以上、避難システムの計画主体である市

　町村に対して行ったアンケート調査の結果

　について述べたが、（4）で述べた避難システ

　ムの備えるべき要件をすべて含めた形でシ

　ステムを計画している自治体は少なくとも　講師を呼んで

　調査時点（S．57）においては見当たらない。

貴市町村では，職員に対し防

災計画に関する教育を実施さ

れていますか？

　図4－3－47
どのような方法でなさってい

ますか？

講演会を開く

　　図4－3－48

　また、計画内容は充実しているにしても、災害時にはたしてうまく機能

するかどうか疑問に思われる自治体も見受けられた。

　以下、アンケート調査の結果から明らかとなった避難システムにおけ

る今後の課題を列記して、まとめとすることにする。

イ）災害時の情報収集・伝達計画

　・洪水情報等の入手については、伝達時間はできるだけ短い方が望ま

　　しい。伝達時間を短縮するためには、情報伝達系統の簡素化および

　　統一化が望まれる。

　・伝達される情報の内容は市町村の実情に合致したものでなくてはな

　　らない。

　・防災行政無線については、計画、検討中のものが多いが早急にその
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　　設置が望まれる。

　・住民に対して短時間のうちに避難勧告、指示の周知を図るためには

　　惜報連絡系統の強化が望まれる。また、避難勧告、指示の判定基準に

　　ついては十分に地域性を考慮に入れて定めることが望まれる。

ロ）避難ネットワーク計画

　・避難対象者の設定は、避難システム構成の原点である。国や府県か

　　ら氾濫区域に関する惜報を得るか、あるいは独自の方法で十分な精

　　度をもった水理計算を施し、氾濫区域を把握すべきである。

　・避難施設については、その規模、配置について十分検討し、住民へ

　　の周知を図る必要がある。また、施設には災害対策本部との連絡用無

　　線や自家発電機等を設置し、応急物資の備蓄を考えるべきである。

　・避難経路の設定に関しては、災害をひきおこす外力別に安全なルー

　　トを確保することが前提である。しかし、現状では、住民への周知

　　徹底や住民の混乱を避けるためという理由で、他種の災害に対する

　　ものと共用されている。今後は道路計画の中で、この点を考慮した

　　避難経路を検討すべきであろう。

ハ）避難誘導

　　避難誘導は、避難勧告、指示だけでは不十分であり、避難経路の要

　所に誘導員を配置し、スムーズな避難を促すことが必要である。また、

　避難弱者（病人・老人・子供等）の誘導や家財の盗難の防止について

　具体的な方策をたてる必要がある。

二）その他

　・各自治体は、外部組織（警察・自衛隊・日赤奉仕団体等）との協力

　　体制を強化する必要がある。

　・住民の防災意識を高めるように努力するとともに、各自治体職員に

　　対する防災教育や訓練を強化する必要がある。
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第4節洪水避難システムの基本フレーム

　4－1　避難システムの機能

　　　洪水避難とは、住民が氾濫水という外力から身を守るために安全な場所

　　へ移動するための各種行動としてとらえられる。住民個々の洪水災害時の

　　避難をシステムとしてみると、第4章2－1で述べてきたように、その基本構造

　　は「認知」、　「判断」、　「行動選択」という機能により構成される意思決

　　定プロセスとして記述できる。

　　　しかしながら、この意思決定プロセスに基づく住民の対応行勤は、個々

　　の初期的条件によりまちまちであり、住民の避難行動には脱合理的ともい

　　える行動がみうけられる。そのため、第4章3－1で指摘したように、コミュニ

　　ティ全体としての避難活動は往々にして混乱したものとなりがちである。

　　この混乱を防止し、住民避難が安全かつ円滑に行われるためには、コミュ

ニティとしての避難システムの整備が必要となる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　外力もしくは外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　力に関する情報　コミュニティというレベルで洪水災害時の

避難を考えた場合、そこでは多数の個人や組

織がそれぞれの目的に応じて様々の行動を展　　　　　　；禦撃き

開するが、これを一つのシステムとしてとら

えると、図4－4－1のように概念づけられる。　　　　　　避難行動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　システム
　すなわち、このシステムは基本的に、各種

行政組織等が住民避難を安全かつ円滑に導く
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図4－4－1避難システム
ための「制御誘導システム」と洪水災害から　　　　　　の概念図

住民が避難するための「行動システム」という二つのサブシステムから構

成されると見なせる。住民の行動システムについては既に触れてきたので

ここでは各種行政組織等が行う制御誘導システムについて考えてみる。

　住民の避難行動システムを制御誘導するためのシステムは、第4章2－1で述

べたように、　「平常時の制御誘導」と「災害時の制御誘導」いう二つの側

面から構成される。平常時の制御誘導は洪水災害に対する住民の知見を高

めるための災害啓蒙による心理的制御と、住民の適正な避難行動を実行可
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能ならしめるための避難施設や避難経路等の物的環境の整備による物理的

制御とで構成される。

　一方、災害時の制御は災害の発生もしくはその可能性に関する情報を提

供することにより、住民の行動システムが機能する状態へと導くことであ

る。すなわち、住民の避難意思決定プロセスが作動するために必要な認知

情報の提供といえる。この制御誘導により、住民は個々の意思決定プロセ

スに基づき行動をするが、その行動は住民個々のもつ初期的条件（この多

くは平常時の制御のうち災害啓蒙により培われる）によりまちまちであり、

適切な避難行動がとられない場合がある。

　このような場合には行動指示と

いう物理的（強制的）な制御誘導

が必要となる。この制御誘導は強

制力を持つべきものと考えられ、

そのためには庄民がそれを受け入

れるための前提条件である平常時

の制御誘導システムの整備が必要

であることはいうまでもない。そ

のうちの最も重要なものとして、

前述した物的環境の整備を指摘す

ることができる。

　以上のようにコミュニティとし

ての避難システムを広義にとらえ

ると、それは図4－4－2に示すよう

に構成される。

　このように制御誘導システムは、

平常時の制御誘導システムと災害

時の制御誘導システムとに分ける

ことができる。そして、これら二

図4－4－2 避難システムの

基本的構造
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　つの制御誘導システムが庄民の行動システム内部において相互に補完しあ

　って初めて安全かつ円滑な避難となるが、本文ではこれらの制御誘導シス

　テムの中でとくに、災害時の制御誘導システムを対象とすることにする。＊

　なぜなら、第4章3－2でも述べたように、洪水災害時の制御システムは緊急性

　の高いものであるにもかかわらず、従来系統的な研究がほとんど行われて

　いないからである。しかも、災害時の制御誘導システムを対象とすれば、

　このシステム成立の前提条件である平常時の制御誘導システムについても

必然的に言及することになる。

　　以下にはこのシステムを構成する場合の前提条件としての外部環境なら

　びに設計の基本フローについて述べることにする。

4－2　避難システムの外部環境

　　本文で対象とする避難システムの機能レベルは、啓蒙活動や物的な防災

環境の整備など平常時の制御システムによって培われたコミュニティの災

害準備度に応じて変化する。すなわち、平常時の制御誘導システムによっ

　て培われたコミュニティの災害準備度は、避難システムの外部環境として

位置づけることができる。避難システムの外部環境としての災害準備度は、

様々な要素で形成されるが第4章2－2で述べたように

　　・行政による防災体制の程度

　　・土地利用条件、家屋立地・構造条件

　　・住民の防災意識、災害文化の程度

　に区分して考えることができよう。本文で対象とする洪水避難システムの

　外部環境としては、これらの要素のなかでも防災施設整備状況、土地利用

　状況、住民の防災意識が特に重要なものといえる。

（1）避難システムと防災施設整備

　　　洪水避難という緊急事態下において、住民の行動を誘導する場合には

　　避難システムは可能な限り単純な構造が望ましい。しかしながら、防災

　　施設整備が遅れ、洪水時に破堤位置やその規模を予想することが極めて

＊　本論文では、以下災害時の制御誘導システムを避難システムと呼ぶ。
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　困難であるといった状態や避難施設、避難経路の安全性がf分に確保さ

　れていない状態などを想定した場合、避難システムはあらゆる事態に備

　えて計画されねばならず、効率的な避難システムとするには自つとその

　構造は複雑になってくる。

（2）避難iシステムと土地利用

　　洪水氾濫危険区域における土地利用規制は、洪水氾濫被害の軽減にと

　っては極めて有効な手段である。すなわち、土地利用規制が円滑に進ん

　でいる地域では、重点的に制御誘導できるのでより効率のよい避難シス

　テムの運用が可能となるが土地利用規制が十分でない地域ではそれだけ

　補完的機能としての避難システムの果たすべき役割は重要なものとなろ

　う。

（3）避難システムと住民意識

　　避難行動の主体は住民である。既に述べてきたように、洪水災害に対

　する住民の危機意識の構造は多様であり、同一の情報を認知してもその

防　　火

施設整備

洪　水　避　難

システムの構成

氾濫原の
土地利用

図4－4－3　避難システムと外部環境
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　　評価、行動はまちまちである。洪水災害の危険性に対する庄民の認識と

　　理解が得られれば避難システムはより高次元の制御手段をシステム内部

　　に織り込むことが可能となる。

　　　以上、避難システムを取りまく外部環境要素についてその概略を述べ

　　た。図4－4－3に避難システムと外部環境との関係を示す。ところで、外

　　部環境は避難システムを設計する場合の前提条件であるから避難システ

　　ムの機能をより一層高めるためには、外部環境の改善方法に関する情報

　　一避難i経路や避難i施設の適正規模やその配置のあり方、氾濫区域内の土

　　地利用のあり方など一が不可欠である。このような情報を与えること

　　も、本文で取り扱う避難システムの構成と評価の手法の開発の目的の一

　　つといえる。

4－3　避難システムの構成

　　避難システムの機能は図4－4－4に示すように、国や府県から入手した降

　雨、洪水等各種災害情報（独自の監視体制により得られた情報をも含めて）

　と地域特性との関係から災害発生の可能性を刻々分析し、災害の発生が想

定される場合には氾濫水により危険となる住民を設定し、それらの住民に

対して氾濫水から安全な避難施設とそこへ至る避難経路を指示するととも

　に洪水氾濫という時間的・空間的にダイナミックな現象に対応した住民避

難行動を制御誘導することといえる。

　　このように考えると、避難システムは基本的に「氾濫水」、「住民」、

　「避難空間（避難施設と避難経路）」、および「制御誘導情報」」という4つ

の概念から構成され、図4－4－5に示すようにモデル化できる。

　　ところで、いざ災害という時点で図4－4－4に示す作業のすべてを行って

　いたのでは避難システムは十分に機能し得ないであろうし、また、それだけ

　の時間的余裕もないであろう。

　　そのため、

　・河道流況と破堤、溢水の可能性

　・破堤、溢水した場合の氾濫区域
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START

　t＝0

情報の収集

洪水規模の想定

災害発生の可能性

「一一一一一一一一一一一一一一一Y言一一一一一一一一一一一一

避難ネットワー

クの設定

避難勧告・指示
の内容と発令時

期の検討

L＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿」

避難勧告指示の発令

難　行

END

図4－4－4　避難システムのプロセスモデル
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制御誘導情報 住

氾濫水

避難空間

図4－4r－5　避難システムの概念モデル

・氾濫区域内の避難i庄民、避難施設、避難経路の数と分布

・避難勧告指示の内容と発令時期

などの情報を洪水規模別にあらかじめ作成（型紙化）しておき、洪水時に、

国や府県から入手した洪水情報や独自の監視体制によって得られた情報を

インプットすれば制御誘導が可能なようにしておく必要がある。本章でい

う避難システムの構成とは、いわばこの型紙を作成することといえよう。

　したがって、その構成内容は避難対象者の設定、避難経済・避難施設の

設定という基本的作業をふまえた「避難ネットワーク計画の作成」とその

ネットワーク上において庄民を、いつ、どのように避難誘導するかという

「避難勧告・指示計画の作成」といえる。

　上記した2っの内容を構成するためには、洪水災害時の氾濫の状況を時間

間的・空間的に予測しておく必要がある。このように考えれば、避難シス

テムは図4－4T－6に示すように、

・氾濫水の予測システム

・避難ネットワーク設定システム

・避難勧告、指示計画システム

という3つのサブシステムから構成されると考えることができる。

　一般に、複雑な機械システムや社会システムの場合には、システムの信

頼性、安全性を向上させるために、ハイァラーキ構造をもっシステム、冗
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長性を考慮したシステム、フィードバック機構をもつシステムとなるよう

な設計が行われるが、ここで述べる避難システムも図4－4－4からわかるよ

うに、いくつかのサブシステムからなるハィアラーキ構造をもっており、

また、評価過程などをとおしてシステム内部に冗長性、フィードバック機構

を組み入れたシステムとなっている。

災害規模の

z　定
地域情報

氾濫水の　予　測

浸水区域図 避難ネット
潤[ク設定

避　難　誘
ｱ　計　画

避難ネット

潤[ク案

誘導計画案

避難システ

?ﾄ

一＿＿＿」±9－＿　評　価　　」些＿＿＿

@　　　　　　Yes
避　　　難

Vステム

図4－4－6　避難システムの構成
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第5節　洪水避難システムの構成手法

　5－1　氾濫水の予測システム

　　　本節では第4章4－2で述べたように防災施設整備を、避難システムの外部

　　環境として位置づけている。すなわち、システムの作成にあたっては、どこ

　　で、どの程度の破堤が生起するか明らかでないため、　「破堤ヵ所・規模」

　　を仮定条件として取り扱い、各仮定条件の変化に対し弾力性（適応性）の

　　強い避難システムを構成しておく必要がある。

　　　一方、避難システムの備えるべき指示情報は、第4章4－3で述べたよう

　　に基本的には、

　　・避難対象者指示情報

　　・避難施設および避難経路指示情報

　　・避難行動指示情報

　　の3つといえる。このような指示情報を避難システムとして提供するため

　　には、洪水氾濫解析、すなわち、予測システムは洪水氾濫水の挙動を、時

　　間的、空間的に微小な単位で把握できるものでなくてはならない。このよ

　　うな目的を満足する解析手法として本論文では、第2、3章で述べた氾濫

　　水の数値解析法を予測システムのモデルとして使用することにする。図4

　　－5－1にはこの数値解析法を中核とする予測システムの流れを示す。

氾濫水予測システム

治水施設

ｮ備水準 河道の洪水解析 避難勧告・指示

降雨

　　！

i破堤・這水）

@　凸
浸水危険区域

避難施設・経路氾濫区域
y地利用

堤内地の氾濫解析

図4－5－1　氾濫水の予測システム
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5－2　避難ネットワークシステム

　　避難ネットワークシステムは避難対象者の設定、避難施設の設定、なら

びに両者を結ぶ避難経路の設定から構成される。このサブシステムは、前

項で述べた氾濫水の予測システムからもたらされる氾濫水の挙動を情報と

　して構成するものとする。

（1）避難対象者の設定

　　　避難対象者をシステム　モデルにより把握していくためには、まず次

　　のことを明らかにする必要がある。すなわち

　　・避難必要性の判定基準

　　・避難対象者の掌握単位

　　である。

　（a）避難必要性の判定基準

　　　　氾濫水の予測システムにより洪水氾濫区域図が得られるが、この情

　　　報（主として湛水深）により避難の必要性の判断を行う。この場合、

　　　3節でも述べたように、家屋形態による危険度の差異、被災経験の有

　　　無や性別などの個人的属性、さらには、一股人と子供、老人、病人と

　　　いった行動能力の差異なども考慮する必要がある。また、洪水氾濫から

　　　の避難だけでなくガケ崩れ等2次災害の危険性も避難判定基準として

　　　考慮する必要がある。

　　（b）避難対象者の掌握単位

　　　　避難は住民個々の行動である。そのため避難システムは、その対象

　　　を個々の住民単位とするのが基本的にいって望ましいといえよう。し

　　　かしながら、対象とする地域が広範囲に及ぶ場合には、個々の住民を

　　　対象として、避難行動指示を行うことはほとんど不可能に近い。そのた

　　　め住民を個人→家族→町内会→校区といった集団としてとらえざるを

　　　得ない。この場合、どの集団レベルを掌握単位として設定するかは、

　　　住民の集団行動原理や対象地域の空間スケール、さらには氾濫水の予

　　　測システムの精度などによって決まるものと考えられる。
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　以上の前提条件の下で、避難対象者の設定は図4－5－2に示したフロ

ー図に従って行えばよい。

　　　　　　　　　　　予測システム

人口分布

家屋形態

　etc
ファイル

洪水氾濫予測図
：水璽｝分布

湛水深別人口

家屋形態

避難対象者

の　設　定

避難必要性

の判定基準

　　　　　　　図4－5－2　避難対象者設定システム

（2）避難施設の設定

　　避難対象者が決まると、それら対象者に避難すべき施設を指示する必

　要がある。避難対象者が洪水氾濫水という自然現象より一意的に定まる

　のに対して、避難施設の指示は避難システムの計画要素として位置づけ

　られる。

　　住民に指示する避難施設を設定するには、既存の施設を設定する場合

　と、新たな避難施設を計画して設定する場合とがある。前者の場合は、

　主として既設の各施設が避難場所として適切かどうかの評価を行うもの

　であり、その評価は氾濫水の予測システムから得られる氾濫水からの安

　全度や避難住民の周知度等の側面から行われる。

　　一方、後者は前者の補完的役割として位置づけられる。すなわち、評

　価基準を満足する避難施設を既存の施設でまかないきれない場合や後述

　する避難経路網からみて、望ましい避難施設を設定できない場合に新た

　な施設を計画設定することを意味する。

　　この場合、計画の主要課題は施設の配置と規模の決定といえよう。そ

一160一



　して、施設の配置と規模

　の決定は避難経路網と一

　体となった避難ネットワ

　ークのなかで計画されな

　ければならない。図4－5

　－3は避難施設設定方法

　のフローを示したもので

　ある。

（3）避難経路網の設定

　　避難経路網に課せられ

　る要件として、次のこと

　が考えられる。

　・浸水に対して安全な経

　　路とする。

　・避難システムの混乱を

　　招かないため、さらに

　　は住民の周知度を高め

　　るために同一地区（集

既往施設による

避　難　施
　（収容能力）

新規避難
施設の確保
　（収容能力）

避難施設

計画案

避難施設設定

のためのチェック

　　　リスト

避難対象者
設定システム

避難対象者

の人口分布

図4－5－3　避難施設設定システム

　団）の避難住民は同じ避難場所を割り当てる。

・どの住民にとっても避難行動可能範囲内の避難経路網とする。同時に

各避難において、避難所要時間の平等性を確保する。

・洪水氾濫の状況変化に弾力的な避難システムとする。そのために図4

　－5－4に示すように多段階の避難行動が可能な避難経路網の計画とす

　る。

　以上、避難対象者の設定、避難施設の設定および避難経路網の設定

について検討してきたが、これらによって構成される避難ネットワーク

システムの構成のためのチェックリストを表4－5－1に示す。
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O　避●住民

　　個としての
一b @行動様式

［〉ξ蒜よての

障間遵空

呂　ぷ
〈〉品

難間避空

図4－5－4　2次避難行動パターン

5－－3　避難誘導システム

　　避難ネットワークシステムの構成につづいて、災害時に計画された避難

　ネットワーク上で、安全かつ確実に避難が展開されるような避難誘導シス

　テムを立案する必要がある。災害時における避難誘導には様々な方法が考

　えられるが、ここでは避難勧告・指示の伝達による誘導を中心に考える。

　洪水災害時に住民が必要とする情報は表4－2－1に示したとおりであり、こ

　れら情報の大部分は、前述した氾濫水の予測システムから得られる洪水氾

　濫に関する情報を媒介として作成される。すなわち

　・要避難人口とその地域分布

　・安全な避難施設と避難経路

　・避難勧告・指示の時期

　である。このうち、前二者については避難ネットワークシステムの構成に

　おいて触れたので、ここでは省略するが、避難勧告・指示の時期について

　は図4－5－5に示す流れで把えることができる。避難誘導システムにおいて

　特に重要となる情報伝達方式の計画については、伝達方式や対象地域の特

　性をf分検討した上で計画すべきである。表4－5－2に避難誘導システム作

　成のためのチェックリストを示す。情報伝達メディアの選定にあたっては
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メディアがもつ情報伝達の確実性、広域性、瞬時性などを考慮に入れる必
　　　　　　21）

要がある。

●地区別湛水深
●地区別破堤から浸水

　開始までの所要時間

「一一一一一’一　一一　一　一

　　誘導情報伝達地区
　　の設定
　　●各地区の人口
　　●各地区の余裕時間

予測システム

●警戒水位～破堤規定水位

　までの水位上昇時間

誘導情報発令基準の設定

●時間的余裕

情報伝達メディアの設定

」＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

nO
評 価

yes

伝達メディア選定

のためのチェック
リスト

流域特性
●氾濫域の広がり

●避難対象者の分布etc

誘導計画案

図4－5－5　避難誘導システム
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第6節　避難行動シミュレーション　モデル

　　第5節で述べた構成手順に従って避難システムの個々のサブシステムは構

　成できることになるが、これらのサブシステムを結合して得られる避難シス

　テム案が災害時にどの程度、避難システムとしての目的を達成し得るかを事

　前に評価しておく必要がある。

　　前述のように個々のサブシステムは、主として氾濫解析から得られる最終

　的な湛水深の空間分布から評価できるが、避難システム全体としての評価は

　住民の避難行動を考慮に入れた動的な側面から行う必要がある。本節では、

　避難システム全体としての評価を行うための手法として開発したシミュレー

　ション　モデルについて以下に述べることにする。

　　この手法は、避難システム案に従って展開される避難の様子を住民の行動様

　式および氾濫水の挙動を組み込んだシミュレーション　モデルにより机上実

　験し、その結果をうけて避難システムの具備すべき要件を満足するか否かを

　評価する方法である。

　　避難システム案を評価する指標は多様であるが、それらは大きく区分して

　表4－6－1に示すように3つの側面に区分される。そして、評価は図4－6－1

　に示すように各々の評価指標がある許容水準を満足しているか否かによって

　なされる。さて、シミュレーション　モデルを作成する前に、避難システム

　の評価においてモデルのはたすべき要件とその基本構造を明らかにすること

　にする。

　6－1　シミュレーションモデルの要件

　前述のように、避難

システム案において、

避難施設、避難経路、

避難誘導などのサプシ

ステムはそれぞれ単独

に評価され既に許容さ

れたものである。した

｝唾

　　　。容

図4－6－1　評価の手順
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がって、ここで検討するシミュレーション　モデルの目的は、図4－6－2

に示すように各サブシステムを結合させた場合に、避難システム全体とし

ての適正度を評価することにある。この段階において、避難システムの適

正度を評価する具体的な指標を列記すると以下のように考えられる。

イ）避難住民の安全性

　・避難人口

　・避難完了人口

　・避難未了人ロ

ロ）避難の円滑性

　・避難所要時間

　・避難先の変更状況

表4－6－1　避難システム案の評価指標

評価側面 ，、乎　　　　　価　　　　　∫頁　　　　　目

要件充足性

●避難不可能者数　　　　　　●洪水氾濫状況との弾力性

恃�?蒲v時間　　　　　●避難システム構造の簡素性

恤ｽ　　等　　性．　　　　　●etc

実行可能性

●技　術　的　制　糸勺　　　　　　　●糸莫　済　ll勺　制　約

恷ﾐ会的制約　　　　　●時間的制終」
恂@・行政的制約　　　　　　　●etc

事実対応性．
●現象との整合性．

怏ｼ説、仮定の確からしさ。●etc

　ハ）避難路および避難i施設の配置

　　の適否

　　・避難施設別避難住民数

　　・避難経路上の避難住民数

　　　したがって、以上の情報を時

　　間的、空間的ec良好な精度で提

　　供しうることがシミュレーショ

　　ン　モデルの要件といえよう。

6－2　シミュレーション　モデル

　　　　の構造

　　住民が避難誘導等の情報もしく

　は氾濫水を認知してから、安全な

場所へ移動する状況を再現し、そ

　の結果として前節で述べた情報を

提供することが、避難システム評

　価のためのシミュレーション　モ

　デルの役割である。したがって、

避難対象者
の人口と分布

図4－6－2

避雛利用可能
施設・経路の条件

避難ネノトワーク

　代　替

許容される避難

ネノトワーク案

る設83れ施経餐難難許避避

避難システム

代　替　案

避難システム

　試　案

誘導計画
の代替案

許容される予

警報代替案

避難システムにおける
段階的評価
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モデルを構成する基本要素は、氾

濫水、避難住民、避難経路網、避

難施設、避難誘導情報ということ

になる。このうち避難経路および避

難施設については避難ネットワー

ク案として、また避難誘導につい

てもその時期や内容、伝達方式を

考慮に入れた計画案として提示す

る。

　このように考えると、シミュレ

ーション　モデルは基本的に図4

－6－3に示すように、

・氾濫水の挙動を表現するモデル

・住民の避難行動を表現するモデ

　ル

の2つの現象モデルで構成される。

　洪水災害時における住民の行動

については、2節および3節におい

てその概要を紹介したが、住民の

避難行動は模式的に示すと図4－6

－4のようにとらえられる。このよ

うにして示される住民の避難行動

を模擬するシミュレーション　モ

デルの具体化について以下に検討

を行う。

（1）対象流域のモデル化

　　避難システムの主体は個々の

　住民である。そのためシミレー

図4－6－3 シミュレーションにおける
現象記述モデル

START

煤≠O

　　一一　一　一一一　一一一　一　＿＿　＿＿＿

黶C＋△t　　　1

警　　報 湛水状況

要避難

@　Yes

?@　備

No　－一一一一一

一　一　一　一　一　一　一　←　＿＿＿　一　一　一　＿

@　　　　　　　「

避難場所

ﾌ選定 一
避難経路

ﾌ選定

行　　動

Yes
避難完了

@　No
煤≠拍¥△t

　　　　　　1
@　　　　　1　　　　　　1

@　　　　　l
@　　　　　i　　　　　　l　　　　　　，　　　　　Yes↓安全か？　　　　　　　　　　　I　L坐＿＿一＿＿一一．一一二．」

END

図4－6－4　住民の避難行動
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　ション　モデルは住民一人一人の避難行動をシミュレートすることが基

　本となる。ところが、対象とする流域（氾濫区域）が広域に及ぶ場合、

　避難住民が非常に膨大な人口となり、コンピューターモデルの演算時間

　および記憶容量などの点において不都合である。また、このことは避難シス

　テムの性格からみても徒労に過ぎない面が多い。すなわち避難システム

　として行政的に住民に公示する場合、避難対象者が個人としてではなく、

　ある集団として指定される場合が一般的であるからである。このような

　観点に立って、本モデルでは避難対象者を個人ではなく集団として取り

　扱うこととする。この場合避難対象者としての集団のもつ属性を表わす

　ための手法として、対象流域をメッシュ分割法によりモデル化し、個々

　のメッシュに集団のもつ属性を以下のように設定する。

　・集団の氾濫区域内における空間的位置

　・人口

　　なお、メッシュスケールは対象圏域の大きさ、避難ネットワークの密

　度、必要とされるアウトプット情報の精度等にも左右されるが、避難集

　団として適正規模であることが望ましい。ここでは氾濫解析モデルとの

　関連も考慮して、氾濫解析モデルの堤内地のメッシュ分割と合わせるこ

　ととする。

（2）避難ネットワークのモデル化

　　計画案として提示された避難施設、避難経路に基づいて図4－6－5に示

図4－6－5避難ネットワーク

　凡　例

◎：避難施設

一：幹線街路

一：住区内街路
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　されるようなネットワークを、結接点（ノード）とそれらを結合する経

　路（リンク）を組合せてモデル化する。なお、避難施設は便宜的に実際

　の位置ともっとも近いノードの位置に設置されているものとして取扱う

　ことにする。

　　また、ネットワーク情報としては以下のものを与える。

　・ノードの座標

　・リンクの種別（幹線・細街路・幅員・地盤高等）

　・ノードの種別（一般交差点・避難施設）

（3）避難行動のモデル化

　（a）災害発生の認知と避難の意思決定

　　　洪水氾濫による災害の認知方法は、次の2つに大別される。一つは

　　警報や他人からの情報認知であり、もう一つは氾濫水を見て認知する

　　場合である。警報の認知率は王として情報伝達の方法や警報の時期、

　　それに惜報を受ける側である住民側の防災意識などに左右される。また

　　氾濫水を見て認知する場合についても家屋の位置や構造、破堤の時間

　　帯などによって変わってくる。また、住民は洪水氾濫を認知したあと避

　　難を行うか否かについての意志決定を行う必要があるが、その決定は

　　4－2－1で述べたように、住民個々の災害に関する知見、置かれている

　　環境などにより異なってくる。

　　　以上のように、災害発生の認知や避難意思決定に係わる要素は複雑

　　であり、現状では明確でない部分が多い。本文の目的は、避難システ

　　ムの構成手法と構成された避難システムの評価の手法の開発であるか

　　ら、住民の避難行動を完全には再現できなくとも、システム全体とし

　　て安全側に設計できれば問題はないと考えられる。したがって、この

　　シミュレーション　モデルでは次のように警報の伝達および住民の避

　　難意思の決定をモデル化することにする。

　　　まず警報については、コミュニティの有する警報発令基地から同心

　　円状に伝わっていくものとし、警報が伝達された地区では、すべての
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　人が警報を認知すると仮定する。なお、情報の伝達速度は、使用する

　メディアによりかわると考えられるためパラメータとして取り扱う。

　又本来警報を聞いた人は避難開始するまでに準備のための時間を要す

　るが、ここでは無視することieする。

　　一方、氾濫水を見て避難する人は図4－3－10を参考にして、浸水が

　始まる（湛水深5　cm以下）とただちに避難する人が30％、床下（15

　～45　em）まで水がくると避難する人が50％、床上（45em　Pl上）

　にならないと避難しない人が20％と3段階に分類して考えることに

　する。

（b）避難場所と避難経路の選択

　　避難の意思決定を行った後の住民の避難行動をどのような形でモデ

　ル化するかは、避難行動のシミュレーション　モデルにおいて基本的

　な問題である。一般に、複数ヵ所点在する避難施設から、住民がひと

　つの避難施設を選択する際に考慮する要因としては、施設の安全性、

　施設までの距離、施設の周知度、避難経路の有無、避難経路の安全性

　などがあげられる。このなかで、施設の安全性、周知度などは避難施設

　の計画段階で一次評価をうけ、要件を満たしているものであるから、避難

　施設の選択はその施設までの距離、換言すれば所要時間によって決定

　されるものと考えられる。ここでは、このような観点から、避難施設

　の選択を、ネットワーク理論の最短経路選択問題としてモデル化する。

　　すなわち、あるメッシュ内の住民は、避難の各時間で、それぞれの

　避難i施設までの所要時間を避難経路の浸水状況を考慮に入れて計算し、

　もっとも短時間で到達可能な位置にある避難施設へ向かって避難する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22）
　と仮定する。地震災害時の避難行動を取り扱った研究においても住民

　の避難行動をこのような最短経路選択問題としてモデル化した例があ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　99）・m）
　る。この他にも避難行動を群衆流として取り扱う方法も考えられるが、

　洪水時においては地震時と異なり避難対象者数も少ない場合が多いこ

　とから、最短経路選択問題によるモデル化がより妥当なものと考えら
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れる。避難施設の選択を以上のようにモデル化することにより、避難

経路の選択も自つと時間最小となる経路が選択される。すなわち、時

間最短ルートの探索によりモデル化することになるが、ここではさら

に次の条件を付加する。

イ）近隣住区内の避難にあたっては、住区内街路も避難路として利用する。

ロ）一旦、近隣住区内を通過した住民は、その後幹線道路のみを利用

　し、他の住区内の細街路は利用しない。

　これは避難という緊急時においては幹線道路など、幅員が大きく、

かつ周知度の高い道路が避難i経路として選択されやすいことを考慮に

入れたためである。

　さて、最短経路選択問題の解は
　　　　　　　　　　　　　25）
一般に以下のように与えられる。

　いま、図4－6－6に示すようなノ

ードの集合と、そのうちの幾つか

の対を結ぶ有向アークから成るネ

ットワークを考える。

　図4－6－6においてノード⑧と①

ノ

図4－6－6最短経路問題の
　　　　　ネットワーク例

出発ノード

をそれぞれ出発ノード、終点ノードとし、Cijをノードiに始まりノ

ード」に終るアーク（i，j）の長さとすれば、最短経路選択問題はある

制約条件のもとで、目的関数Fを最小化するアーク（i，j）の組合せを

求めることに帰着する。

すなわち、

　F＝ΣCijXij一最小化　　　　　　　　　　……（4・1）

ここで、制約条件は

齢欝一｛一遠翻一（…）
　Xij≧0　（ネットワーク中のすべての（i，j）‘こついて）

である。
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　いま、洪水時において住民はもっとも近いルートを通って安全な避

難施設へ避難すると仮定すれば、避難行動は上述の最短経路選択問題

によって容易にモデル化できることになる。すなわち、Cijを避難i路（i，j）

の長さ、終点ノードを避難施設ノードとして、（4．1）～（4．2）式を解

けばよい。しかしながら、洪水時における住民の避難行動を最短経路

選択問題としてモデル化するにあたっては、上記のままでは問題があ

る。それは、洪水時においては氾濫水の状況によって、避難路や避難

施設が浸水のために使用不能になる場合が存在することである。これ

は、Cijや終点ノードが時間的に変化することに対応する。

　したがって、ここでは避難行動を氾濫水の状況に対応して、各時間

ステップにおける最短経路選択問題として以下のようにモデル化する。

　いま、避難路をアーク、避難施設および交差点をノードとして避難空

間を図4－6－7のようにネット　　　　　　　　　◎

トワーク化するものとする。　　　　　c，，、，、

このネットワーク上におい

て、時刻tに避難住民は交

差点ノードnlからCn1　n2・

Zだけ離れた地点にいるも

のとする。このとき住民の　　図4－6－7

避難行動は次の5ステップで行われる。

　　　　　　　O’交差点ノード

　　　　　　　◎避難場所
　　　　　　　　ノード
　　　　　　　●　時刻tにおける
　　　　　　　　住民の位置

避難iネットワーク

ステップ1：住民はまず近くの交差点に避難するものとし、対応する

　　　　　交差点ノードを選定する。

ステップ2：ステップ1で選定された交差点から、その時点で浸水し

　　　　　ておらず安全と考えられるすべての避難施設までの経路

　　　　　を最短経路問題として計算する。

　　　　　いま、対象となる安全な避難場所ノードrfがmカ所存在

　　　　　するとすれば、交差点ノードnsにおける目的関数Fks，rf

　　　　　は、

一173一



F　ks，rf＝ΣCijXij（8＝1，2f－1，2……m）…（4・3）

ここで、制約条件は

Xij≧0（ネットワーク中のすべての（i，j）について）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・…　（4．4）

　　　　　のように定式化できる。このとき既に氾濫水によって浸

　　　　　水している避難路についてはその長さC　ijを、次のように浸

　　　　　水による歩行割引率を考慮に入れた換算値C’ijで表わす

　　　　　ものとする。

　　　　　　すなわち、

　　　　　　C・ij＝Cij／Wtij　　　　　　　　　　……（4・5）

　　　　　ここで、

　　　　　　ぴij：時刻tからt＋△tの間における浸水による歩

　　　　　　　　　行割引率を考慮に入れた避難路（i，j）の長さ

　　　　　　wtij：時刻tからt＋△tの間における避難路（i，j）

　　　　　　　　　上の最大湛水深からきまる歩行割引率

　　　　　　当然ながら、一定値以上浸水している避難路について

　　　　　　　’　　　　　はCij＝◎。とする。

ステップ3：ステップ2で計算された各々の避難施設に対する目的関

　　　　　数の中で最小値を求める。すなわち、

　　　　　　rfn、，，－m　i。品，，，1，ぬ・，・・，・・一，ぬ・，・m｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・…　（4．6）
　　　　　　　　　　（s＝1，2）

　　　　　である。

ステップ4：ステップ3で計算された交差点n1とn2に対応する式1，r

　　　　　とFB2，rにそれぞれの交差点に到るまでの距離を加え、

　　　　　値の小さい方を時刻tにおける最短経路および対応する避
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　　　　　　難場所とする。すなわち、最短経路長iS，，は次式で与

　　　　　　えられる。

　　　　　　　iE，r－mi・｛FB，，，＋C。1，。，・Z，Fh，，。＋C。1，。，（1－Z）｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・t・…　（4．7）

ステップ5：ステップ4までの計算によって避難経路と避難場所が求

　　　　　　まることになるが、つぎに、行動の計算時間間隔△t間に避

　　　　　　難場所まで到着できるか否かを判定する必要がある。ス

　　　　　　テップ4で得られた避難路を通って避難場所まで到着す

　　　　　　るのに要する時間をytとすると、　ytは次式で計算でき

　　　　　　る。

　　　　　　　yt－1：，，／（pli・T・v）　　　　……（4・8）

　　　　　　ここで、

　　　　　　　P9　：時刻tから△t時間内に到達できる避難ルート

　　　　　　　　　　上の避難住民数から決まる群集流動による割引

　　　　　　　　　　率

　　　　　　　Tt：避難開始から時刻tまでの時間による疲労のた

　　　　　　　　　　めの歩行割引率

　　　　　　　V　：歩行速度で1・4m／sと仮定する

　　　　　　である。

　　　　　　yも≦△tの場合は避難完了とし、yt＞△tの場合には、

　　　　　　△t時間に行動可能な距離を計算し、（4．7）式と比較す

　　　　　　ることによって時刻t＋△tにおける住民の位置を求め

　　　　　　る。

　以上の計算を時間ステップムt時間毎に行うことによって、避難完

了者、避難未了者、避難所要時間などが計算できることになる。なお

住区内の街路を利用して幹線道路上に出る場合にも、交差点を避難場

所と考えた最短経路選択問題として同様な計算を行う。

　群集流動、湛水深、疲労による歩行割引率はそれぞれ以下のように
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　与える。

　　　　　　　　　　　　26）
イ）湛水深による歩行割引率

　　伊勢湾台風時に大人の男で約70㎝以下で浸水中やっと脱出できた

　と云う事例をもとに、湛水深70　c7n以上は通行不可能とし歩行速度の

　割引率w｝jを次式のように仮定する。

　　Wト（・／7・）・｝j＋1（w｝j＞・）　　　……（4・9）

　　ここで、d｝j：時刻tから△t時間内における避難路（i，j）上の

　最大湛水深（em）である。

　　巴川災害におけるアンケート調査からも胸から首まで水につかって

　避難した人は何かにつかまらなければ歩けなかったことが明らかにな

　っており、（4・9）式はほぼ妥当なものと考えられる。
　　　　　　　　　　　27）
ロ）疲労による歩行割引率

　　避難時間の長さに応じた疲労曲線により、歩行速度の割引き率Tt

　を次式のように仮定する。

　　Tt＝　　　　　　1
　　　　0．982　十　eXI）（1．12t－4　）

　　ここで、t：避難開始からの経過時間（h・ur）

　　　　　　　　　　　　　28）
ハ）群集流動による歩行割引率

　　群集流動の速度uB（m／・）を

叫艦゜’241pk　蕊

’◆・’・・ @（4．10）

・・・… @　（4．11）

　ここで、p且：時刻tから△t時間内に到達できる避難ルート上の群

集密度（人／㎡）と仮定すると、群集流動による歩行割引率は次式で与

えられる。

　P8一叫／V　　　　　　　　　　……（4・12）
　以上の計算は細街路から、幹線ネットワーク上に至る住民の避難行

動においても同様に適用する。図4－6－8に避難システム評価のための

シミュレーション　モデルのフロー図を示す。
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図4－6－8避難システム評価のためのシミュレーション　モデル
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第7節　結　　語

　　本章は洪水時における避難システムの構成と評価の手法について述べたも

　のである。本文においては、まず災害時における人間行動特性を明らかにす

　るとともにその制御誘導領域と方法について述べた。ついで、避難システム

　の内容を決定する要因を指摘し、洪水避難システムの特徴について言及した。

　また、洪水災害時における避難事例調査や淀川流域40市町村に対して実施し

　た洪水時の警戒避難体制に関するアンケート調査の結果から、洪水避難シス

　テムの現状分析を行った。これらの結果を踏えて、洪水災害時における避難

　システム構成のための基本フレームと構成の具体的方法を提示するとともに、

　各種の避難システム案を評価するための住民の避難行動シミュレーシ・ンモ

　デルを開発した。本章で得られた成果を取りまとめると以下のようである。

　（1）災害時における住民の避難行動は、情報の認知、判断、行動の選択とい

　　った一連の意思決定プロセスに基づいて行われ、この意思決定プロセスを

　　制御誘導することによって、安全でかつ円滑な避難行動が可能となる。

　（2）災害時における避難システムの内容を決定する主たる要因は外力特性と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4　　地域性であり、氾濫水という外力を対象とする洪水避難システムの内容は

　　地域の自然環境や災害に対する準備度といった地域性によって大きな影響

　　をうける。

　（3）洪水時における避難事例に基づく住民の避難行動の分析を実施すること

　　によって、避難行動特性が定性的にではあるが明らかとなり、住民の避難

　　行動が安全かつ円滑に行われるためには、洪水予警報の発令方法、避難勧

　　告・指示の方法および時期、災害情報の住民への伝達方法、避難施設や避難

　　経路の計画などに改善すべき点があることが確められた。

　（4）　淀川水系40市町村に対する警戒避難体制のアンケート調査結果によれ

　　ば、既存洪水災害事例の分析結果から必要であると考えられた避難システ

　　ムのもつべき条件を十分に満足した形で避難システムを整備している市町

　　村は少なく、現行の避難システムをよりよいものに改善していく必要があ

　　ることが明らかとなった。
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（5）洪水避難システムは平常時と災害時の制御誘導システムとに大別される

　が、災害時の制御誘導システムは情報の媒介を申心としたものであり、氾

　濫水の予測、避難ネットワーク、避難誘導の3つのサブシステムによって

　構成される。各々のサプシステムの具体的な構成手法とシステム全体の評

　価は本文で提案した方法によればよい。

参　考　文　献

1）西原巧：洪水災害時における地域避難システムの設計と評価（その1）s

水利科学，y16．147，1982・1）P・1『3％

2）西原巧：洪水災害時における地域避難システムの設計と評価（その2），

水利科学，％148，1982・pp・57『84。

3）池田謙一：災害と人間行動一危機的状況における意志決定と情報の機能一

東京大学出版会，1982，pp．50－54。

4）鈴木裕久：災害と人間行動一パニック概念の問題点について一，東京大学

出版会，1982・p・6

5）鈴木裕久，池田謙一，橋本良明：災害と人間行動一地震への不安一，東京

　大学出版会，1982，pp．41－45。

6）広井脩：災害と人間行動一災害とマスメディアー，東京大学出版会，1982

　pp．127　－　1300

7）三上俊治：災害と人間行動一災害警報の社会過程一，東京大学出版会，

　1982，pp．79　－　800

8）アレン・H・バートン（安部北夫監訳）：災害の行動科学，学陽書房，

　1974，pp．38　－　41。

9）高橋浩一郎：災害論，東京堂出版，1977，pp・8－9。

10）国土庁：災害多発地域防災調査報告書（地域防災副読本），1980

11）建設省土木研究所：地域総合洪水防禦計画調査報告書（その1），土木研

一179一



　究所資料第1188号，1977，pp・48－104。

12）村本嘉雄，今本博健他：昭和50年度台風による高知県下の水害とその

　避難に関するアンケート調査／昭和50年8月風水害に関する調査研究総合

　報告書，1976，pp．159－171。

13）縄田政浩，岩浅武夫：江の川（三次地区）洪水災害時の住民意識調査に

　ついて一アンケート調査による分析一，第33回建設省直轄技術報告書，

　1979，pp．595　－　601。

14）長尾正志，小塩敬三：名古屋市南部の集中豪雨災害に対する住民意識の

　アンケート調査．第17回自然災害科学シンポジウム，1978，pp．248－

　249。

15）川崎精一：都市化流域における河川システムに関する研究，建設省近畿

　地方建設局，1974，付一22。

16）大久保駿，服部泰英：がけ崩れに対する住民の意識一昭和46年の千葉

　県の災害の例一，土木技術資料15－3，1973，pp・16－21。

17）東京消防庁：都民の防災意識・行動力調査，1980，pp．59－60。

18）国立防災科学技術センター：1976年台風17号による長良川地域水害

　調査報告，主要災害調査第12号，1977，pp・36－37。

19）警視庁大震災対策委員会，警視庁警備心理学研究会：大震災対策のため

　の心理学的調査研究，1970。

20）安倍北夫：いざという時どう逃げるか一防災の行動科学一，損保協会，

　1973。

21）建設省土木研究所：地域総合洪水防禦計画報告書（その3），土木研究

所資料第1238号，1977，p．39。

22）堀内三郎：大震時における群集流動と避難経路に関する研究，大阪市防

　災会議地震専門部会，1974。

23）藤田隆史：地震災害のシミュレーションについて，人間工学Vo1，13，

　／15．6　，　1977，pp．239　－246。

24）建設省：建設省総合技術開発プロジェクト　都市防災対策手法の開発概

一180一



要報告書，1982，pp．21－27。

25）H・M・ワグナー，（森村英典・伊理正夫監訳，真鍋龍太郎訳）：オペ

　レーションズ・リサーチ入門一（2）ネットワーク・モデル，培風館，1976

　pp．58　－　67。

26）建築研究所第6研究部：大震災時における総合的被害予測モデルに関す

　る研究，建築研究所報告Ma　78，1977，P・88・

27）前掲26），P．90。

28）藤田隆史：火災と避難シミュレーション，第13回生産講演会テキスト，

　財団法人生産技術研究奨励会，1976，p．23。

一181一



第5章洪水避難システムの現地流域への適用

第1節　概　説

　　本章では第4章で提案した避難システムの構成と評価の手法を現地流域へ

　適用することによって、この手法の現地流域への適用性を検証することにし、

　あわせて当該流域における避難システムの整備の基本的方向について検討を
　　　　　　　1），2）
　行うことにする。対象とする流域は第3章で氾濫解析の対象とした旧巨椋池

　干拓地流域である。

　　第3章で述べたように旧巨椋池干拓地流域は宇治川、木津川に挾まれた流

　域であり、流域面積は約60㎞fである。巨椋池は、昭和8年から16年にか

　けて実施された干拓事業によって完全に消滅したが、この流域は元来、洪水

　時には宇治川の遊水池的な役割をはたしていたところであり、古くから洪水

　氾濫による被害を度々被ってきた。

　　この流域の地形は図3－2－7に示したように、旧巨椋池干拓地区を中心にす

　り鉢状の地形となっており、その背後には地盤の高い地域が拡がっている。

　したがって、宇治川左岸堤が破堤した場合には、例えどの地点の破堤であっ

　ても氾濫水は旧巨椋池干拓地区全体に短時間に拡がり、その後は背後の高い

　地盤にさえぎられて、徐々に湛水するという形態をとる。すなわち、拡散型

　から貯留型へ移行する氾濫形態を示すことになり、氾濫水は出口を見出せな

　いまま長時間湛水することになる。

　　近年、この流域は大阪、京都という二大都市のベッドタウンとして急激に

　市街化が進展したこともあって、現在では流域の約半分が市街地となってお

　り、昭和28年災害時の湛水区域には約15，000世帯が居住している。その結

　果、氾濫の経験をもたない人々が多く居住するようになっていることから、

　破堤や溢水によって洪水氾濫が起こった場合にはかなりの混乱が生じる可能

　性がある。したがって、万一の破堤に備えてこの流域全体を対象とする避難

　システムの検討を行っておくことは有意義なことと考えられる。
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第2節　避難システムの構成

　2－1　氾濫水の予測システム

　　　氾濫水の予測システムとしては、木津川および桂川からの出水による宇治

　　川への背水の影響を考慮に入れて、第3章で述べた河道と堤内地とを分離

　　した氾濫解析モデルを適用することにする。

　　①河道のモデル化

　　　　淀川の中・下流域を対象とし、河道を図3－2－4と同様にモデル化する。

　　　ただし、断面特性は昭和54年の測量成果を使用する。なお粗度係数に

　　　ついては第3章と同様である。

　　②堤内地のモデル化

　　　　対象とする堤内地を図3－2－7と同様の大きさの格子に分割し、また地

　　　盤高と土地利用状況は図3－2－8、図3－2－10と同様に現況とする。粗

　　　度係数についても第3章と同様とする。

　　③　洪水規模

　　　　淀川流域における戦後最大洪水となった昭和28年の13号台風の実

　　　績洪水を対象とする。したがって、各河川上流端のハイドログラフは図

　　　3－2－5に示したものを使用する。

　　④破堤想定箇所と破堤規模

　　　　堤内地における氾濫水の挙動は破堤の規模や位置によって大きく左右

　　　される。したがって、破堤の位置や規模をどのように定めるかは避難シ

　　　ステムの内容を決定する重要な要素となるが、実際には破堤地点を予想

　　　することはほとんど困難である。本来、避難システムは事前に公表され

　　　るべき性質のものであるから、どこで破堤しても安全なように設計する

　　　必要がある。前述のように、旧巨椋池二F拓地流域は凹型の地形であるた

　　　めに、破堤箇所が宇治川左岸堤のどこであっても最終的な湛水区域には

　　　大きな差異はないが、氾濫の初期には破堤箇所の規模や位置によって氾

　　　濫の形態は大きく異なる。したがって、ここでは破堤位置については28

　　　年災害と同じ向島地点が破堤した場合、ならびに氾濫の初期において向
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　　島地点とは大きく異なる氾濫形態を示す隠元橋地点が破堤した場合を想

　定することにする。

　　　破堤の規模については、いずれの破堤箇所においても昭和28年災害

　　時と同じ規模とし、破堤幅は600m、破堤敷高は現況田面高とする。また

　　破堤開始時刻については、25日の21時30分とし、破堤開始後約2

　　時間で所定の破堤断面に達すると仮定する。

⑤　計算結果

　　　上記の前提条件のもとで行った解析結果を図5－2－1～2に示す。ここ

　　で図5－2－1（a）、（b）はそれぞれ向島破堤後1時間と6時間後の氾濫水の状

　　況であり、図5－2－2（a）、（b）は隠元橋破堤後1時間と6時間後のものであ

　　る。これらの図を比較すると明らかなように、破堤の初期には当然なが

　　ら氾濫水の挙動はかなり異なるが、6時間を経過するとその相違は明確

　　ではなくなっている。

　　　図5－2－3は向島と隠元橋破堤の場合の最終的な最大湛水区域と湛水深

　　の分布を示したものであるが、両者はほとんど一致している。第4章5

　　節で述べたように要避難人口や避難場所・避難施設の設定を行う場合に

　　は、氾濫区域や湛水深の分布が重要な情報となるが、氾濫解析の結果か

　　ら判断するとこの流域においては破堤位置の違いによる影響はそれ程考

　　慮に入れる必要がないことになる。このことは、安定した避難システム

　　を整備する上で都合がよい。なお、避難行動シミュレーションの対象と

　　する時間は湛水量が横ばいとなり、堤内地から河道への逆流が始まる直

　　前までとする。氾濫解析の結果によれば、この時点における向島・隠元

　　橋破堤とも堤内地への総流入量は約6，500万㎡にも達する。

2－2　避難ネットワークシステム

①避難対象者の設定

　　　図4－5－2に示した構成プロセスに基づいて避難対象者を設定すること

　　にする。堤内地の分割は氾濫解析と同じ分割を用いるものとし、昭和50

　　年度の国勢調査の調査結果をもとに、それぞれのメッシュ内の人口を求
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湛水深分布図 流量フラックス
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図5－2－1（a）氾濫解析の結果（向島破堤1時間後）

湛水深分布図 流量フラックス
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図5－2－1（b）氾濫解析の結果（向島破堤6時間後）
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湛水深分布図 流量フラックス
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図5－2－2　（a）氾濫解析の結果（隠元橋破堤1時間後）

湛水深分布図 流量フラックス
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図5－2－2（b）氾濫解析の結果（隠元橋破堤6時間後）
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（向島破堤）

　凡例（m）
Eヨ001以h－O．lkne

　Ol以止一〇5未満
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　10L）1＿ti－20オミ満

■　20以上一30未満

■　 30以」ニー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　 30以」ニー

　　　　　　　　図5－2－3最終湛水区域および湛水深分布図

　　　めることにする。図5－2－4にはその結果を示しているが、一部のメッシ

　　　ュで500人を超える人数となってはいるものの、大半はメッシュでは

　　　500人以下である。したがって、この程度の住民数であれば同一に行動

　　　する集団と考えても差支えないものと考えられる。っぎに、これら住民の

　　　中で避難の必要な人口を調べてみる。

　　　　図5－2－3に示した氾濫解析の結果によれば向島、隠元橋破堤ともほと

　　　んど同一の湛水区域となっており、この結果を人口分布に重ね合わせる

　　　ことによって氾濫区域内の居住人口を求めることができる。図5－2－4

　　　にはすでにこの結果を示しているが、この湛水区域内に居住する世帯数

　　　は15，000世帯、人口にして約4・8万人に達している。第4章3節でも述

　　　べたように避難の意志決定には複雑な要因が絡みあっており、簡単では

　　　ないが、それらの要因の中でも洪水災害時には特に家屋構造の影響が大

　　　きい。すなわち、過去の事例をみると、2階屋や鉄筋コンクリート集合

　　　住宅の住人には避難しない人が多い。この湛水区域内にも2階屋はもちろ
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ん大規模な鉄筋コンクリート集合住宅が存在するが、ここでは第4章5、

6節で提案した手法に従ってこの流域における避難システムの基本的構

成のみを行うものであるから、詳細な分類は別の機会に譲ることにして

ここでは単純に湛水区域内の全人口を対象とすることにする。
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　　　　　図5－2－4　氾濫区域内人口分布と避難対象者

②避難施設の設定

　　図4－5－3に示した構成プロセスに従って避難施設の設定を行うことに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）
　する。現在、この流域には、地域防災計画に基づいて図5－2－5に示すよ

　うな避難施設が整備されており、ほとんどが小学校など公共の建物であ

　る。これらの施設は地震災害などを含めた災害全般を対象として設定さ

　れたものであり、選定にあたっては、公的施設であること、住民の周知

　度、避難距離などの要因が考慮されている。
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鵠

　　　　図5－2－5　避難施設の分布と避難施設の指定

　図5－2－5には氾濫解析によって求められた最大湛水深をあわせて示し

ているが、一部の避難施設は1～3m程度湛水し、洪水氾濫時には使用

できない施設も存在することがわかる。したがって、ここでは湛水区域

の外周に沿って配置されている避難施設を統合した形で、6ケ所の避難

施設を選定する。なお、避難行動のシミュレーシ・ンにあたっては、こ

れらの避難施設は便宜的にそれぞれの避難施設に最も近い避難経路上の

交差点の位置にあるものと仮定し、これらの施設に住民が到着すれば、

避難完了と判断するものとする。これは、この流域の地形特性から判断

してこれらの施設にまで到着すると一応安全性が確保されるからであり、

あとは図5－2－5に示した浸水区域外の避難施設へ適宜2次避難を行えば

よいからである。
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　さて、上記の避難施設は氾濫区域外の避難施設を中心にしたものであ

るが、図5－2－4に示した要避難人口の分布と比較すれば明らかなように、

避難i施設が地盤高の高い地域に偏在した形となっているために、住民は

遠距離避難を強いられることになる。第4章3節で述べたように、既往

洪水時の避難事例からみると避難施設までの距離は500m、所要時間は

10分程度が望ましい。したがって、ここでは氾濫区域内にある避難施

設4ケ所を耐水構造とするなどの改善を行い避難施設として指定した場

合と氾濫区域の中央に位置するところに避難台地を設置した場合の2ケ

ースを考え、その妥当性もあわせて避難行動シミュレーシ・ンモデルに

よって評価することにする。図5－2－6は避難施設の位置を示したもので

ある。　　　　　　　　　　　　　　　　　観月橋　、

　　　　　　　　　　　　　　　　ぷ

　　　　　　　　　　　　　　　　図5－2－6避難施設の位置

③避難経路の設定

　　図5－2－7からわかるように、流域内における道路網については国道1

　号線と24号線が南北に通じており、東西方向には府道八幡荘・宇治線、

　府道宇治・淀線が走っている他、宇治川の堤防沿いにも地方道があり、

　かなりの密度で道路網の整備が進んでいる。しかしながら、宇治川堤防
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観月橋

タ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般避雄路
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　盛土施工道路
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　避難用高架道路
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（計画）
図5－2－7避難ネットワークシステム

沿いの道路を除くと、そのほとんどが地盤高とあまり高さの変わらない

道路であり、最終的には湛水することになる。

　このように、この流域内のほとんどの道路は最終的には湛水すること

から、避難経路の設定にあたっては、避難対象者や避難施設の設定とは

異なり、最終的な湛水分布というよりも、氾濫水の挙動を考慮に入れた

ネットワークとして考える必要がある。そしてこのネットワークの適否

は避難行動シミュレーションによって評価することになるが、避難経路

としては、表4－1に示したように道路幅員、住民の周知度等避難経路の

もつべき要件を満足しているものを選定しておく必要がある。したがっ

て、ここでは図5－2－7に示すような国道、主要地方道、堤防上の道路を

骨格とした幹線ネットワークを構成する。なお、各メッシュから幹線ネ

ットワークへ到着するための道路としては、近隣住区内の細街路を利用

するものとする。さて、上記の避難ネットワークは現況の道路網を中心

としたものであるが、前述のように、この流域における道路網はかなり

整備されているとはいえ、洪水氾濫時の避難経路の条件としては必ずし
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　　も恵れているとはいえないようである。したがって、ここでは避難施設

　　の近くの道路をかさ上げした場合並びに避難用高架道路を新たに設けた

　　場合の2ケースを考え、その妥当性についてもあわせて評価の対象とす

　　ることにする。これら2ケースの避難ネットワークは図5－2－7に示した

　　とおりである。

2－3　避難誘導システム

　　ここでは避難勧告・指示の時期ならびに情報伝達メディアの設計を図4

　－5－5に示した手順にしたがって実施することにする。

　　まず、この流域内の4市町村における避難誘導システムの設定について
　　　　　　　4）－6）
　地域防災計画書によって調べてみる。避難勧告・指示の発令時期に関して

　は、いずれの市町村においても明確な規定一例えば避難水位を定めるな

　ど一は定められておらず、状況に応じて各々の行政の長が避難命令を出

　すことになっている。情報の伝達はいずれも広報車が主体であり、防災無

　線については、設置しているところもあれば、設置の計画がないところも

　あるなど、その整備水準にはかなりのバラツキがみられる。ここでは、こ

　のような現状を考慮に入れて、図5－2－8に示すような7局の無線局を設置

　するケースを考えることにする。

　　河道の洪水状況もしくは破堤に関する情報を受けて避難命令が出される

　と、この無線局から同心円状に避難命令が伝達されるものとし、惜報伝達

　速度はロコミによる伝達速度として毎分10m、広報車による伝達速度と

　して毎分85m、さらに、サイレン等による伝達速度として毎分300mを

　仮定し3段階に変化させるものとする。なお、情報伝達範囲は基地局から

　2．0㎞の範囲内と仮定する。情報伝達速度は伝達メディアや住民の防災意

　識、災害の時間帯などによって複雑に変化すると考えられることから、こ

　こで想定した速度が上記のような状況を反映したものであるかを確かめる

　ことは困難であるが、ここでは一応上記の速度で情報伝達がなされるもの

　と仮定する。なお、情報が伝達された地域においては、情報は住民に確実

　に周知されるものとする。また、避難命令の発令時期については破堤時より
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30分前と破堤時の場合を評価の対象とする。
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⑳（＝當、最大半，、、，。。。m）

図5－2－8　避難誘導システム

第3節避難システムの評価

　　ここでは前節に示した各々の避難システムを、避難行動シミュレーション

　を用いて評価する。評価指標としては①避難の安全性を表わす避難完了人口

　と避難未了人口、②避難の円滑性を表わす1人当りの平均避難所要時間、③

　避難施設および避難経路の配置の妥当性を表わす避難施設別避難人口と避難経

　路別避難人口をとりあげる。評価の対象とする避難システムは、表5－3－1

　に示すとおりである。

　3－1　シミュレーション　モデルによる計算結果

　　　シミュレーション　モデルによる計算は、氾濫水予測システムの結果を

　　うけて向島と隠元橋地点が破堤した場合について、表5－3－1に示したケー

　　スのすべての組合せ（84ケース）についてそれぞれ実施した。表5－3－

　　2はこれらの計算結果のなかで、1人当りの平均避難所要時間、避難完了
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊
者数、避難未了者数について代表的なケースの計算結果をしたものである。

また、図5－3－1（a）～（d）には表5－3－2に対応する向島破堤のケースの避難完

了者所要時間分布を示す。

避難システムの計画要素とそのカテゴリー表5－3－1

表5－3－2においてケース1は避難勧告・指示の発令時期の影響を調べるた

めのものであり、ケースfi、■は情報伝達速度の影響を調べるためのもの

である。なお、いずれも避難施設としては氾濫区域外の施設を、避難経路

として既存道路を利用した場合である。

＊　避難命令を発令したケースと発令しないケースで避難対象者数（避難完了者数＋避難

未了者数）が異なるのは、湛水深によっては避難する必要のない住民まで、避難命令に

　よって避難することになるからである。
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避難行動シミュレーション解析結果一覧表5－3－2

分 析 結 果

要 因 避難勧告・指示 避難施設 避難経路
向 島　破 堤 隠元橋破堤

’　　　1　　　：　　　’

①i②i③i④i⑤i⑥i⑦ ①i②i③i④ ①i②i③ ① ② ③ ① ② ③
1　　　　　　　　　．

避i破i破i破i破i破i破 氾i①i氾i① 既i既i既 一 避 避 一 避 避

難…堤i堤i堤i堤i堤i堤 濫i＋i濫i＋ 存；存i存 人 人

勧i時i時i時：30i30i30 区i氾1区i避 道i道i道 当 難 難 当 難 難

告iにiにiにi分i分…分 域i濫1域i難 路i路i路 り り

計
・i発i発i発i前i前i前 外i区1内i台 iのi十 平 完 未 平 完 未

指i令i令i令iにiに1に 避i域1避i地 i内i避 均 均

示i　i　i　i発i発：発 難i内i難一 i難 避 了 了 避 了 了
画 無i　．　l　i令i令i令しi　．　．　1　．　， 施i避i施i7

ﾝi難i設i箇
i避i用
遠?燕

難所

者 者

難所

者 者

i伝…イ云i伝if云i伝if云 li施ili所 i施i架 要 要
内
i達…達i達i達i達i達 6i設i4i i設i道 時 数 数 時 数 数

i速i速i速i速i速i速 箇ili箇i i付i路 間 間

・i度：度i度i度i度i度 所ilOi所i i近i容 ．　”　　．　←　　．　←　　．　←　　．　←　　脚　テ

F母1母：母：母：母：母 i箇i　， iをi
i分：分i分i分i分i分 i所i i盛i

i三i　i　i三 　　l戟@　　　　　　　　． i土i
i－一…八iOi－i八iO l　　　　　　　　　l　　　　　　　　　．

iO…五iOiOi五iO　　　　　，
F　　　　　　　　　．　　　　　　　　　1 1

：m　：m　：m　：m：m　：m．◆．’　　：　　”　　　‘　　’ F

（分） （人） （人） （分） （人） （人）

F

1　　　　　　　　　．

ケ A ●　：　　　　　’　　’　　”
@：　　　：　　　’　　　”

●　：　　：1　　　　　　　　　．

●　：　1 77 39，277 5，397 67 37，682 2，980
1 「、「 、「「．「w D．w1「一「 D「、「、「一 D「「．「．． ．　．・　．〒・．．「．「．「 「「 D「一「、「 @　．「 「．．．’・・ ．’・．’・．・‥．・ ・・．．．・．

ス B ：●　1　　： ●　：　　： ●　：　　1 51 46，057 1，300 53 40，259 1，342
一・
¥・・’・・： ．．．1，．．．．．． …　：…　一・・1・・・・・…　一・・・…

「「．「・「「 ・．・．’‥・‥A・．

1 C ’　　”　　　：●： ●　： ●　：　　’
戟@　　　　　　　　l

49 46，061 1，332 48 39，492 2，111

ケ A ：●　：

　　i●　：　　：

●　：　　： 51 46，057 1，300 53 40，259 1，342
「「、

．．．．．．・．．∴…．・．・．・．∴．．．．・．．．．・．，．＿＿・，L．・．↓．・．．．・．．

　　l ．．A．・’．． ．・‥・「・．「’「’．．・ ．．A’A’．’A．． ．．w．「w．ww「w

ス B ：●：　　．　　，　　， ●　：　　：　　’ ●　： 51 47，367 0 49 41，608 0
．．：＿．・，：．・．・．．：．・．．．．：・．．・．．：．＿，，．＿．．．』 ．・．．：＿・．，：．．，・．．：．．．．

．．　，，‘．＾」，＾°」＾，，＾
．’A・’A．AA．A」’．・’ ．「．w．．．．．． 「、「・「・

n C 　　i●i　l　：
F　　’　　”　　　：

●　：　　”

@1
●　： 51 47，367 0 48 41，608 0

F　　　　　　　　　．　　　　　　　　　，　　　　　　　　　1　　　　　　　　　．

ケ A ”　　　1　　：●1　　： ●　： ●　：　‘ 49 46，031 1，322 48 39，492 2，111
1
…’”『… 諱w’．．

�D＾一・†〒・・．†ヤ．『 ．．．・．．・・ uT．、「 ．．．・．・・．‥．一．，．． 〒AA．A’・’．．A’．．A．．．A’A”．．’．．．A．’． A．．A．．A ．．．一、．、

ス B ’　　’　　”　　　；●： ●　：　　” ●：　　： 51 47，367 0 48 41，608 0
＿∴＿］，・．．・」．・．．r＿’

　Fu∵「．　．　‘T．°　・　「i°°・’．’．．° ’A．．’A・・．・．」 ’A．A． A．．・’．．AA・A．’．
田 C ”　　　　　　　　　　　：●

@　1
●　l　　l　　’

@．
●　：　　l　F 51 47，367 0 48 41，608 0

1　　　　　　　　　．　　　　　　　　　，　　　　　　　　　． 1　　　　　　　　　‘　　　　　　　　　1 l　　　　　　　　　l

A ●　： ●　1　　，　　， ●　：　　： 77 39，277 5，379 67 37，682 2，980

ケ 一・一一一一一一一一・・一
@　　．．．一’・’一．・・：．・一一．・：一『r－．．：・r－・一

．ウ’1『 �D”・†．’『．÷一w’ ゜ww、「「 磨uw嚇、「」 D’「．「・ w嚇，，・「「・・．・ ・・A…．‥・・’ ・’・．・’・・A・A A”・．．．A．’． AA．’A．’A’・．A．’・．’A．、

　B
X　『T『『『

@C
●　：　　’　　”　　　‘　　’
wるT『『「．〔’．’r＾’〒．‡』一．w÷．・T．『．’

：●　：　　1．　…．．・．，：．・・．・

D　　：●　： 怐@：　　：

17

P7

　　39．564「つ・・．，．・A．．．．…’．‥・・’．．・・A’．AA．AA’．A．．．’．’．

@　39，388

5，092

T，268

19

P9

38，271．A．AA．．A’A．A．．

R7，087

2，391

R，575
w

『． aD
『…丁．’・’÷’’”÷’”＋’・’÷．’．’÷・’．’．’

@：　　’　　l　　l　　：　　：

，　　　　　　　　　1　　　　　　　　　．

堰@i　：●l　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

．・＾・．，，．．＾．・　．．＾・．・．‥・＾　・＾．．・・r・

@　・i　，
LA’．’A．AAAA」．AAA．・AA”

V8 37，013

A’．’・．．

V，643 64
．．．一、．．．．．．一．．’一．．．．．．．．．「「w

@34、535 6，127
l　　　　　　　　　l　　　　　　　　　，　　　　　　　　　．

ケ A
1　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

怐@：　　．　　’ 　　1怐@：
l　　　　　　　　　l

怐@： 77 39，277 5，379 67 37，682 2，980
1 ・．・．’

・，，＿：．，，．．，：＿＿”

@l　　　　　　　　　l　　　　　　　　　．　　　　　　　　　．　　　　　　　　　傷　　　　　　　　　1

，．．＾＾．，・．，．　　・＾，＾⊥，．，・＾＾・　　・，＾＾，，．‥．＾・＾

@　I　　　　　　　　　l　　　　　　　　　．

＿＿L．．＿：＿．．　1　　　　　　　　　1

・．’AA．’AAAA A．．．．．．．．一． A－．．．．．． 、．「w、、．「、．ww「．、．．「．「「「「一「「

ス B ●　：　　　　　　　　　　．　　， ●　： ：●　1 77 39，277 5，379 67 37，682 2，980
．A．’．

＾．．，．．1．．．．．．1．．．．．．．　　　　　．r、r．、．．．　r．．．－1，．．＾．　．．．＾＾．．＾．．．．　．＾．．．．．1＾．．．． 一．．．一一1．．．．．．1．，一，．　．．一．．．．．一．．
r・．．・．．．・．・．、一、ww、「「．「 「、「炉．・「「⊥一「→・T，一． ・．・．．A．AA・」

V C 　　　　，　　　　　　　　　1怐@：
I　　　　　　　　　l　　　　　　　　　I

怐@：
1　　　　　　　　　．

@1●
74 39715⑨

4，941 65 37，939 2，723
r　　　　　　　　　　　　　　　　　　吟　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　l I　　　　　　　　　l　　　　　　　　　I 1　　　　　　　　　乏

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊
ケースrvは避難施設の影響をみるためのものであり、避難命令がなく避難

経路は既存道路を利用した場合である。ケースVは、避難経路の影響を調

べるためのものであり、避難命令がなく避難施設は氾濫区域外の施設を利

用した場合である。

＊　以下、本節では避難勧告・指示を避難命令と書くことにする。
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（a）ケース1

スススケケケ皿園目

一20（分）110100
‥90・80・70，60‥50．40∵30∴200

10

　　　人

20000

）ケース［

ABCn口Hスススケケケ
皿目目

120（分）11010090
‥80

70
‥60・50　40‥30　20

5000

0
10

　　人
20000

15000

10000

（c）ケース■

ABC皿皿皿スススケケケ
皿囲目

110． 120（分）10090

，80
．70

60

　50‥40v30．20

5000

10

　　人
20000

15000

10000

0

図5－3－1避難完了者所要時間分布（その1）
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（d）ケースW

皿：ケース（W－　）

禔Fケース（IV－B）
ﾚ：ケース（IV－C）
@ケース（IV－D）

　人
O000

T000

O000　，

T000

@0 10　　20　　30　　　40　　50　　　60　　　70　　80　　90　　100　　110　　120（分

（e）ケースV

　人
20000　　［田　ケース（V－A）

　　　〔ヨケース（V－B）
　　　目　ケース（V－C）

15000

10000

5000

10　　20　　30　40　　50　　60　　70　　80　　90　　100　110　120（分）

　図5－3－1避難完了者所要時間分布（その2）

　なお、表5－3－2に示したように、向島破堤の場合と隠元橋破堤の場合で

は、破堤地点付近の人口分布が異なるために、避難完了者数などには若干

の差異が認められるが、警報の有無など各要因の違いによる避難完了者や

避難所要時間などの増減の傾向はほとんど同一であることから、この流域

では破堤地点が異なることによる影響はほとんどないとみてよさそうであ

る。このことは後述する数量化理論1類による分析結果からも明らかであ

る。したがって以下では向島破堤の場合について考察を加えることにする。

　まず、評価の基準となる状態を明らかにするために、氾濫区域外の避難
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施設と既存道路を利用し、

避難命令がないとしたケー

ス（1－A）の結果につい

て調べてみる。表5－3－2か

らわかるように、避難完了

者数、1人当りの平均避難

所要時間、避難未了者数は

それぞれ39，277人、77分、

5，379人である。また、図5

－3－1に示した避難完了者

所要時間分布図からわかる

ように、2時間以上の長時

間の避難となっている住民

が11，254人も存在する。

　つぎに、避難施設別人口と

その地域分布ならびに地域

別避難所要時間分布を示し

たのが図5－3－2、図5－3－

3である。

　これらの図から、現状で

は近くに安全な避難施設が

確保されていないために、

遠距離避難を余儀なくされ

ていることがわかる。図5

－3－4、図5－3－5にはそれ

図5－3－2 避難施設別避難人口とその地
域分布・ケース（1－A）

．会 ・

・●’

±：　：－

一一

黶D
■．．．’

　凡例
禔@　0～　20分
ﾚ　20～　40分
c　40～　60分
｡　60～　80分
y　80～100分
冾P00－120分
｡120分以上

　　　　　　　　　　　　図5－3－3地域別避難所要時間分布・ケース

　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－A）

それ破堤3時間後の住民の避難状況と最終的な避難経路の利用状況を示し

ている。図5－3－4からは、氾濫水を避けながら住民が避難している状況や

すでに一部の住民が氾濫水によって避難不能に陥っている状況などがわか
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観月橋

図5－3－4　破堤3時間後の住民の避難状況・ケース（1－A）

図5－3－5　避難経路の利用状況・ケース（1－A）
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、

る。つぎに、図5－3－5からは旧巨椋池の周辺の道路を多く利用して各避難施

設へ避難していることがわかる。また、避難完了状況を示したものが図5－3

－6である。図からもわかるように、避難未了者は氾濫区域内一帯に分散し

ていることから、これらの

住民をどのようにして救済

するかは重要な課題である。

このような住民を救済する

ためには、後述するような

避難命令の発令や避難空間

の整備などが中心的な役割

を果たすことになるが、そ

れらの対策がなされていな

い段階では救命ボートやヘ

リコプターなどによる救助

活動が必要になろう。
　　　　　　　　　　　　　図5－3－6避難完了状況・ケース（1－A）
　避難命令の有無について

は、表5－3－2からわかるよ

うに、その情報が10m／分

で伝達された場合には、発

令を受けずに氾濫水を見て

避難する場合と比較して1

人当りの避難所要時間が20

分以上短縮されており避難

未了者についても約4，000

人減少しているなどその効

果が大きいことがわかる。

避難所要時間が短縮された
　　　　　　　　　　　　　　　図5－3－7　避難完了時間の短縮状
原因は図5－3－1（a）に示した　　　　　　　　況・ケース（1－B）

　凡例
鵠�?ﾎ象者無し
ﾞ　0％－30％
鴻R30％－50％国50％－60％

X纏㌶腸80％－90％■90％－100％

　凡　例

荢�?ﾎ象者無し
?ﾏ化せず
｡　0～10分短縮
凾P0～20分短縮
冾Q0～30分短縮
｡30分以上短縮
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ように、避難命令が発令されることによって2時間以上の長時間の避難を

余儀なくされていた人が、早期に避難を開始したために氾濫水の影響を大

きく受けることなく短時間に避難できたためである。それでは、どの地域

の住民の早期避難が可能になったのかを調べてみよう。

　図5－3－7はケース（1－A）

に対してケース（1－B）の避

難完了時間が何分短縮でき

たのかを示したものである。

図5－3－7からわかるように

全体的に各地区とも避難所

要時間は短くなっているが、

特に観月橋付近の住民の所

要時間が短くなっている。

また、ケース（1－B）の場合

の避難施設別避難人口とそ

の地域分布は図5－3－8に示

すとおりであり、ケース（1

－A）の場合には利用され

ていた避難施設05がほとん

ど利用されず、避難施設06

が利用される結果となって

いる。

　っぎに、ケース（1－C）の場

合の避難完了状況を示した

のが図5－3－9である。なお、

ケース（1－B）もほぼ同様の

状況である。図5－3－9から

わかるように避難未了者は、

図5－3－8 避難施設別避難人口とその
地域分布・ケース（1－B）

　　凡　例

鵠�?ﾎ象者無し
香@0％～30％
禔z30％～50％
ﾚ50％～60％
福U0％～70％
M70％～80％Z80％～90％■90％～100％

図5－3－9避難完了状況・ケース（1－C）
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ほとんどが破堤口付近の住民であり、避難命令が伝達されるよりも早く氾

濫水が到達したために避難不能となったものである。

　避難命令の発令時期の影響については、伝達速度との関係もあるが表5－

3－2、図5－3－1（b）、（c）に示したケース‖、皿の結果から明らかなようにほ

とんど見当らない。これは両者の時間差が30分と比較的小さかったため

である。

　避難命令の伝達速度については、伝達速度を変化させても1人当りの避

難所要時間はほとんど変化しないが、避難未了者は85m／分以上で情報が

伝達される場合には0人となっており、避難の安全性にはかなりの効果が

あることがわかる。これは、避難命令が図5－3－9に示した破堤口付近の住

民に氾濫水が到達する前に伝わることによって、これらの住民の早期避難

が可能になったためである。

　このように、この流域においては破堤直後であっても、情報伝達網が整

備され避難命令がある程度の速度で伝達されれば、避難の円滑性はさてお

き避難の安全性という点からはかなり改善されることが予想されるが、一

方で85m／分で確実に情報が伝わることは実際にはかなり困難な仮定であ

ることを意味しているとも考えられる。情報伝達速度は伝達メディアや住

民意識などによって複雑に

変化するものと考えられる

ことから今後とも十分に検

討する必要があろう。

　つぎに、避難施設の効果を

調べてみる。表5－3－2に示

したように氾濫区域内の避

難施設を利用することによ

って、避難完了者数はほと

んど変化しないといえるが
　　　　　　　　　　　　　図5－3－10避難施設別避難人口とその地域
1人当りの避難所要時間は　　　　　　　分布・ケース（W－D）

・

・

・　　・ ●　　●　　●　　■

・ ．　　・ ・　　・　　■

@■　■　■　■　　　　　　　o
・　　・　　． ・　　　　　　　　　o

●

　　　　・
@凡　例

■避難台地
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大幅に短縮されている。これは図5－3－1（d）からわかるように所要時間のピ

ークが5～10分であり、このFal　tc　15，000人もの住民が避難を完了した結

果を反映したものである。これは、避難施設を避難対象者が多い地区に設

定したことから当然といえよう。

　一方、市町村が共同して利用することを意図して、旧巨椋池干拓地流域の

中央に設置した避難台地は、図5－3－10に示す避難施設別避難人口とその

地域分布図からわかるように避難台地付近の住民約5，000名の人が避難を

行ってはいるが、避難所要時間、避難未了者ともケース（1－A）より増大し

ている。これは図5－3－11に示す破堤3時間後の避難状況図からわかるよ

うに、氾濫水によって避難台地に通ずる道路が湛水して利用できなくなり、

結局従来通りの避難施設へ避難せざるをえなくなったためである。また、避

難未了者が多い理由は図5－3－11からわかるように避難台地に向かう途中

で氾濫水に捕まる人が多いためである。

観月橋

図5－3－11破堤3時間後の住民の避難状況・ケース（W－D）
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　図5－3－12には氾濫区域

内の避難施設4ケ所を利用

した場合にケース（i－A）に

対して避難完了時間がどれ

だけ短くなったかを示した

ものであるが、各地区とも

大幅に時間が短縮されてい

ることがわかる。このよう

に、この流域においては氾

濫区域内にある避難施設を

改善して利用することが避

難の円滑性から考えると最

も効果的であると考えられ

るが、この場合問題となる

のは図5－3－13に示すよう

に、4つの避難施設ともか

なりの住民が避難をしてく

るために、避難施設の規模

を必然的に大きくせざるを

えないことである。また、避

難路も最終的にはかなり湛

水することになるために、

避難住民の長期の滞留が可

能な施設としなければなら

ない。このような事態を避

　凡　例
鵠�?ﾎ象者無し
dヨ変化せず

｡　0～10分短縮
yIlO－20分短縮
冾Q0－30分短縮
｡30分以上短縮

図5－3－12 避難完了時間の短縮状
況・ケース（W－C）

15113

　　　　1142

@凡　例
yコOI　■ll口02　ZI2口03　因13囮04園05亟ヨ06

目　14■避難台地

図5－3－13 避難施設別避難人口とその地
域分布・ケース（W－C）

けるためには2次避難が必要となるが、氾濫水の挙動を考慮に入れるとか

えって危険な場合もありうるものと考えられる。また、図5－3－14にはケー

ス（rv　－B）の場合の避難完了状況を示しているが、ケース（1－A：図5－3一
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6）と比較しても大差ない。これは、氾濫区域内の4箇所の避難施設を利

用しても避難未了者を救済することはできないことを示したものである。

このような事態を避けるためには、前述のように避難命令を発令し、その

情報がある程度の速度で確実に伝達されるようにすることも一つの方法で

あるが、これとは別に氾濫

水の挙動を考慮に入れて、

あらかじめ地区別に避難施

設を指定しておくことも効

果的な方法の一つと考えら

れる。避難施設を指定した

場合の計算は本文で提案し

た避難行動シミュレーシ，

ン　モデルで容易に計算で

きることから、その効果を

確かめるためにケース（IV－

B）と同じ条件で計算を行　図5－3－14　避難i完了状況・ケース（rv－B）

ってみる。図5－3－15はそ

のシミュレーション結果で

あり避難完了状況を示した

ものである。なお、避難地

区と避難施設の対応関係は

図中に合わせて示している

が、これは避難未了者が少

なくなるように、その分布

と避難ネットワークとの関

係を考えながら試算的に設

定したものである。図5－3

－15からわかるように、避　図5－3－15避難完了状況（避難施設指定の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場合）

　　　　　　　　　　　　　　－205一

　　凡　例
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難完了率はほとんど向上しておらず、避難施設を指定しても、その効果は

小さいことがわかる。これはシミュレーション　モデル自体の構造が氾濫

水を避けながら最短経路と

なる避難施設を選定するよ

うに住民の避難行動をモデ

ル化しているためであると

考えられる。したがって、

逆にこのシミュレーション

結果を用いて避難施設の最

適な指定を行うことも可能

であろう。

　避難経路については、表

5－3－2からわかるように、

避難施設付近の道路を高架

にしたケースや避難用高架

道路を設けたケースでは、

それ程効果が認められない

ようである。したがって、

この流域では既存道路網を

利用した避難ネットワーク

で十分であるといえる。し

かしながら、避難用高架道

路の場合には、図5－3－16、

図5－3－17に示す避難施設

別避難人口とその地域分布

図ならびに避難所要時間が

短縮された地域図からわか

るように、ケース（1－A：

図5－3－16 避難施設別避難人口とその地
域分布・ケース（V－C）

　凡　例
荢�?ﾎ象者無し

�ﾏ化せず
｡　0～10分短縮
Q10～20分短縮
冾Q0～30分短縮
｡30分以上短縮

図5－3－17
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図5－3－2、図5－3－3）の場合に比べて、高架道路が避難路として使用され

ることによってかなり改善されることがわかる。なお、避難用高架道路の

利用状況は図5－3－18に示すとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　観月橋

　　　　図5－3－　18　避難経路の利用状況・ケース（V－C）

3－2　数量化理論1類による分析

　　前項では避難命令の発令時期、避難施設、避難経路の条件を種々変化さ

せた場合の個々の計算結果について詳細な分析を行ってきたが、ここでは

　どの要因がもっとも効果的かを定量的に明らかにするために数量化理論1
　7）
類を使って分析を行った結果を述べることにする。ここで対象とするデー

　タは向島と隠元橋破堤の全ケース（168ケース）の計算結果であり、説明

変数としては避難命令、避難施設、避難経路、破堤地点の4変数、外的基

準としては避難の円滑性の指標として1人当りの平均避難所要時間をとり、

避難の安全性をあらわす指標として避難完了率（＝避難完了者数／避難対

象者数）をとる。

　図5－3－19は外的基準が1人当りの平均所要時間の場合の分析結果を示
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したものである。まず各要因の寄与を表わすアイテムレンジの値をみて

みる。図からわかるようにアイテム　レンジの値は避難施設の要因がもっ

とも大きく、避難命令、破堤箇所、避難経路の順になっている。この結果

は、前述のように氾濫区域内の避難施設を利用したり避難命令を発令する

と避難所要時間が大幅に短縮されたことから当然の結果であるが、この流

域においては避難施設を氾濫区域に設置するかもしくは避難命令を出して

確実に避難をさせるということが、避難の円滑性を高めるうえでもっとも

効果的であることを示したものといえよう。避難経路の要因はこれら2つ

の要因に比べてその効果が小さいことがわかる。また、破堤地点の影響につ

いてもほとんど無視できる程度であり、この流域においては避難システム

を計画するにあたって、複数の破堤地点を考慮に入れる必要はなく、避難

システムの構造は他の流域に比べて比較的簡単なものにすることができる。

　っぎに、各要因のなかで、さらに細分化した要因の効果をあらわすカテゴ

リースコアの値を調べてみよう。なお避難命令の要因については、避難命

令が発令され、その情報が85m／分以上で確実に伝達されれば、伝達速度

にはほとんど影響をうけないことがわかる。避難施設については氾濫区域

内の4つの避難施設を利用すると明らかに所要時間が短縮されることがわ

かるが、さらにその最適避難施設数を求めようとすれば、避難施設数を順

次増加させた計算が必要となる。また、避難経路については新たな経路を設

定しても大きな効果は認められず既存道路を利用するだけで十分であると

いえる。

　つぎに、避難i完了率を外的基準とした場合の分析結果を図5－3－20に示す。

図5－3－20からわかるように、アイテム　レンジをみると避難命令の要因

がもっとも大きく、ついで避難施設、避難経路の順となっており、図5－3

－19とは避難命令と避難施設の順序が変わっただけでほぼ同様の傾向を示

している。これは、避難命令を発令することによって避難未了者が0人と

rsったことから当然の結果であり、外的基準として避難完了率をとった場

合においても避難命令の発令や避難施設の整備が重要であることは明らか
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である。また、カテゴリースコアの値を調べてみると、アイテム　レンジ

と同様に、図5－3－19とほとんど同様の傾向を示しているが、避難施設の

なかで避難台地の要素がプラスとなっており、避難台地をつくることがか

えって逆効果となっていることをしめしている。これは前述のように、避

難台地に向かって避難していく途中で氾濫水のために身動きがとれなくな

った住民が多いことを反映した結果である。

　このように数量化理論1類モデルを適用することによって、各種要因の

効果を定量的に明らかにすることができ、より客観的な評価が可能となる。

第4節　結　語

　　本章では、最初に第4章で述べた避難システムの構成プロセスに従って、

　旧巨椋池干拓地流域における具体的な避難システム案を作成し、ついで、避

　難行動シミュレーシ・ン　モデルを用いてこれらの避難システム計画案の評

　価を行うとともに、数量化理論によって計算結果の分析を行った。

　　本章で得られた結果をとりまとめて示すと、以下のようになる。

　　①現地流域の特性を考慮に入れた種々の避難ネットワーク計画案と避難

　　　誘導計画案から構成される避難システム案の構成と評価が、この手法を

　　　適用することによって容易にできることが確かめられたものと考えられ

　　　る。

　　②旧巨椋池干拓地流域における避難システム整備の基本的方向について

　　　は、避難の安全性を確保するためには避難誘導体制の確立が重要であり、

　　　また避難の円滑性を確保するためには氾濫区域内の避難施設を利用する

　　　必要があることなどが確かめられた。当然ながら、ここで評価の対象と

　　　した避難システム案は、この流域における避難システム整備の方向を探

　　　るために構成したものであり、避難システムとしての妥当性を検証する

　　　ためには表4－6－1にも示したように、さらに実行可能性という観点から

　　　も詳細な評価検討を行わねばならないが、本文で提案した手法を適用す

　　　ることによって、避難システム整備の基本的方向は明らかになったもの
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　　と考えられる。

　以上、洪水災害時の避難システムの構成と評価の方法の現地流域への適用

結果をとりまとめて述べた。本論文で提案した方法は避難システムを計画す

る上で有効な手法となりうるものと考えられるが、第4章でも述べたように

住民の避難行動は複雑であるにもかかわらず、本論文では極めて単純化して

考えているなど今後住民の避難行動特性に関するデータの集積をまって改善

すべき点が多い。また、本論文で対象とした洪水災害時の避難システムが有効

に機能するためには、平常時のシステムの整備、すなわち、啓蒙活動の充実

や避難空間の整備が重要であるが、これらについては避難空間の整備の基本

的方針を決定する方法についてのみ言及したに留まっている。これらの点に

ついては今後の研究課題としたい。

参　考　文　献

1）西原巧：洪水災害時における地域避難システムの設計と評価（その3），

　水利科学，Ma　149，1983・pp・12－50。

2）建設省近畿地方建設局淀川ダム統合管理事務所：洪水避難検討（その4）

　業務報告書，1981。

3）建設省近畿地方建設局淀川工事事務所：淀川水防対策シリーズ（資料編），

　第一巻，1978。

4）京都府防災会議：京都府地域防災計画，1982。

5）宇治市防災会議：宇治市地域防災計画，1982。

6）久御山町防災会議：久御山町地域防災計画，1982。

7）安田三郎，海野道郎：社会統計学，丸善，1977，pp．105－109。

一212一



結 論

　本論文は、洪水氾濫の流下過程を追跡する新しい数値解析法と、その結果を

利用する洪水災害時の避難システムの構成と評価の手法とにっいて、提案した

ものである。

　第1章においては、わが国河川の一般的な自然特性、社会的特性について

述べるとともに、流域の急激な都市化に河川改修が十分に対応できない現状

と洪水災害との関連について述べた。ついで、このような状況下にあって洪

水災害を防止するための有効な手だてとして、建設省が積極的に推進してい

るいわゆる総合治水対策を紹介し、これらの施策を推進するためには、複雑

な氾濫水の挙動を正確に追跡できる新たな氾濫解析法の開発が必要であるこ

とを明らかにした。あわせて、流域の洪水被害軽減策としてもっとも優先す

べきでありながら、現在もっとも立ち遅れているとみられる避難システムの

現状から判断して、避難システムの構成と評価のための手法を早急に確立す

る必要性があることを示し、本論文の目的と意義を明らかにした。

　第2章においては、わが国の1級河川において戦後生起した洪水氾濫事例

についての調査結果から、氾濫水は時間的にも空間的にも複雑な挙動してい

ることを示し、その運動を解析するには平面2次元流れの流体運動として取

扱わねばならないことを明らかにした。

　続いて、連続堤河川と不連続堤河川とを対象とする氾濫解析のための新し

い数値解析法を提案した。まず、河道における洪水に対しては1次元解析法

を適用し、数値解析法としては特性曲線法の固定格子点に関する差分式を用

いた。また、堤内地の氾濫水に対しては2次元平面流れとして解析すること

とし、基礎式と計算式とを導いた。さらに、堤内地における氾濫水の挙動に

影響を与える地形構造のうち、排水路及び盛土を取りあげ、それらに対する

計算法を導いた。

　第3章においては、それぞれに特徴的な地形構造をもつ淀川水系の3流域

を対象に、第2章で述べた氾濫水の数値解析法を適用し、その妥当性を検証
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した。その結果、河道と堤内地とをそれぞれ独立に取扱う解析法は、河道内

および、堤内地のいずれについても妥当なものであること、また、河道と堤内地

とを一体とする解析法についても、対象とした河川上流域の解析結果から実

績をうまく再現できることが確かめられた。また、盛土の数値モデルについ

ても、支川堤防を盛土として取扱った解析結果からその妥当性が検証された

が、排水路の数値モデルについては改良の余地があり、今後の研究が必要と

考えられる。

　第4章においては、新しい氾濫解析法の具体的応用の一つとして、氾濫解

析の結果を利用する洪水災害時の避難システムの構成と評価の手法について

述べた。まず災害時における人間行動の特性を明らかにするとともに、その

制御誘導領域と方法とについて述べた。ついで、避難システムの内容を決定

する要因を指摘し、洪水避難システムの特徴について言及した。また、洪水

災害時における避難事例の調査や淀川流域の40市町村において実施した洪

水時の警戒避難体制に関するアンケート調査の結果から、洪水避難システム

の現状分析を行った。

　最後に、これらの結果を踏まえて、氾濫水の挙動予測、避難ネットワーク、

避難誘導の3つのサプシステムから構成される洪水災害時の避難システムの

基本フレームとシステム構成のための具体的方法を提示するとともに、構成された

各種の避難システム案が洪水時にどの程度避難システムとしての目的を達成

しうるかを事前に評価するために、ネットワーク理論の最短経路選択問題を

応用した住民の避難行動シミュレーションモデルを開発した。

　第5章‘ζおいては、淀川流域の旧巨椋池干拓地流域を例にとって、第4章

で提案した避難システムの構成と評価の手法の現地流域への適用性を検討し、

さらに同流域の避難システム整備の基本的方向についての若干の検討を行っ

た。

　その結果、現地流域の特性を考慮に入れた種々の避難ネットワーク計画と

避難誘導計画から構成される避難システムの構成と評価とが、この手法を適

用することによって容易に可能となることが確かめられた。
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　また、旧巨椋池干拓地流域における避難システム整備の基本的方向につい

ては、避難の安全性を確保するための避難誘導体制の確立が重要であり、円

滑な避難を確保するためには氾濫区域内の避難施設の活用が必要であること

などが確かめられた。

　このように、本論文で提案した方法は避難システムを計画する上で有効な

手法となりうるものと考えられるが、複雑な住民の避難行動を本論文では極

めて単純化して考えているなど、今後住民の避難行動特性に関するデータの

集積をまって改善すべき点が残されている。

　以上を要するに、本論文では河川行政上もっとも対応が急がれている改修

中途の河川における災害対策の一環として、新しい氾濫解析法を開発し、ぞ

の結果を利用する洪水災害時の避難システムの構成と評価の手法を提案した。

　厚顔の諸りを免れないが、本論文が今後この方面の研究を促進するうえで

役立ち、流域の総合的な治水対策の確立をはかっていくうえで、何らかの参

考になることを期待して結びに代える次第である。
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